
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【説明】

新規事業

拡大事業

継続事業

【記載例】

第1章　　支えあい健やかに暮らせるまち

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

777【継続事業】 現状継続

●●◆◆事業

《旧事業名》
●◆事業

一般会計

◇◆課 ★市長公約

事業名欄

事業内容欄

年度計画欄

H25事務
事業評価
結果など欄

その他

2014推進計画≪平成26～28年度≫パブリックコメントについて

　平成26～28年度に市が実施しようとしている新規・拡大・継続事業について、市民の皆様からご意
見をいただきたいと思いますので、事業内容や事業に係る事務事業評価結果などを参考に願います。

　今回策定する2014推進計画から新たに実施しようとする事業です。

　　☞　行全体を　　　　色で色塗りをしています。

　既に実施している事業を、2014計画から事業内容を拡大して実施しようとする事業です。

　　☞　行全体を　　　　色で色塗りをしています。

　前回（2013推進計画）までの計画により既に実施している事業です。

　　☞　行全体は色塗りをしていません。

　　第1節　　健康づくり・地域医療の充実 　　施策1　　健康づくりの推進

　上から、整理番号と事業の区分（新規・拡大・継続）、会計区分（一般・介護保険・国民健康保
険・霊園・水道・下水道）、担当課を記載しています。
　なお、2014計画から事業名を変更した場合は、事業名の下段に2013計画での旧事業名称を記載
しています。

　事業内容について記載しています。

　各年度ごとに実施しようとする事業内容について記載しています。

　平成25年度の事務事業評価結果を記載しています。
　新規事業や評価の対象外となっている事業、記載がありません。
　今回、事業の拡大をする事業については継続事業についての結果を記載しています。
　なお、市長公約事業については、「★市長公約」と記載しています。

　拡大事業については、事業内容を拡大するもとの継続事業の次行に記載しています。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

●●●・・・・・・・・・・・・
●◇の実施
■△の更新

●◇の実施
■△の更新

●◇の実施
■△の更新 現状継続とする。

総合計画での施策体系（章・節・施策）を

提示しています。 
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第1章　　支えあい健やかに暮らせるまち

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

1【継続事業】 現状継続

健康づくり啓発事業

　

一般会計

健康推進課 　

2【継続事業】 現状継続

生活習慣病予防事業

　

一般会計

健康推進課 　

3【継続事業】 現状継続

食育推進事業

　

一般会計

健康推進課 　

4【継続事業】 対象外(休止)

健康づくり計画策定
事業

　

一般会計

健康推進課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

5【継続事業】 現状継続

妊産婦保健推進事業

　

一般会計

健康推進課 　

6【継続事業】 現状継続

乳幼児保健推進事業

　

一般会計

健康推進課 　

乳幼児の心身の成長発達を促し育児
相談等を行う乳幼児健診や、生後2
か月までに保健師が訪問し、育児相
談を行う赤ちゃん訪問を実施する。
子どもの養育が困難な家庭への支援
の検討や、子ども虐待予防ケアマネ
ジメント会議を開催する。
虫歯予防のためのフッ素塗布を実施
する。

乳児・1歳6か月児・
3歳児健康診査
赤ちゃん訪問
低体重児の届出受理
子ども虐待予防ケアマ
ネジメント会議の開催
フッ素塗布の実施
あそび教室、出前健康
講座の開催

乳児・1歳6か月児・
3歳児健康診査
赤ちゃん訪問
低体重児の届出受理
子ども虐待予防ケアマ
ネジメント会議の開催
フッ素塗布の実施
あそび教室、出前健康
講座の開催

乳児・1歳6か月児・
3歳児健康診査
赤ちゃん訪問
低体重児の届出受理
子ども虐待予防ケアマ
ネジメント会議の開催
フッ素塗布の実施
あそび教室、出前健康
講座の開催

法令で義務付けされ
た事業であり、現状
継続とする。

　　第1節　　健康づくり・地域医療の充実 　　施策2　　保健予防の推進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

妊婦健康診査受診票を交付し、妊婦
健診費用負担の軽減を図る。
保健師と地域のパイプ役として母子
保健推進員が家庭訪問などを行う。
妊娠中の健康や出産・育児の正しい
知識の啓発のため、マタニティス
クール、スクール終了後のクラス会
や両親コースを開催する。

母子手帳交付・父子手
帳、妊婦健康診査受診
票の配付
母子保健推進員活動
マタニティスクール及
びクラス会、両親コー
スの開催

母子手帳交付・父子手
帳、妊婦健康診査受診
票の配付
母子保健推進員活動
マタニティスクール及
びクラス会、両親コー
スの開催

母子手帳交付・父子手
帳、妊婦健康診査受診
票の配付
母子保健推進員活動
マタニティスクール及
びクラス会、両親コー
スの開催

法令で義務付けされ
た事業であり、現状
継続とする。

心身の健康増進と豊かな人間関係の
形成に向けて、食に関する知識や食
を選択する力を身につけ、健全な食
生活を実践するための事業を実施す
る。
食育推進計画の策定及び進行管理を
行う食育推進懇談会を開催する。

食育講演会、食育推進
懇談会の開催

食育講演会、食育推進
懇談会の開催

食育講演会の開催
食育推進計画(第2次)
策定

現状継続とする。
食育推進計画に基づ
き、他事業と連携を
図り実施すること。

妊婦、乳幼児から高齢者まで全ての
市民が心身ともにいきいきとした生
活を送ることを目指し、生涯を通じ
た健康づくりを図るための指針とな
る健康づくり計画の策定及び進行管
理を行う。

健康づくり計画(第4
次)の策定 ≪評価対象外事業≫

休止事業の復活

健康を維持するための食事や運動に
ついて啓発する「健康教室」「健康
情報展」、うつと自殺予防について
知識啓発を行う「こころの健康講
座」を開催する。
地域に健康の大切さを広める健康づ
くり推進員を養成する。
ウォーキングを普及するためウォー
キングマップを配布する。

健康教室、健康情報
展、出前健康講座、こ
ころの健康講座の実施
健康づくり推進員の養
成
元気フェスティバルへ
の参加
ウォーキングマップ増
刷

健康教室、健康情報
展、出前健康講座、こ
ころの健康講座の実施
健康づくり推進員の養
成
元気フェスティバルへ
の参加

健康教室、健康情報
展、出前健康講座、こ
ころの健康講座の実施
健康づくり推進員の養
成
元気フェスティバルへ
の参加

現状継続とする。

糖尿病等を予防するため生活習慣病
予防教室を開催する。
特定健診を受診し、特定保健指導の
対象外であるが、血液データなどか
ら予防、改善が必要な方に個別相談
を行う成人健康相談を開催する。
がん検診や結核健診の精密検査未受
診者などへの受診勧奨を行う事後指
導を実施する。

生活習慣病予防教室の
開催
成人健康相談の実施
がん・結核検診の事後
指導

生活習慣病予防教室の
開催
成人健康相談の実施
がん・結核検診の事後
指導

生活習慣病予防教室の
開催
成人健康相談の実施
がん・結核検診の事後
指導

現状継続とする。

　　第1節　　健康づくり・地域医療の充実 　　施策1　　健康づくりの推進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

7【継続事業】 現状継続

がん検診推進事業

　

一般会計

健康推進課 　

8【継続事業】 現状継続

予防接種推進事業

　

一般会計

健康推進課 　

9【継続事業】 現状継続

エキノコックス症予
防対策事業

　

一般会計

健康推進課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

10【継続事業】 現状継続

救急医療推進事業

　

一般会計

健康推進課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

11【継続事業】 現状継続

保険税収納率向上対
策事業

　

国保会計

国保医療課 　

12【継続事業】 現状継続

医療費適正化対策事
業

　

国保会計

国保医療課 　

レセプト点検業務、第三者行為求償
事務及び医療費通知業務等を実施す
るほか、広報紙 (けんこうネット
ワーク)による被保険者への保険・
健康情報の提供を行う。

レセプト点検業務委託
や第三者行為求償事務
委託及び医療費通知業
務等の実施
広報紙による保健・健
康情報の提供

レセプト点検業務委託
や第三者行為求償事務
委託及び医療費通知業
務等の実施
広報紙による保健・健
康情報の提供

レセプト点検業務委託
や第三者行為求償事務
委託及び医療費通知業
務等の実施
広報紙による保健・健
康情報の提供

委託により、効果額
の増加や費用の削減
が図られており、現
状継続とする。

　　第1節　　健康づくり・地域医療の充実 　　施策4　　国民健康保険事業の適正な運営

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

保険税の歳入確保のため、コンビニ
収納やインターネット公売などを実
施し、国保事業の安定的な運営を図
る。

コンビニ収納、短期保
険証の更新に係る窓口
相談、財産調査、滞納
処分、インターネット
公売の実施

コンビニ収納、短期保
険証の更新に係る窓口
相談、財産調査、滞納
処分、インターネット
公売の実施

コンビニ収納、短期保
険証の更新に係る窓口
相談、財産調査、滞納
処分、インターネット
公売の実施

国保会計維持のため
必要な事業であり、
現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

毎日24時間体制で市民の安全、安
心を図るため、医師会の協力を得
て、市民の夜間や休日の急病に対応
する。
また、休日の歯科救急については、
北広島市歯科医師会が加入する千歳
歯科医師会の協力を得て受診体制を
整備する。

夜間急病センターの管
理運営を支援
在宅当番医制の実施
救急医療啓発普及
休日の歯科救急の実施

夜間急病センターの管
理運営を支援
在宅当番医制の実施
救急医療啓発普及
休日の歯科救急の実施

夜間急病センターの管
理運営を支援
在宅当番医制の実施
救急医療啓発普及
休日の歯科救急の実施
Ｘ線装置購入

現状継続とする。

エキノコックス症の早期発見、早期
治療を図るため、小学3年生以上を
対象に、無料で血液検査を行う。

エキノコックス症検診
の実施

エキノコックス症検診
の実施

エキノコックス症検診
の実施 現状継続とする。

　　第1節　　健康づくり・地域医療の充実 　　施策3　　医療体制の充実

胃がん・肺がん・大腸がん・子宮が
ん・乳がん・前立腺がんの検診、骨
粗しょう症検診、肝炎ウイルス検
診、30歳代健診、循環器健診を実
施する。
乳がん、子宮がん、大腸がん検診の
受診率向上などのため、対象年齢者
(子宮がん：20歳～40歳、乳がん
及び大腸がん：40歳～60歳までの
5歳ごとの該当者 )に対して無料
クーポン、検診手帳を配付する。
肝炎ウイルス検診の更なる受診促進
を図るため、40歳～70歳までの5
歳ごと該当者に個別勧奨とともに受
診券を送付。

各種がん検診などの実
施
特定年齢の節目健診
(無料クーポン券によ
る子宮頸がん、乳が
ん、大腸がん、肝炎ウ
イルス)の実施

各種がん検診などの実
施
特定年齢の節目健診
(無料クーポン券によ
る子宮頸がん、乳が
ん、大腸がん、肝炎ウ
イルス)の実施

各種がん検診などの実
施
特定年齢の節目健診
(無料クーポン券によ
る子宮頸がん、乳が
ん、大腸がん、肝炎ウ
イルス)の実施

現状継続とする。

感染症まん延防止のため、定期予防
接種を実施する。

定期予防接種の実施
(四種混合、三種混
合、二種混合、ＢＣ
Ｇ、ポリオ、麻しん風
しん混合、インフルエ
ンザ、ヒブ、子宮頸が
ん、小児肺炎球菌)

定期予防接種の実施
(四種混合、三種混
合、二種混合、ＢＣ
Ｇ、ポリオ、麻しん風
しん混合、インフルエ
ンザ、ヒブ、子宮頸が
ん、小児肺炎球菌)

定期予防接種の実施
(四種混合、三種混
合、二種混合、ＢＣ
Ｇ、ポリオ、麻しん風
しん混合、インフルエ
ンザ、ヒブ、子宮頸が
ん、小児肺炎球菌)

法令で義務付けされ
た事業であり、現状
継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

13【継続事業】 現状継続

特定健康診査・特定
保健指導事業

　

国保会計

国保医療課 　

14【継続事業】 現状継続

保健衛生推進支援事
業

　

国保会計

国保医療課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

15【継続事業】 現状継続

社会福祉等団体活動
支援事業

　

一般会計

福祉課 　

16【継続事業】 現状継続

保健福祉諸計画推進
事業

　

一般会計

福祉課 　

17【継続事業】 現状継続

地域福祉計画策定事
業

　

一般会計

福祉課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

18【継続事業】 現状継続

福祉バス運行事業

　

一般会計

福祉課 　

　　第2節　　地域福祉の推進 　　施策2　　地域福祉活動の推進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

高齢者の生きがいづくり、障がい者
の社会参加や福祉団体の育成を促進
し、福祉の向上を図るため、高齢者
団体や障がい者団体などの研修旅行
のため福祉バスを貸し出す。

福祉バスの貸出し 福祉バスの貸出し 福祉バスの貸出し
現状継続とする。

保健福祉諸計画の策定・進行管理を
行う。
計画策定における意見集約の場とし
て、市民及び保健福祉医療関係者で
設置する保健福祉計画検討委員会に
より、保健福祉分野の諸計画が効果
を上げていくために、実施状況を客
観的に把握・評価する。

保健福祉諸計画の見直
し
検討委員会の開催

保健福祉諸計画の実施
状況を把握・評価
検討委員会の開催

保健福祉諸計画の実施
状況を把握・評価
検討委員会の開催 現状継続とする。

地域における生活課題や福祉ニーズ
が多様化していることから、現在の
地域における生活課題を把握し、必
要な福祉サービスや課題の解決に向
けた施策を推進するため、地域福祉
計画を策定する。

第４期地域福祉計画の
策定 現状継続とする。

　　第2節　　地域福祉の推進 　　施策1　　国民健康保険事業の適正な運営

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

社会福祉等団体の行う「地域福祉の
増進や民生委員児童委員の資質向
上、犯罪者の更生を援護する活動」
や「戦没者遺族等への援護施策に関
する研修」などの活動を支援する。

社会福祉等団体の事業
等に対する助成

社会福祉等団体の事業
等に対する助成

社会福祉等団体の事業
等に対する助成 現状継続とする。

生活習慣病の原因となる「メタボ
リックシンドローム(内臓脂肪症候
群)」に着目した、特定健康診査を
40歳から74歳までの被保険者に対
して実施する。
また、この健診結果から、特定保健
指導や重症化予防のための特定保健
指導対象者への二次健診、国保30
歳代健診を実施する。

特定健康診査・特定保
健指導の実施
二次健診、国保30歳
代健診の実施

特定健康診査・特定保
健指導の実施
二次健診、国保30歳
代健診の実施

特定健康診査・特定保
健指導の実施
二次健診、国保30歳
代健診の実施

現状継続とする。
国のワーキンググ
ループの検証状況等
を考慮しながら、北
広島市国民健康保険
第2期特定健康診査
等実施計画の目標達
成に向け事業を実施
すること。

健康づくりや健康意識の高揚を図る
ため、自主的な健康推進活動を行う
個人や団体、健康づくり・体力づく
りを実施する実行委員会等を支援す
る。
また、市民を対象とした、インフル
エンザ予防接種事業等を支援する。

健康推進活動や健康づ
くりなどを推進する団
体及び実行委員会等に
対する補助金の交付
インフルエンザ予防接
種事業等を支援

健康推進活動や健康づ
くりなどを推進する団
体及び実行委員会等に
対する補助金の交付
インフルエンザ予防接
種事業等を支援

健康推進活動や健康づ
くりなどを推進する団
体及び実行委員会等に
対する補助金の交付
インフルエンザ予防接
種事業等を支援

インフルエンザ予防
接種助成事業を除
き、事業効果を検証
しながら事業を実施
すること。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

19【継続事業】 対象外

社会福祉施設整備支
援事業

　

一般会計

福祉課 　

20【継続事業】 対象外

老人福祉施設整備支
援事業

　

一般会計

高齢者支援課 　

21【継続事業】 終了

公的介護施設等整備
支援事業

　

一般会計

高齢者支援課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

22【継続事業】 対象外(H25搭載)

子ども・子育て支援
事業計画策定事業

　

一般会計

児童家庭課 　

23【継続事業】 対象外(H25搭載)

子育てガイドブック
作成事業

　

一般会計

児童家庭課 　

24【継続事業】 現状継続

児童福祉施設入所措
置事業

　

一般会計

児童家庭課 　

25【継続事業】 現状継続

広域入所児童委託事
業

　

一般会計

児童家庭課 　

保護者の勤務先等により市民が他市
町村の保育所を利用する場合、保育
所所在市町村との連携・協定によ
り、他市町村の保育所において保育
を実施する。

受入先市町村または私
立認可保育園運営法人
に対し保育に係る経費
を負担

受入先市町村または私
立認可保育園運営法人
に対し保育に係る経費
を負担

受入先市町村または私
立認可保育園運営法人
に対し保育に係る経費
を負担

現状継続とする。

子育て支援のため、子どもの誕生か
ら小学生までの期間における各種の
子育て情報をまとめた子育てガイド
ブックを配付する。

子育てガイドブック配
付

子育てガイドブック作
成・配付

子育てガイドブック配
付 対象外(H25搭載)

経済的理由により入院助産を受ける
ことができない妊産婦の指定助産施
設での入院助産を援助する。
支援の必要な配偶者のない女子等と
その児童を母子生活支援施設に入所
させ保護するとともに、自立を促進
する。

助産施設、母子生活支
援施設への入所措置

助産施設、母子生活支
援施設への入所措置

助産施設、母子生活支
援施設への入所措置

法令で義務付けされ
た命にかかわる事業
であり、現状継続と
する。

　　第3節　　子育て支援の充実 　　施策1　　子育て環境の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

「子ども・子育て関連３法」に基づ
き、「子ども・子育て支援事業計
画」を策定する。

子ども・子育て支援事
業計画の策定

子ども・子育て会議の
実施

子ども・子育て会議の
実施 対象外(H25搭載)

老人福祉施設の整備・促進を図るた
め、施設整備を行う社会福祉法人に
対し助成する。

施設を整備した対象法
人に対する設備整備費
の助成

施設を整備した対象法
人に対する設備整備費
の助成

施設を整備した対象法
人に対する設備整備費
の助成

≪評価対象外事業≫
債務負担行為事業

認知症高齢者の受け入れ先の確保の
ため、施設整備を行う事業者に対し
助成する。

《助成対象法人なし》

認知症対応型協働生活
介護事務所(2カ所)及
び小規模多機能型居宅
介護事務所を設置した
事業者への施設整備費
助成

《助成対象法人なし》 現時点で今後の整備
予定はないため終了
する。

　　第2節　　地域福祉の推進 　　施策3　　福祉環境の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

社会福祉施設の整備・促進を図るた
め、施設整備を行う社会福祉法人に
対し助成する。

《助成対象法人なし》 《助成対象法人なし》 《助成対象法人なし》 ≪評価対象外事業≫
債務負担行為事業
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

26【継続事業】 現状継続

認可外保育園運営費
支援事業

　

一般会計

児童家庭課 　

27【継続事業】 現状継続

保育園地域活動事業

　

一般会計

児童家庭課 　

28【継続事業】 現状継続

子育て支援短期利用
事業

　

一般会計

児童家庭課 　

29【継続事業】 現状継続

病児緊急預かり事業

　

一般会計

児童家庭課 　

30【継続事業】 現状継続

ファミリーサポート
センター事業

　

一般会計

子育て支援センター 　

31【継続事業】 現状継続

私立認可保育園運営
費支弁事業

　

一般会計

児童家庭課 　

32【継続事業】 現状継続

私立認可保育園運営
費支援事業

　

一般会計

児童家庭課 　

私立認可保育園の安定経営を支援し
児童の良好な保育環境を確保するた
め、保育園運営法人に対し特別保育
事業に対する補助及び市単独の補助
を行う。

国の特別保育事業補
助、道補助金による延
長保育及び市単独の補
助を実施

国の特別保育事業補
助、道補助金による延
長保育及び市単独の補
助を実施

国の特別保育事業補
助、道補助金による延
長保育及び市単独の補
助を実施

現状継続とする。
市単独補助の内容に
ついては、常に検証
すること。

仕事と育児の両立、地域の子育て支
援で児童福祉の向上を図るため、育
児の援助を行いたい方と育児の援助
を受けたい方からなる会員組織
「ファミリーサポートセンター」を
運営し、会員のスキルアップ講習会
などを実施する。

子育てサポーター講習
会、協力会員スキル
アップ講習会、合同交
流会の開催

子育てサポーター講習
会、協力会員スキル
アップ講習会、合同交
流会の開催

子育てサポーター講習
会、協力会員スキル
アップ講習会、合同交
流会の開催

現状継続とする。
引き続き協力会員の
増加に努めること。

保育の実施義務のある市町村に代わ
り、民間法人が認可保育園を運営す
るため、必要な経費を支弁する。

私立認可保育園の運営
法人に運営費を支弁

私立認可保育園の運営
法人に運営費を支弁

私立認可保育園の運営
法人に運営費を支弁

法令で義務付けされ
た事業であり、現状
継続とする。

保護者の要請で児童の家庭での養育
が困難になった場合や、配偶者等の
暴力によって母及び児童の緊急保護
を必要とする場合に、児童養護施設
において児童等を一時的に養育・保
護する。

児童養護施設で一定期
間、児童等を養育保護

児童養護施設で一定期
間、児童等を養育保護

児童養護施設で一定期
間、児童等を養育保護

緊急の保護を必要と
する母子のために必
要な事業であり、現
状継続とする。

共働き世帯やひとり親世帯の就労・
子育てを支援するため、子どもが病
気の場合など、会員登録による病
児・病後児の預かりを行う。

病児緊急預かり事業の
実施

病児緊急預かり事業の
実施

病児緊急預かり事業の
実施

時代の要求に合った
事業で、委託により
効率的に行われてお
り、現状継続とす
る。

施設経営の安定を図り、安全かつ良
好な環境で安全に保育を実施するた
め、認可外保育園の運営費の支援を
行う。

認可外保育園に運営費
を支援

認可外保育園に運営費
を支援

認可外保育園に運営費
を支援 現状継続とする。

保育所の持つ専門機能を地域に活用
するため、老人福祉施設への訪問や
保育所入所児童と地域の児童とが共
同事業など需要に応じた幅広い活動
を行う。

観劇観賞、動物園遠
足、施設訪問、園行事
招待などの実施

観劇観賞、動物園遠
足、施設訪問、園行事
招待などの実施

観劇観賞、動物園遠
足、施設訪問、園行事
招待などの実施 現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

33【継続事業】 現状継続

保育園一時預かり事
業

　

一般会計

児童家庭課 　

34【継続事業】 現状継続

保育園民営化・活性
化事業

　

一般会計

児童家庭課 　

35【継続事業】 現状継続

児童手当支給事業

　

一般会計

児童家庭課 　

36【継続事業】 現状継続

地域子育て支援セン
ター運営事業

　

一般会計

子育て支援センター 　

37【継続事業】 現状継続

シルバー子育てサ
ポート事業

　

一般会計

子育て支援センター 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

38【継続事業】 現状継続

児童扶養手当支給事
業

　

一般会計

児童家庭課 　

39【継続事業】 現状継続

ひとり親家庭支援事
業

　

一般会計

児童家庭課 　

ひとり親家庭の生活の安定を図るた
め、日常生活を営むのに支障がある
ひとり親家庭に対し、家庭生活支援
員派遣による支援を行う。
ひとり親家庭の経済的自立を図るた
め、母子家庭の母又は父子家庭の父
の就業をより効果的にするための能
力開発の取組みを支援する。
母子家庭の母又は父子家庭の父の経
済的自立の促進と資格取得修業中の
生活負担軽減を図るため、２年以上
の養成課程で看護師・保育士・作業
療法士等の資格取得のため修業する
場合に、高等技能訓練給付金を支給
する。

家庭生活支援員の派遣
能力開発のための教育
訓練給付金、資格取得
のための高等技能訓練
給付金を支給

家庭生活支援員の派遣
能力開発のための教育
訓練給付金、資格取得
のための高等技能訓練
給付金を支給

家庭生活支援員の派遣
能力開発のための教育
訓練給付金、資格取得
のための高等技能訓練
給付金を支給

現状継続とするが、
その効果については
引き続き把握するこ
と。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

離婚等により父子・母子家庭となっ
た世帯の生活の安定及び児童福祉の
向上を図るため、児童扶養手当を支
給する。

児童扶養手当現況調査
の実施
支給対象者に児童扶養
手当を支給

児童扶養手当現況調査
の実施
支給対象者に児童扶養
手当を支給

児童扶養手当現況調査
の実施
支給対象者に児童扶養
手当を支給

法令で義務付けされ
た事業であり、現状
継続とする。

子どもの遊び相手や保護者の相談に
応じ、子育ての不安感を緩和し、子
どもの健やかな育ちを促進するた
め、60歳以上の市民がボランティ
アとして地域子育て支援センターの
事業を支援する。

手作りおもちゃの製作
昔遊びの伝承
次世代に残そうおばあ
ちゃんの料理づくりの
開催
親子遊びのサポート
あいあいの各種行事に
ボランティアとして支
援

手作りおもちゃの製作
昔遊びの伝承
次世代に残そうおばあ
ちゃんの料理づくりの
開催
親子遊びのサポート
あいあいの各種行事に
ボランティアとして支
援

手作りおもちゃの製作
昔遊びの伝承
次世代に残そうおばあ
ちゃんの料理づくりの
開催
親子遊びのサポート
あいあいの各種行事に
ボランティアとして支
援

現状継続とする。

　　第3節　　子育て支援の充実 　　施策2　　ひとり親家庭への支援

次代の社会を担う子どもの健やかな
育ちを支援するため、支給要件に該
当する子どもを養育している親に手
当を支給する。

現況調査の実施
児童手当の支給

現況調査の実施
児童手当の支給

現況調査の実施
児童手当の支給

法令で義務付けされ
た事業であり、現状
継続とする。

家庭の孤立化を防ぎ、育児に悩んで
いる子育て中の保護者を支援するた
め、育児相談や親子のふれあいの場
と親同士の情報交換の場を提供す
る。

みんなの広場、親子に
こにこ広場、子育て講
座、子育て支援ランド
の開催
子育てサークルへの支
援
子育て相談、子育て支
援ネットワーク事業の
実施

みんなの広場、親子に
こにこ広場、子育て講
座、子育て支援ランド
の開催
子育てサークルへの支
援
子育て相談、子育て支
援ネットワーク事業の
実施

みんなの広場、親子に
こにこ広場、子育て講
座、子育て支援ランド
の開催
子育てサークルへの支
援
子育て相談、子育て支
援ネットワーク事業の
実施

現状継続とする。

保護者の急病、家族の看護、育児疲
れなどによる一時的な保育需要に対
応することにより、地域の子育て支
援の充実を図るため、保育園におい
て一時預かりを実施する。
また、保護者の休日の就労を支援す
るため休日の一時預かりを実施す
る。

一時預かり事業(平日
保育及び休日保育)の
実施

一時預かり事業(平日
保育及び休日保育)の
実施

一時預かり事業(平日
保育及び休日保育)の
実施

必要性の高い事業で
あり、現状継続とす
る。

運営法人検討委員会を組織して公立
保育園の民営化の実施に向けた検討
を行い、市立保育園１園を民営化す
る。

民営化や統廃合につい
て検討

民営化や統廃合につい
ての決定

国の動向を注視し、
方向性が明らかに
なった段階で、改め
て検討するものとす
る。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

40【継続事業】 現状継続

母子自立支援相談事
業

　

一般会計

児童家庭課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

41【継続事業】 対象外(H25搭載)

子どもの権利擁護事
業

　

一般会計

児童家庭課 　

42【継続事業】 現状継続

児童館整備事業

　

一般会計

児童家庭課 ★市長公約

43【継続事業】 現状継続

家庭児童相談室運営
事業

　

一般会計

児童家庭課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

44【継続事業】 現状継続

こども発達支援事業

《旧事業名》
こども発達支援・デ
イサービス事業

一般会計

こども発達支援センター 　

　　第3節　　子育て支援の充実 　　施策4　　療育指導の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

発達の遅れや偏り、障がいのある子
どもに対しての直接的な支援や家
族、地域を含めた間接的な支援を行
うとともに、早期発見・早期療育の
専門的支援を推進する。

通所支援、相談支援、
保育所等訪問支援の実
施

通所支援、相談支援、
保育所等訪問支援の実
施

通所支援、相談支援、
保育所等訪問支援の実
施

児童発達支援・放課
後等デイサービスに
係る利用者負担のあ
り方について検討す
ること。

児童の健全育成を目的として、市内
の未整備地区に新たな児童館を開設
する。

(仮称)北広島団地児童
センターの開設
児童館整備計画の策定

0 0

未整備地区への対応
を引き続き検討する
こと。
なお、児童館の運営
にあたっては、効率
的で質の高いサービ
スを提供するため、
民間委託等を行うこ
と。

適正な児童養育の確保、要保護児童
等の福祉の向上のため、家庭児童相
談員による児童の虐待や養育問題な
ど家庭だけでは解決できない問題等
への専門的相談支援や指導、児童虐
待防止の広報・啓発活動、要保護児
童対策地域協議会の運営による要保
護児童等への支援などを行う。

児童虐待など困難な問
題に対する相談や指導
の実施
児童虐待防止広報・啓
発活動の実施
要保護児童対策協議会
の開催

児童虐待など困難な問
題に対する相談や指導
の実施
児童虐待防止広報・啓
発活動の実施
要保護児童対策協議会
の開催

児童虐待など困難な問
題に対する相談や指導
の実施
児童虐待防止広報・啓
発活動の実施
要保護児童対策協議会
の開催

現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

子どもの権利を擁護するため、侵害
された子どもの権利回復のための救
済委員会や、子どもの権利推進計画
や子どもの権利に関する施策を審議
する権利推進委員会を運営するとと
もに、子どもの権利に関する広報啓
発活動を実施する。

救済委員会の運営
子どもの権利推進委員
会の運営
子どもの権利に関する
広報啓発活動

救済委員会の運営
子どもの権利推進委員
会の運営
子どもの権利に関する
広報啓発活動

救済委員会の運営
子どもの権利推進委員
会の運営
子どもの権利に関する
広報啓発活動

対象外(H25搭載)

母子及び寡婦の福祉の増進を図るた
め、母子自立支援員が母子家庭・父
子家庭等の家庭紛争・子育て等の生
活相談、求職活動・就業相談指導、
自立に必要な相談などを行う。
また、DV被害者に関する相談支援
を行う。

母子自立支援員による
各種相談の実施

母子自立支援員による
各種相談の実施

母子自立支援員による
各種相談の実施 現状継続とする。

　　第3節　　子育て支援の充実 　　施策3　　児童の健全育成

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

45【継続事業】 現状継続

障がい者自動車運転
免許取得・改造事業

　

一般会計

福祉課 　

46【継続事業】 現状継続

障がい者地域活動支
援センター事業

　

一般会計

福祉課 　

47【継続事業】 現状継続

移送サービス事業

　

一般会計

福祉課 　

48【継続事業】 現状継続

障がい福祉サービス
等事業

　

一般会計

福祉課 　

49【拡大事業】 現状継続

障がい福祉サービス
等事業（拡大）

　

一般会計

福祉課 ★市長公約

50【継続事業】 現状継続

障がい者補装具支給
事業

　

一般会計

福祉課 　

51【継続事業】 現状継続

自立支援医療給付事
業（更生医療・育成
医療）

　

一般会計

福祉課 　

日常生活の負担を軽減し安定と利便
を図るため、身体障がい児・者に補
装具を給付または修理を行う。

補装具の支給または修
理の実施

補装具の支給または修
理の実施

補装具の支給または修
理の実施

法令で義務付けされ
た事業であり、現状
継続とする。

身体障がい児・者が、自立した日常
生活又は社会生活を営むことができ
るよう、その障がいの除去、軽減に
必要な医療に要する費用の一部を助
成する。

道立心身障害者総合相
談所への判定依頼
支給の認定
診療報酬の審査・支払

道立心身障害者総合相
談所への判定依頼
支給の認定
診療報酬の審査・支払

道立心身障害者総合相
談所への判定依頼
支給の認定
診療報酬の審査・支払

法令で義務付けされ
た事業であり、現状
継続とする。

障がい児・者の地域生活と社会参加
を促進するため、ヘルパーによる介
護、施設や事業所での就労・作業・
創作活動、就業訓練、リハビリ、児
童の療育、施設への入所・短期間の
入所、共同生活住居などのサービス
を提供し、自立した生活を支援す
る。

ヘルパーによる介護の
実施、児童の療育、施
設や事業所での就労・
作業・創作活動などの
障がい福祉サービス等
の提供

ヘルパーによる介護の
実施、児童の療育、施
設や事業所での就労・
作業・創作活動などの
障がい福祉サービス等
の提供
ガイドブックの発行
(隔年)

ヘルパーによる介護の
実施、児童の療育、施
設や事業所での就労・
作業・創作活動などの
障がい福祉サービス等
の提供

障がい者の自立に最
低限必要なサービス
であり、現状継続と
する。

障がい児の早期療育等支援のため、
障がい児通所支援事業にかかる利用
者負担の軽減を行い、サービス利用
を促進する。
また、重症心身障がい児(者)への福
祉サービスメニューの充実及び社会
支援の整備を図る。

障がい児通所支援に係
る利用者負担の軽減
重症心身障がい児(者)
へのサービスメニュー
の充実に向けた検討

障がい児通所支援に係
る利用者負担の軽減
重症心身障がい児(者)
へのサービスメニュー
の充実に向けた検討

障がい児通所支援に係
る利用者負担の軽減
重症心身障がい児(者)
へのサービスメニュー
の充実に向けた検討

障がい者の自立に最
低限必要なサービス
であり、現状継続と
する。

障がい者の社会参加や自立の促進を
図るため、障がい者地域活動支援セ
ンターとして創作活動、生産活動及
び日中活動を行う法人に対し、運営
にかかる経費を支援する。

障がい者地域活動支援
センターを運営する市
内の法人への補助金交
付等による支援

障がい者地域活動支援
センターを運営する市
内の法人への補助金交
付等による支援

障がい者地域活動支援
センターを運営する市
内の法人への補助金交
付等による支援

地域生活支援事業の
必須事業であり現状
継続とするが、必要
数、内容については
引き続き検討するこ
と。

一般の交通機関を利用することが困
難な在宅の重度身体障がい児・者及
び高齢者に対し、医療機関への通
院、入退院及び装具等の判定機関へ
の送迎を行う。

送迎の実施 送迎の実施 送迎の実施
現状継続とする。
効率的な事業実施方
法について検討する
こと。

　　第4節　　障がい福祉の充実 　　施策1　　地域生活支援の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

障がい者の社会参加の促進、就労支
援を図るため、自動車運転免許取得
や改造に要する経費への助成を行
う。

障がい者の自動車運転
免許取得や自動車の改
造を支援

障がい者の自動車運転
免許取得や自動車の改
造を支援

障がい者の自動車運転
免許取得や自動車の改
造を支援

障がい者にとって重
要度の高い事業であ
り、現状継続とす
る。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

52【継続事業】 現状継続

障がい者地域生活支
援給付事業

　

一般会計

福祉課 　

53【継続事業】 現状継続

障がい者相談支援事
業

　

一般会計

福祉課 　

54【継続事業】 現状継続

障がい者日常生活用
具給付等事業

　

一般会計

福祉課 　

55【継続事業】 現状継続

障がい者コミュニ
ケーション支援事業

　

一般会計

福祉課 　

56【継続事業】 現状継続

障がい者福祉計画・
障がい福祉計画策定
事業

　

一般会計

福祉課 　

57【継続事業】 現状継続

障がい者医療的ケア
支援事業

　

一般会計

福祉課 　

58【継続事業】 終了

障がい者福祉電算シ
ステム更新・改修事
業

　

一般会計

福祉課 　

日常的にたん吸引や胃ろう管理など
の医療的ケアを必要とする在宅の重
症心身障がい児・者について、地域
活動支援センターや日中活動を行う
場所へ看護師を派遣し、医療的ケア
を行い、重症心身障がい児・者の社
会参加を保障するとともに、家族の
負担軽減を図る。

吸引、水分補給、胃ろ
う管理、気管カニュー
レ管理、てんかん発作
の対応等の医療的ケア
の実施

吸引、水分補給、胃ろ
う管理、気管カニュー
レ管理、てんかん発作
の対応等の医療的ケア
の実施

吸引、水分補給、胃ろ
う管理、気管カニュー
レ管理、てんかん発作
の対応等の医療的ケア
の実施

現状継続とする。

平成25年度までに実施される障が
い者制度改革に対応した各種サービ
スを提供するため、機器やソフト
ウェアの保守・サポート期限が切れ
る現システムを更新し、新たな障が
い者福祉電算システムを構築する。

《平成25年度終了》 制度改正に対応した
システムの運用が図
られた。

聴覚、言語機能、音声機能、視覚の
障がい者が日常生活を円滑に行える
ように手話通訳者や要約筆記者の派
遣、点字、声の広報の発行等を行
う。
手話通訳者等の養成講座を実施す
る。

意思疎通支援者(手話
通訳・要約筆記)の派
遣
手話通訳者等の養成講
座、朗読・点字ボラン
ティアの養成講座の開
催
点字・声の広報の発行

意思疎通支援者(手話
通訳・要約筆記)の派
遣
手話通訳者等の養成講
座、朗読・点字ボラン
ティアの養成講座の開
催
点字・声の広報の発行

意思疎通支援者(手話
通訳・要約筆記)の派
遣
手話通訳者等の養成講
座、朗読・点字ボラン
ティアの養成講座の開
催
点字・声の広報の発行

法令で義務付けされ
た事業であり、現状
継続とする。

社会環境の変化や新しい福祉ニーズ
に対応した障がい者のための施策を
明確にし、具体的な体制づくりや
サービスなどを確保するための方策
等を定める計画を策定する。

障がい者福祉計画・障
がい福祉計画の策定 現状継続とする。

障がい児・者が自立した生活を営む
ことができるよう、障がい児・者、
保護者または介護者に対して生活・
就労支援、権利擁護(成年後見制度
利用や障がい者虐待)に関する相談
支援などを行う。
障がい者自立支援協議会において、
相談支援事業の運営や、関係機関に
よるネットワークの構築等に関する
協議を行う。

市の委託事業所におい
て生活支援や就労支援
などの相談業務、サー
ビス調整等の実施
自立支援協議会の開催

市の委託事業所におい
て生活支援や就労支援
などの相談業務、サー
ビス調整等の実施
自立支援協議会の開催

市の委託事業所におい
て生活支援や就労支援
などの相談業務、サー
ビス調整等の実施
自立支援協議会の開催

現状継続とする。

日常生活の円滑化と利便性を向上
し、また、家族の負担を軽減するた
め、重度障がい児・者等に日常生活
用具や自助具を給付する。

日常生活用具の給付
自助具の給付

日常生活用具の給付
自助具の給付

日常生活用具の給付
自助具の給付

法令で義務付けされ
た事業であり、現状
継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

障がい児・者の地域生活及び社会参
加を促進するため、ヘルパーが付き
添い外出を支援する移動支援、施設
において一時預かりや入浴を行う日
中一時支援、低額な料金で居住の場
を提供する福祉ホーム事業を実施す
る。

移動支援、日中一時支
援、福祉ホームの実施

移動支援、日中一時支
援、福祉ホームの実施

移動支援、日中一時支
援、福祉ホームの実施

障がい者の自立に必
要な事業であり、現
状継続とする。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

59【継続事業】 現状継続

障がい者等交通費助
成事業

　

一般会計

福祉課 　

60【継続事業】 現状継続

障がい者雇用創出事
業

　

一般会計

職員課 　

61【継続事業】 現状継続

精神障がい者社会復
帰訓練通所交通費助
成事業

　

一般会計

福祉課 　

62【継続事業】 現状継続

特別障害者手当等支
給事業

　

一般会計

福祉課 　

63【継続事業】 現状継続

障がい者施設開放等
支援事業

　

一般会計

福祉課 　

64【継続事業】 現状継続

障がい者団体活動支
援事業

　

一般会計

福祉課 　

障がい児・者の団体活動を活性化し
社会参加と自立の促進を図るため、
障がい者団体の活動を支援する。

各団体の活動に対する
助成

各団体の活動に対する
助成

各団体の活動に対する
助成

現状継続とする。
特定の者のみでなく
多くの障がい者や地
域住民等が関わるよ
うな事業となるよ
う、工夫すること。

生活の安定を図り、各種福祉サービ
スの利用を促進するため、重度障が
い児・者等に手当を支給する。

特別障害者手当、障害
児福祉手当、福祉手当
の支給

特別障害者手当、障害
児福祉手当、福祉手当
の支給

特別障害者手当、障害
児福祉手当、福祉手当
の支給

法令で義務付けされ
た事業であり、現状
継続とする。

閉じこもり予防と家族の負担軽減を
図るため、夏休み、冬休みの長期休
暇時に障がい児・者の活動の場を確
保する。

長期休暇時の障がい
児・者の日中活動に対
する助成

長期休暇時の障がい
児・者の日中活動に対
する助成

長期休暇時の障がい
児・者の日中活動に対
する助成

事業目的を達成する
ため、今後も工夫を
重ね実施すること。

「障害者の雇用の促進等に関する法
律」の趣旨に基づき、障がいのある
方が自立して健やかに暮らせるよう
に支援するため、就労に必要な知
識・能力を習得することができるよ
う、その意欲や能力に応じた就労の
場を提供する。

障がいのある方を対象
に市職員として採用
(臨時職員1名、非常
勤職員5名)

障がいのある方を対象
に市職員として採用
(臨時職員1名、非常
勤職員6名)

障がいのある方を対象
に市職員として採用
(臨時職員1名、非常
勤職員5名)

現状継続とする。
任期満了となった非
常勤職員が、将来の
就労につながるよ
う、引き続き事業内
容について検討する
こと。

精神障がい者の日中活動を支援し、
社会復帰及び社会参加を促進するた
め、社会復帰施設等に通所する際の
公共交通機関の交通費を支援する。

交通費の助成 交通費の助成 交通費の助成
他の障がい種別との
公平性が図られるま
では継続実施とす
る。

　　第4節　　障がい福祉の充実 　　施策2　　社会参加の促進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

重度障がい児・者の外出支援と負担
軽減を図るため、タクシー利用又は
自動車燃料費用の一部助成する。

タクシー券または自動
車燃料券を交付

タクシー券または自動
車燃料券を交付

タクシー券または自動
車燃料券を交付

現状継続とする。
対象者と助成額につ
いては引き続き検討
すること。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

65【継続事業】 対象外(H25搭載)

介護支援ボランティ
ア事業

　

介護会計

高齢者支援課 　

66【継続事業】 現状継続

長寿祝福事業

　

一般会計

高齢者支援課 　

67【継続事業】 現状継続

ミニデイサービス支
援事業

　

一般会計

高齢者支援課 　

68【継続事業】 現状継続

高齢者保健福祉計
画・介護保険事業計
画策定事業

　

介護会計

高齢者支援課 　

69【継続事業】 現状継続

ふれあい温泉事業

　

一般会計

高齢者支援課 　

70【継続事業】 現状継続

高齢者サービスガイ
ド作成事業

　

一般会計

高齢者支援課 　

71【継続事業】 現状継続

老人クラブ活動支援
事業

　

一般会計

高齢者支援課 　

高齢者が地域で安心して暮らせるよ
う、適切な介護などのサービスの利
用、社会参加への促進、各種福祉制
度・相談窓口などを紹介したガイド
ブックを作成し、高齢者に配布す
る。

サービスガイドの作
成・配布

サービスガイドの作
成・配布

サービスガイドの作
成・配布 現状継続とする。

高齢者の知識及び経験を活かした生
きがい活動と健康づくりを支援する
ため、老人クラブ連合会の運営費及
び事業費、各地区の老人クラブの事
業費を助成する。
新設の老人クラブに対し、備品を貸
与する。

老人クラブ連合会に対
する事業費等の助成

老人クラブ連合会に対
する事業費等の助成

老人クラブ連合会に対
する事業費等の助成

現状継続とする。
平成23年度監査の
指摘を十分にふまえ
執行するほか、加入
率を高めるように努
めること。

高齢者福祉における基本的な施策方
針の決定や保険給付の円滑な運営を
図るため、高齢者保健福祉計画・介
護保険事業計画を策定する。

高齢者保健福祉計画・
第６期介護保険事業計
画の策定

高齢者保健福祉計画・
第７期介護保険事業計
画の事前調査 現状継続とする。

65歳以上の高齢者に対し、温泉の
効用による健康増進と交流促進、引
きこもり予防のための外出機会をつ
くるため、温泉入浴助成券を配付す
る。
老人クラブなどの団体に対し、健康
にかかる講話や相談を実施する。

65歳以上の市民への
温泉入浴助成券配付
老人クラブや構成員が
概ね65歳以上で組織
されるボランティア団
体等に対して保健師に
よる健康講話や血圧測
定等を実施

65歳以上の市民への
温泉入浴助成券配付
老人クラブや構成員が
概ね65歳以上で組織
されるボランティア団
体等に対して保健師に
よる健康講話や血圧測
定等を実施

65歳以上の市民への
温泉入浴助成券配付
老人クラブや構成員が
概ね65歳以上で組織
されるボランティア団
体等に対して保健師に
よる健康講話や血圧測
定等を実施

現状継続とする。

長寿を祝福するとともに、長年の間
社会に貢献した労をねぎらうため、
祝金を贈呈する。

満100歳の市民に祝
金を贈呈

満100歳の市民に祝
金を贈呈

満100歳の市民に祝
金を贈呈 現状継続とする。

市民の自主的な地域福祉活動を推進
するため、ミニデイサービスを実施
する団体に会場費やボランティア保
険費用などを助成する。
高齢者の交流や引きこもり防止から
「地域のお茶の間」を推進するた
め、会場費などを助成する。

ミニデイサービス実施
団体に対する助成
地域のお茶の間活動費
に対する助成

ミニデイサービス実施
団体に対する助成
地域のお茶の間活動費
に対する助成

ミニデイサービス実施
団体に対する助成
地域のお茶の間活動費
に対する助成

市民ボランティアに
よる継続した活動
は、効果的と考えら
れ現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

高齢者の生きがいづくりや介護予
防、社会参加を図るため、ボラン
ティア活動を通じた地域貢献をする
ことを奨励するとともに、「介護支
援ボランティア制度」を実施する。

ボランティア登録事前
研修会開催、
ボランティア登録、ポ
イント手帳交付
ポイント活用申請受
付・交付

ボランティア登録事前
研修会開催、
ボランティア登録、ポ
イント手帳交付
ポイント活用申請受
付・交付

ボランティア登録事前
研修会開催、
ボランティア登録、ポ
イント手帳交付
ポイント活用申請受
付・交付

対象外(H25搭載)

　　第5節　　高齢者福祉・介護の充実 　　施策1　　生きがいと社会参加の促進
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

72【継続事業】 現状継続

介護予防推進事業

　

介護会計

高齢者支援課 　

73【継続事業】 現状継続

二次介護予防事業

　

介護会計

高齢者支援課 　

74【継続事業】 現状継続

介護予防住宅改修事
業

　

介護会計

高齢者支援課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

75【継続事業】 見直し

介護従事者フォロー
アップ研修事業

　

介護会計

高齢者支援課 　

76【継続事業】 現状継続

住宅改修介護サービ
ス事業

　

介護会計

高齢者支援課 　

77【継続事業】 見直し

家族介護支援事業

　

介護会計

高齢者支援課 　

78【継続事業】 現状継続

介護サービス利用者
負担額軽減事業

　

一般会計

高齢者支援課 　

65歳到達前1年間に障がい者施策
の訪問介護利用実績のある方に利用
者負担の軽減を図る。
生計が困難な方の介護サービスの1
割の自己負担分を軽減した社会福祉
法人に対し、軽減額の一部を助成す
る。
一時的に介護保険施設等への支払い
に苦慮する高齢者に対し、高額介護
サービス費の9割相当額の貸付をす
る。

訪問介護実績者に対す
る助成
サービスの自己負担分
を軽減した社会福祉法
人に対する軽減額の助
成

訪問介護実績者に対す
る助成
サービスの自己負担分
を軽減した社会福祉法
人に対する軽減額の助
成

訪問介護実績者に対す
る助成
サービスの自己負担分
を軽減した社会福祉法
人に対する軽減額の助
成

低所得者の介護サー
ビスを確保するため
に必要な事業であ
り、現状継続とす
る。

住宅改修を円滑に推進するため、介
護支援専門員(ケアマネジャー)業務
のうち介護報酬対象外である住宅改
修申請書に添付する理由書作成業務
に対し、手数料を支援する。

理由書作成に対する助
成

理由書作成に対する助
成

理由書作成に対する助
成 現状継続とする。

寝たきりの高齢者などが在宅で安心
して暮らせるよう支援し、家族の負
担軽減を図るため、紙おむつの購入
費を助成する。
在宅で生活するための一時帰宅時に
介護保険と同様のサービスの支援を
行うとともに、家族には介護知識習
得のための講話と家族同士の交流会
を実施する。

おむつ購入費用の助成
在宅生活への復帰支援
介護講座や介護者のつ
どいの開催

おむつ購入費用の助成
在宅生活への復帰支援
介護講座や介護者のつ
どいの開催

おむつ購入費用の助成
在宅生活への復帰支援
介護講座や介護者のつ
どいの開催

各種事業のうち家族
介護慰労事業につい
ては、現在の受給者
への影響を考慮しな
がら見直すこと。

　　第5節　　高齢者福祉・介護の充実 　　施策3　　介護サービスの充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市内の介護事業所の機能充実や介護
サービスの充実を図るため、従事者
の相互連携、情報交換、資質の向上
のための研修会を実施する。

介護サービス連絡協議
会の研修等に対する講
師料の助成

介護サービス連絡協議
会の研修等に対する講
師料の助成

介護サービス連絡協議
会の研修等に対する講
師料の助成

小規模事業所の資質
向上に有効である
が、研修会の講師謝
礼は事業者が負担す
べきという観点で見
直しを検討するこ
と。

介護が必要な状態になるおそれの高
い高齢者を対象に、生活機能の維
持・向上・改善につなげる各種事業
を実施する。
孤立感の解消や、自立生活の支援を
図るため、生きがいデイサービスを
実施する。

機能訓練教室、口腔ケ
ア、健康運動教室、水
中運動教室、訪問指
導、生きがいデイサー
ビスの実施

機能訓練教室、口腔ケ
ア、健康運動教室、水
中運動教室、訪問指
導、生きがいデイサー
ビスの実施

機能訓練教室、口腔ケ
ア、健康運動教室、水
中運動教室、訪問指
導、生きがいデイサー
ビスの実施

効果・効率の面から
事業の改善は行われ
ており、現状継続と
する。

自立しているものの生活機能の低下
があり、転倒の危険が心配される特
定高齢者と認定された高齢者等が、
手すりや段差解消などの住宅改修を
行う際の費用を助成する。

住宅改修費用の助成 住宅改修費用の助成 住宅改修費用の助成
現状継続とする。

　　第5節　　高齢者福祉・介護の充実 　　施策2　　介護予防と自立の支援

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

要介護状態防止のため、高齢者支援
センター等による出前講座、訪問活
動などにより、予防啓発を実施する
とともに、高齢者の健康維持・増進
を図るため、生活習慣病等の講演
会、認知症予防のための脳の健康教
室などを開催する。
50歳以上の男性を対象に、家事や
地域での交流などで自立した生活が
送れるよう生活講座を実施する。

要介護状態防止の啓発
講演会、脳の健康教
室、生活講座、出前講
座、健康運動教室の実
施

要介護状態防止の啓発
講演会、脳の健康教
室、生活講座、出前講
座、健康運動教室の実
施

要介護状態防止の啓発
講演会、脳の健康教
室、生活講座、出前講
座、健康運動教室の実
施

現状継続とする。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

79【継続事業】 現状継続

高齢者支援サービス
事業

　

一般会計

高齢者支援課 　

80【継続事業】 現状継続

地域包括ケア推進事
業

　

介護会計

高齢者支援課 　

81【継続事業】 現状継続

高齢者総合相談支援
事業

　

介護会計

高齢者支援課 　

82【継続事業】 現状継続

地域包括支援セン
ター運営事業

　

介護会計

高齢者支援課 　

83【継続事業】 現状継続

高齢者虐待防止ネッ
トワーク事業

　

介護会計

高齢者支援課 　

84【継続事業】 現状継続

認知症支え合い事業

　

介護会計

高齢者支援課 　

85【継続事業】 現状継続

地域支え合い体制づ
くり事業

　

一般会計

高齢者支援課 　

認知症の方が住み慣れた地域で安心
した在宅生活を送るため、徘徊時の
対応としてのGPS通信末端の費用
助成や関係機関の協力のもとでの
SOSネットワーク体制づくりを進
める。また、地域での認知症理解を
深めてもらうため、団体に対しての
認知症サポーター講座の開催などを
行う。

いどころ発信システム
(GPS端末)の助成
認知症啓発団体への支
援
SOSネットワークの
運用

いどころ発信システム
(GPS端末)の助成
認知症啓発団体への支
援
SOSネットワークの
運用

いどころ発信システム
(GPS端末)の助成
認知症啓発団体への支
援
SOSネットワークの
運用

現状継続とする。

地域包括ケアを推進するため、認知
症地域支援推進員を配置、さらに認
知症高齢者と家族を支援するための
認知症支え合い員を育成し、家庭へ
の派遣、相談体制の充実、関係機関
との支援ネットワークの構築により
認知症の高齢者及びその家族を総合
的に支援する。

認知症高齢者支え合い
員コーディネータ―、
嘱託医の配置
認知症サポーター養成
講座等の開催
認知症支え合い員の派
遣

認知症高齢者支え合い
員コーディネータ―、
嘱託医の配置
認知症サポーター養成
講座等の開催
認知症支え合い員の派
遣

認知症高齢者支え合い
員コーディネータ―、
嘱託医の配置
認知症サポーター養成
講座等の開催
認知症支え合い員の派
遣

現状継続とするが、
引き続き事業の周知
を図ること。

高齢者の心身の健康保持及び生活の
安定のため、保健医療福祉制度、介
護保険サービス及び地域の社会資源
等の活用・調整を行い、高齢者の在
宅生活を支援する。

各高齢者支援センター
の職員により介護保険
サービスの活用などを
通じ、高齢者の在宅生
活を支援

各高齢者支援センター
の職員により介護保険
サービスの活用などを
通じ、高齢者の在宅生
活を支援

各高齢者支援センター
の職員により介護保険
サービスの活用などを
通じ、高齢者の在宅生
活を支援

法令で設置すること
とされた事業であ
り、現状継続とす
る。

高齢者及び養護者の権利が擁護さ
れ、住み慣れた地域で尊厳ある暮ら
しを維持できるよう高齢者虐待防止
ネットワーク事業を推進し、高齢者
虐待の防止と早期発見・早期対応を
図る。

高齢者虐待等の相談の
実施
ネットワーク事業の運
営(高齢者虐待防止事
業推進連絡会議の開
催)
研修等によるスキル
アップ
周知活動(出前講座・
パンフレットによる相
談窓口の周知等)

高齢者虐待等の相談の
実施
ネットワーク事業の運
営(高齢者虐待防止事
業推進連絡会議の開
催)
研修等によるスキル
アップ
周知活動(出前講座・
パンフレットによる相
談窓口の周知等)

高齢者虐待等の相談の
実施
ネットワーク事業の運
営(高齢者虐待防止事
業推進連絡会議の開
催)
研修等によるスキル
アップ
周知活動(出前講座・
パンフレットによる相
談窓口の周知等)

現状継続とするが、
虐待防止や事業のさ
らなる周知活動を進
めること。

高齢者が住み慣れた地域で安心して
暮らし続けられるよう地域づくりの
ため、地区高齢者支援センターによ
る地域ケア会議を開催する。
各地区の地域たすけあい会議構成員
の知識向上、情報交換、啓発活動の
ため、市による会議を開催する。

地域たすけあい会議全
体会、地域たすけあい
会議連絡会議の開催
各地区の地域たすけあ
い会議支援

地域たすけあい会議全
体会、地域たすけあい
会議連絡会議の開催
各地区の地域たすけあ
い会議支援

地域たすけあい会議全
体会、地域たすけあい
会議連絡会議の開催
各地区の地域たすけあ
い会議支援

現状継続とする。

安定した生活を送ることができるよ
うに高齢者やその家族の健康や生
活、福祉、介護に関する相談を行
う。

窓口・電話相談の実施
総合相談窓口の周知の
ためのチラシ配布
相談業務にあたる技術
のスキルアップ
高齢者の健康データバ
ンクの構築
高齢者実態調査の実施

窓口・電話相談の実施
総合相談窓口の周知の
ためのチラシ配布
相談業務にあたる技術
のスキルアップ
高齢者の健康データバ
ンクの構築
高齢者実態調査の実施

窓口・電話相談の実施
総合相談窓口の周知の
ためのチラシ配布
相談業務にあたる技術
のスキルアップ
高齢者の健康データバ
ンクの構築
高齢者実態調査の実施

現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

高齢者が在宅で安心して日常生活を
送ることを支援するため、介護保険
サービス以外の事業を実施する。

テレホンサービス、除
雪・配食・訪問理容
サービスの実施
緊急通報装置の設置
高齢者日常生活用具の
給付
融雪装置設置費の助成
エルフィンバトンの普
及

テレホンサービス、除
雪・配食・訪問理容
サービスの実施
緊急通報装置の設置
高齢者日常生活用具の
給付
融雪装置設置費の助成
エルフィンバトンの普
及

テレホンサービス、除
雪・配食・訪問理容
サービスの実施
緊急通報装置の設置
高齢者日常生活用具の
給付
融雪装置設置費の助成
エルフィンバトンの普
及

現状継続とするが、
受益者負担割合につ
いて検討すること。

　　第5節　　高齢者福祉・介護の充実 　　施策4　　地域支援体制の推進
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

86【継続事業】 拡大

成年後見制度利用支
援事業

　

介護会計

高齢者支援課 　

87【拡大事業】 拡大

成年後見制度利用支
援事業（拡大）

　

介護会計

高齢者支援課 　

88【新規事業】 対象外(新規)

権利擁護推進事業

　

介護会計

高齢者支援課 ★市長公約

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

89【継続事業】 現状継続

住宅支援給付事業

　

一般会計

福祉課 　

90【継続事業】 現状継続

生活保護費等支給事
業

　

一般会計

福祉課 　

最低生活を保障するとともに、自立
を助長するため、困窮の程度に応じ
必要な支援を行う。
永住帰国した中国残留邦人等の支援
のため、支援給付を行う。

生活保護費及び中国残
留邦人等支援給付費の
支給

生活保護費及び中国残
留邦人等支援給付費の
支給

生活保護費及び中国残
留邦人等支援給付費の
支給 現状継続とする。

　　第6節　　社会保障制度の充実 　　施策1　　低所得者援護の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

国の離職者に対する支援対策の一環
として、離職者の生活の安定と求職
活動支援の拡充・強化のため、対象
者に生活保護の住宅扶助基準額と同
額を最長9か月間給付する。

受給対象者に支給 受給対象者に支給 受給対象者に支給
現状継続とする。

増加する認知症高齢者等を経済的被
害等の権利侵害から守り、安心して
生活が送れることを目指し、市民後
見人を養成し、地域の担い手づくり
を推進するとともに、安心安全で利
用しやすい体制を構築する。

市民後見人養成講座修
了者へのフォローアッ
プ
研修会の実施
市民後見人の登録と活
用

市民後見人養成講座修
了者へのフォローアッ
プ
研修会の実施
市民後見人の登録と活
用

市民後見人養成講座修
了者へのフォローアッ
プ
研修会の実施
市民後見人の登録と活
用

市民後見人養成の重
要性から拡大とする
が、市民後見人の活
動支援体制について
は、効率的な実施と
なるよう十分な検討
を行うこと。

市民ニーズや市の特性を踏まえた高
齢者や障がい者に係る権利擁護支援
体制や、総合的な支援を実現するた
めの権利擁護支援センターを構築す
る。

現状の課題、市民ニー
ズの実態などの把握
支援体制の検討

現状の課題、市民ニー
ズの実態などの把握
支援体制の検討

権利擁護支援体制の構
築 対象外(新規)

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

判断能力が不十分な高齢者や障がい
者が不利益を被ったり、悪徳商法の
被害者となることを防ぎ、財産管理
や日常生活における契約を行うとき
などの権利を擁護し、安心して生活
できるよう支援する。

成年後見制度利用支援
相談の実施
成年後見制度の申立て
研修会、事例検討会開
催
出前講座の実施
パンフレットの作成

成年後見制度利用支援
相談の実施
成年後見制度の申立て
研修会、事例検討会開
催
出前講座の実施
パンフレットの作成

成年後見制度利用支援
相談の実施
成年後見制度の申立て
研修会、事例検討会開
催
出前講座の実施
パンフレットの作成

市民後見人養成の重
要性から拡大とする
が、市民後見人の活
動支援体制について
は、効率的な実施と
なるよう十分な検討
を行うこと。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

91【継続事業】 現状継続

重度心身障がい者医
療費助成事業

　

一般会計

国保医療課 　

92【継続事業】 現状継続

ひとり親家庭等医療
費助成事業

　

一般会計

国保医療課 　

93【継続事業】 現状継続

子ども医療費助成事
業

　

一般会計

国保医療課 　

94【拡大事業】 現状継続

子ども医療費助成事
業（拡大）

　

一般会計

国保医療課 ★市長公約

95【継続事業】 対象外(H25搭載)

未熟児養育医療給付
事業

　

一般会計

国保医療課 　

96【継続事業】 現状継続

重度心身障がい者等
通院交通費助成事業

　

一般会計

国保医療課 　

経済的負担を軽減し、福祉の増進を
図るため、慢性的な疾患等による定
期的かつ長期的な通院等に要する費
用を助成する。

心身障がい者等に対す
る通院交通費の助成

心身障がい者等に対す
る通院交通費の助成

心身障がい者等に対す
る通院交通費の助成 現状継続とする。

子育て支援の充実を図るため、通院
医療費の助成対象を「小学校就学
前」から「小学生まで」に拡大す
る。

条例等改正
医療システム改修
申請及び証交付事務

保険対象の医療費助成 保険対象の医療費助成
現状継続とする。
助成範囲の拡大につ
いては、必要性や効
果等を十分に検討す
ること。

乳児の育成及び母子保健の向上を図
るため、未熟児で出生し、医師が入
院養育の必要を認めた乳児に対し、
養育医療を給付する。

保健対象の医療費助成 保健対象の医療費助成 保健対象の医療費助成
対象外(H25搭載)

ひとり親家庭等の健康の増進や経済
的負担の軽減を図るため、医療費の
一部を助成する。

保険対象の医療費助成 保険対象の医療費助成 保険対象の医療費助成
現状継続とする。

こどもの疾病の早期受診、早期治療
を促進し、保健の向上を図るため、
医療費の一部を助成する。

保険対象の医療費助成 保険対象の医療費助成 保険対象の医療費助成

現状継続とする。
助成範囲の拡大につ
いては、必要性や効
果等を十分に検討す
ること。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

重度心身障がい者の保健の向上及び
福祉の増進、経済的負担の軽減を図
るため、医療費の一部を助成する。

保険対象の医療費助成 保険対象の医療費助成 保険対象の医療費助成
現状継続とする。

　　第6節　　社会保障制度の充実 　　施策2　　医療援護の推進
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第2章　　人と文化を育むまち

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

97【継続事業】 現状継続

幼稚園就園奨励費事
業

　

一般会計

児童家庭課 　

98【継続事業】 現状継続

幼稚園就園準備支援
事業

　

一般会計

児童家庭課 　

99【継続事業】 現状継続

幼稚園協会連携事業

　

一般会計

教育総務課 　

100【継続事業】 現状継続

幼稚園振興事業

　

一般会計

教育総務課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

101【継続事業】 現状継続

心の教室相談事業

　

一般会計

青少年課 　

102【継続事業】 現状継続

創意工夫展・書写展
事業

《旧事業名》
創意発明工夫展・書
写展事業

一般会計

青少年課 　

103【継続事業】 現状継続

学校教育振興事業

　

一般会計

教育総務課 　

科学技術への興味関心を高め児童生
徒の創意・創造性の育成と、日本伝
統の毛筆・硬筆を通じて児童生徒の
個性の伸長と豊かな情操を養う。

創意工夫展、書写展の
開催

創意工夫展、書写展の
開催

創意工夫展、書写展の
開催 現状継続とする。

児童生徒の「生きる力」を育み、自
ら課題を見つけ、主体的、創造的に
取り組む資質を養う総合学習や、学
校の創意工夫を生かした特色ある学
校づくり、職業体験を通して社会人
としての自立意識を育てるインター
ンシップ事業を推進する。

総合学習の実施
特色ある学校づくり
職場体験の実施

総合学習の実施
特色ある学校づくり
職場体験の実施

総合学習の実施
特色ある学校づくり
職場体験の実施

現状継続とする。
教育活動や地域との
連携のための補助と
いう類似性があるこ
とから、学校支援地
域本部事業の学校支
援ボランティア運営
費交付金と本補助金
との統合による予算
の有効活用を検討す
ること。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

小中学校に相談員を配置し、児童生
徒の悩みや不安、ストレス等の解消
を図るとともに、いじめや不登校の
未然防止と早期把握に努める。

小中学校14校に心の
教育相談員を配置

小中学校14校に心の
教育相談員を配置

小中学校14校に心の
教育相談員を配置 現状継続とする。

幼児教育の振興と保護者の負担軽減
を図るため、幼稚園教員研修、幼児
教育における教材教具、障がい児教
育における教材教具並びに人件費等
の経費を助成する。

私立幼稚園の設置者に
対する教材費、職員研
修、障がい児教育費の
助成

私立幼稚園の設置者に
対する教材費、職員研
修、障がい児教育費の
助成

私立幼稚園の設置者に
対する教材費、職員研
修、障がい児教育費の
助成

現状継続とする。

　　第1節　　「生きる力」を育む学校教育の推進 　　施策2　　豊かな心を育む教育の充実

幼稚園が実施する満2歳児を対象と
した子育て支援事業の参加に係る保
護者負担を支援する。

子育て支援事業参加費
の助成

子育て支援事業参加費
の助成

子育て支援事業参加費
の助成

現状継続とするが、
事業効果について検
証する必要がある。

市内私立幼稚園8園の連携、協力体
制を強化し、幼児教育の振興を図る
ため、幼稚園協会を支援する。

幼稚園協会に対する助
成

幼稚園協会に対する助
成

幼稚園協会に対する助
成

現状継続とする。
幼稚園の資質向上事
業に係る経費に対す
る補助であることか
ら常に効果を検証す
ること。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

私立幼稚園に通園する市内在住園児
の保護者に入園料、保育料等の減免
措置を行う。
幼稚園の設置者に対し減免措置分を
支援する。

入園料・保育料の減免
を行う私立幼稚園に対
する助成

入園料・保育料の減免
を行う私立幼稚園に対
する助成

入園料・保育料の減免
を行う私立幼稚園に対
する助成 現状継続とする。

　　第1節　　「生きる力」を育む学校教育の推進 　　施策1　　幼児教育の振興・充実
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

104【継続事業】 現状継続

心の教育推進事業

　

一般会計

学校教育課 　

105【継続事業】 現状継続

学校図書館活用事業

《旧事業名》
学校図書整備事業

一般会計

学校教育課 　

106【拡大事業】 現状継続

学校図書館活用事業
（拡大）

　

一般会計

学校教育課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

107【継続事業】 現状継続

学力向上推進事業

　

一般会計

学校教育課 　

108【継続事業】 見直し

学校教育相談員活用
事業

　

一般会計

学校教育課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

109【継続事業】 現状継続

学校給食衛生管理事
業

　

一般会計

学校給食センター 　

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

給食を実施するうえで、食品の安全
衛生管理が最も重要であることか
ら、施設設備機器類を整備するとと
もに微生物検査等を実施し、徹底し
た食中毒予防対策を実施して安全で
安心な給食を提供する。

給食用食品の微生物検
査・理化学検査の実施
給食施設・設備の更新

給食用食品の微生物検
査・理化学検査の実施
給食施設・設備の更新

給食用食品の微生物検
査・理化学検査の実施
給食施設・設備の更新

現状継続とする。衛
生管理上必要なもの
を見定め更新してい
くこと。

学校を取り巻く環境は非常に複雑化
してきており、課題も指摘されてい
ることから、それらの課題を的確に
取り組んでいくために、専門的知識
や経験豊富な教員経験者を配置す
る。

学校教育相談員を配置
して課題解決に向けた
指導・助言を実施

学校教育相談員を配置
して課題解決に向けた
指導・助言を実施

学校教育相談員を配置
して課題解決に向けた
指導・助言を実施

専門性を要する業務
内容は認めるが、石
狩教育局や教育研究
会との連携により、
対応が可能かどうか
検討すること。

　　第1節　　「生きる力」を育む学校教育の推進 　　施策4　　健やかな体を育てる教育の充実

　　第1節　　「生きる力」を育む学校教育の推進 　　施策3　　確かな学力を育てる教育の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市全体の学習状況を捉え、本市の課
題を明らかにするとともに、子ども
の学習意欲を高める指導内容や個に
応じた指導方法の工夫・改善につい
て研究、実践に取り組み、学力向上
の指導の充実を図る。

標準学力検査の実施
全国学力・学習状況調
査への参加
学力向上ＰＴの開催

標準学力検査の実施
全国学力・学習状況調
査への参加
学力向上ＰＴの開催

標準学力検査の実施
全国学力・学習状況調
査への参加
学力向上ＰＴの開催

現状継続とする。

学校図書整備目標として設定された
「学校図書館図書標準」を満たすた
め、重点的に中学校の図書購入を行
うとともに、随時新しい図書の更新
も行う。
また学校図書館の電算データベース
による管理化に伴い学校図書セン
ターを拠点として、学校図書の充実
を図る。

図書の購入
学校図書館ネットワー
クシステム借上げ

図書の購入
学校図書館ネットワー
クシステム借上げ

図書の購入
学校図書館ネットワー
クシステム借上げ

現状継続とする。
学校司書については
配置する効果や必要
性について十分検証
すること。

学習や読書、言語活動を充実させて
いくため、学校図書司書を配置す
る。

学校図書館司書3名配
置

学校図書館司書3名配
置

学校図書館司書3名配
置

現状継続とする。
学校司書については
配置する効果や必要
性について十分検証
すること。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

子どもたちに基本的な生活習慣や規
範意識を身に付けさせるとともに、
自尊感情や他人への思いやり、生命
を尊重する心、公共の精神など、道
徳の時間などを中心にした豊かな心
を養う教育の充実に取り組む。

福祉読本編集委員会の
開催

福祉読本編集委員会の
開催

福祉読本編集委員会の
開催 現状継続とする。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

110【拡大事業】 現状継続

学校給食衛生管理事
業（拡大）

　

一般会計

学校給食センター 　

111【継続事業】 現状継続

食に関する指導の推
進事業

　

一般会計

学校給食センター 　

112【継続事業】 現状継続

中学校体育連盟支援
事業

　

一般会計

教育総務課 　

113【新規事業】 対象外(新規)

学校給食費公会計化
事業

　

一般会計

学校給食センター 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

114【継続事業】 見直し

全国全道中体連・中
学校文化活動大会出
場支援事業

　

一般会計

教育総務課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

115【継続事業】 現状継続

特別支援教育就学奨
励費援助事業

　

一般会計

学校教育課 　

116【継続事業】 拡大

特別支援教育推進事
業

　

一般会計

学校教育課 ★市長公約

117【拡大事業】 拡大

特別支援教育推進事
業（拡大）

　

一般会計

学校教育課 ★市長公約

特別な支援を必要とする子どもたち
の教育的ニーズに対応していくた
め、また教員の理解と資質の向上、
保護者の理解を進めるとともに、学
校内の体制の整備、学校・保護者に
対する支援体制の充実させるために
特別支援教育支援員・特別支援学級
介助員を派遣する。

特別支援教育支援員
(19人)、特別支援学
級介助員(14人)の配
置
相談・指導の実施
教員研修の実施
特別支援教育講演会の
開催
検査器具等の整備

特別支援教育支援員
(19人)、特別支援学
級介助員(14人)の配
置
相談・指導の実施
教員研修の実施
特別支援教育講演会の
開催
検査器具等の整備

特別支援教育支援員
(19人)、特別支援学
級介助員(14人)の配
置
相談・指導の実施
教員研修の実施
特別支援教育講演会の
開催
検査器具等の整備

児童生徒の個々の
ニーズに対応できる
介助員・支援員を適
切に配置すること。

中学校における通常学級に在籍する
特別な支援を必要とする児童の生活
面や学習支援等を行う特別支援教育
支援員を平成28年度にさらに増員
して配置する。

新たに特別支援教育支
援員を中学校へ3名増
員

児童生徒の個々の
ニーズに対応できる
介助員・支援員を適
切に配置すること。

　　第1節　　「生きる力」を育む学校教育の推進 　　施策5　　特別支援教育の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

特別支援学級への就学を奨励すると
ともに、保護者の負担を軽減するた
め、学用品費等を支援する。
また、通級教室児童を対象に通学費
の支援を行う。

支援対象者に対する学
用品や通学費などの助
成

支援対象者に対する学
用品や通学費などの助
成

支援対象者に対する学
用品や通学費などの助
成

法令で義務付けされ
た事業であり、現状
継続とする。

　　施策2　　豊かな心を育む教育の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市立中学校の生徒が、日本中学校体
育連盟、北海道中学校体育連盟が主
催する大会に出場する場合や予選会
等を経て全道規模以上の文化部活動
大会等に参加する場合、その派遣に
要する費用の一部を助成する。

全国・全道中体連大会
に出場する場合の経費
の助成
全国・全道規模の文化
部の大会に出場する経
費の助成

全国・全道中体連大会
に出場する場合の経費
の助成
全国・全道規模の文化
部の大会に出場する経
費の助成

全国・全道中体連大会
に出場する場合の経費
の助成
全国・全道規模の文化
部の大会に出場する経
費の助成

引率は職務であり、
教員の旅費は北海道
が負担すべきもので
あるため、検討を行
うこと。

適正で透明な会計処理及び給食費収
納に係る教職員の事務負担の軽減の
ため、学校給食費の公会計化を実施
する。

収納管理システムの構
築
給食管理システムの変
更

公会計による給食費会
計の運営開始

公会計による給食費会
計の運営 対象外(新規)

　　第1節　　「生きる力」を育む学校教育の推進 　　施策4　　健やかな体を育てる教育の充実

児童・生徒が生涯にわたり健康な生
活を送ることができるよう、学校給
食、教科等を通して自分で健康を考
える力を育むため、食の指導の充実
を図る。

学校栄養教諭による食
に関する指導の実施

学校栄養教諭による食
に関する指導の実施
平成28年度から使用
する「食の課題と指導
の手引き」の改訂・印
刷

学校栄養教諭による食
に関する指導の実施 現状継続とする。

中学校体育連盟連盟が実施する市
内、管内大会を通じて中学生の体
位、体力の向上、スポーツに対する
意識の向上と心身の健全な育成を図
るため、同連盟への事業費の支援に
より、生徒間の交流や習得した技能
を発揮する場の提供をはじめ、市内
スポーツと市教育の振興に寄与す
る。

中体連春季大会、中体
連秋季大会の開催
石狩管内中体連の開催

中体連春季大会、中体
連秋季大会の開催
石狩管内中体連の開催

中体連春季大会、中体
連秋季大会の開催
石狩管内中体連の開催

生徒の体力の向上と
スポーツの振興のた
め現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

小中学校の食器更新計画に基づき、
計画的に更新する。

小学校用食器・中学校
用食器の更新

小学校用食器・中学校
用食器の更新

小学校用食器・中学校
用食器の更新

現状継続とする。衛
生管理上必要なもの
を見定め更新してい
くこと。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

118【継続事業】 現状継続

学校ＩＣＴ環境整備
事業

　

一般会計

教育総務課 　

119【継続事業】 現状継続

外国語指導助手活用
事業

　

一般会計

学校教育課 　

120【継続事業】 現状継続

郷土資料教材化事業

　

一般会計

学校教育課 　

121【継続事業】 現状継続

姉妹都市子ども大使
交流事業

　

一般会計

教育総務課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

122【継続事業】 現状継続

学校施設開放事業

　

一般会計

教育総務課 　

123【継続事業】 現状継続

学校評議員等運営支
援事業

　

一般会計

学校教育課 　

124【継続事業】 終了

コミュニティ・ス
クールの導入促進に
関する調査研究事業

　

一般会計

学校教育課 　

地域や社会に開かれた学校づくりを
推進するため、市立小・中学校で学
校評議員を委嘱し、学校運営等に関
して学校と評議員との意見交換を行
う。
また、各校に学校関係者評価委員を
委嘱し、各学校が教育水準の向上を
図るために教育活動や学校運営の自
己評価結果について、学校関係者評
価委員に評価をしてもらうなど、学
校が家庭や地域と連携協力しながら
特色ある教育活動の展開を図る。

学校評議委員・学校関
係者評価委員を委嘱
全体会議を各校で開催

学校評議委員・学校関
係者評価委員を委嘱
全体会議を各校で開催

学校評議委員・学校関
係者評価委員を委嘱
全体会議を各校で開催 現状継続とする。

地域に開かれ、支えられる学校づく
りの推進が期待されるコミュニ
ティ・スクールの導入を促進するた
め、文部科学省の指定を受け、試行
的に西部地区にコミュニティ・ス
クールを設置し調査研究を実施す
る。

学校運営協議会議の運
営
講演会、コミュニ
ティ・スクール研究
会、研修の実施

学校運営協議会議の運
営
講演会、コミ ュニ
ティ・スクール研究
会、研修の実施

学校運営協議会議の運
営
講演会、コミュニ
ティ・スクール研究
会、研修の実施

平成26年度以降に
ついては、本事業の
調査研究結果を十分
考慮して継続するか
どうかの結論を出す
こと。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

地域住民に学習活動の場を提供する
とともに、地域と学校の交流を深め
る。

地域住民に学校を開放
(西部小・大曲東小)

地域住民に学校を開放
(西部小・大曲東小)

地域住民に学校を開放
(西部小・大曲東小)

所期の目的や利用実
績のない理由を把握
のうえ、施設開放の
あり方を検討するこ
と。

小中学生から継続して姉妹都市であ
る東広島市と友好親善を深めるとと
もに、学習効果を還流してふるさと
意識を高めることにより、両市の相
互理解と連携意識を育み、また、広
島市原爆死没者慰霊式並びに平和祈
念式に参列することにより、平和を
尊ぶ心を育て、児童生徒を始め広く
市民に浸透していくことに寄与す
る。

児童生徒を東広島市に
派遣
東広島市児童生徒の受
入れ
交流校訪問(児童生徒
間交流)の実施
広島市原爆死没者慰霊
式並びに平和祈念式へ
の参列

児童生徒を東広島市に
派遣
東広島市児童生徒の受
入れ
交流校訪問(児童生徒
間交流)の実施
広島市原爆死没者慰霊
式並びに平和祈念式へ
の参列

児童生徒を東広島市に
派遣
東広島市児童生徒の受
入れ
交流校訪問(児童生徒
間交流)の実施
広島市原爆死没者慰霊
式並びに平和祈念式へ
の参列

現状継続とする。

　　第2節　　信頼され、魅力ある学校づくりの推進 　　施策1　　開かれた学校づくりの推進

児童・生徒の英語発音や国際理解教
育の向上を目的に各学校の外国語授
業等に英語指導助手を派遣し、外国
語授業等の充実を図る。

英語指導助手の配置 英語指導助手の配置 英語指導助手の配置
現状継続とする。

地域に根ざした授業を行うため、市
内小・中学校の教員が独自で開発し
た教材や、市内の教育資源を教材と
して各教科に活用できる資料をデジ
タル化した郷土資料教材を作成し、
教育委員会のホームページに掲載し
て地域に根ざした授業の充実を図
る。

社会科副読本編集委員
会、郷土教材化編集委
員会の開催
デジタル教材の作成

社会科副読本編集委員
会、郷土教材化編集委
員会の開催
社会科副読本改訂版の
作成
デジタル教材の作成

社会科副読本編集委員
会、郷土教材化編集委
員会の開催
デジタル教材の作成

現状継続とする。
コンテンツの充実に
努めデジタル教材を
有効活用していくこ
と。

　　第1節　　「生きる力」を育む学校教育の推進 　　施策6　　社会の変化や課題に対応した教育の推進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

情報化社会へ適応するための情報処
理能力向上をはじめ、ＩＣＴを活用
した授業への対応による学力の向
上、校務処理の効率化を図るため、
児童生徒用・教職員用コンピュー
タ、周辺機器、アプリケーションの
整備を行う。

コンピューターの更
新・保守・修繕、アプ
リケーション等の購
入、プロジェクターの
ランプ交換

コンピューターの更
新・保守・修繕、アプ
リケーション等の購
入、プロジェクターの
ランプ交換

コンピューターの更
新・保守・修繕、アプ
リケーション等の購
入、プロジェクターの
ランプ交換

現状継続とする。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

125【継続事業】 拡大

学校支援地域本部事
業

　

一般会計

社会教育課 　

126【継続事業】 現状継続

学校教育団体活動支
援事業

　

一般会計

教育総務課 　

127【継続事業】 現状継続

私立学校教育振興事
業

　

一般会計

教育総務課 　

128【継続事業】 現状継続

理科教材等整備事業

　

一般会計

教育総務課 　

129【継続事業】 現状継続

学校事務機器整備事
業

　

一般会計

教育総務課 　

130【継続事業】 現状継続

児童生徒の通学費支
援事業

　

一般会計

学校教育課 　

131【継続事業】 現状継続

要保護・準要保護児
童生徒援助事業

　

一般会計

学校教育課 　

保護者の経済的負担の軽減を図るた
め、遠距離通学等で、公共交通機関
を利用して市立小中学校に通学して
いる児童生徒及び自家用車による送
迎を常としている児童生徒の保護者
に通学に要する経費の一部を支援す
る。

対象児童生徒の保護者
に対する通学費の一部
助成

対象児童生徒の保護者
に対する通学費の一部
助成

対象児童生徒の保護者
に対する通学費の一部
助成

遠距離通学児童・生
徒への対応としては
有効であり、現状継
続とする。

生活保護世帯(要保護)や経済的困窮
世帯(準要保護)の児童生徒に対し、
就学に必要な経済的な援助を行うこ
とで、平等に義務教育を受ける権利
を保障する。

学用品費・修学旅行
費・給食費・医療費等
の援助

学用品費・修学旅行
費・給食費・医療費等
の援助

学用品費・修学旅行
費・給食費・医療費等
の援助

現状継続とする。
対象項目については
十分検討すること。

理科教育で必要となる教材教具を、
小中学校に購入・更新し、教育の充
実を図る。

各小中学校に理科教材
等の購入・更新

各小中学校に理科教材
等の購入・更新

各小中学校に理科教材
等の購入・更新

法令で義務付けされ
た事業であり、現状
継続とする。

学校事務の効率化と学校経営の円滑
化を図るため、必要となる事務機器
を整備する。

大型事務機器保守、修
繕、購入

大型事務機器保守、修
繕、購入

大型事務機器保守、修
繕、購入

計画的に整備・更新
するため現状継続と
する。

教職員の資質の向上と教育内容及び
学校経営の充実を図るため、教育関
係団体で行う事業費の一部を支援す
る。

教育研究会、小中学校
校長会、小中学校教頭
会、進路指導連絡協議
会に対する助成

教育研究会、小中学校
校長会、小中学校教頭
会、進路指導連絡協議
会に対する助成

教育研究会、小中学校
校長会、小中学校教頭
会、進路指導連絡協議
会に対する助成

現状継続とする。

教育環境の充実を図るため、市内に
本校を有する私立高等学校が行う教
育活動を支援する。

市内に開校している札
幌日大高校に対する助
成

市内に開校している札
幌日大高校に対する助
成

市内に開校している札
幌日大高校に対する助
成 現状継続とする。

　　第2節　　信頼され、魅力ある学校づくりの推進 　　施策2　　教育環境の整備

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

学校を地域全体で支える体制を整え
ていくため学校支援地域本部を設立
し、地域住民等の参画による学校支
援を推進する。
「学校支援コーディネーター」によ
る学校における地域学習の支援、専
門性を有する「授業補助員」の配置
による指導の充実、地域の方がもつ
優れた知識・技術を生かす「学校支
援ボランティア」の活用を行う。

学校支援地域本部の設
置
学校支援コーディネー
ターの配置
運営委員会、地域教育
協議会の開催
学校支援ボランティア
運営経費の助成
授業補助員の配置
(200時間×16校)

学校支援地域本部の設
置
学校支援コーディネー
ターの配置
運営委員会、地域教育
協議会の開催
学校支援ボランティア
運営経費の助成
授業補助員の 配置
(200時間×16校)

学校支援地域本部の設
置
学校支援コーディネー
ターの配置
運営委員会、地域教育
協議会の開催
学校支援ボランティア
運営経費の助成
授業補助員の配置
(200時間×16校)

授業補助員の各学校
の配当時間（謝礼金
等）の拡大について
は、真に必要な時数
とすること。
学校支援ボランティ
ア運営費交付金につ
いては学校教育振興
事業補助金との統合
を検討すること。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

132【拡大事業】 現状継続

要保護・準要保護児
童生徒援助事業（拡
大）

　

一般会計

学校教育課 ★市長公約

133【継続事業】 現状継続

学校施設管理機器整
備事業

　

一般会計

教育総務課 　

134【継続事業】 現状継続

教師用指導書等整備
事業

　

一般会計

学校教育課 　

135【継続事業】 現状継続

学校放送設備整備事
業

　

一般会計

教育総務課 　

136【継続事業】 現状継続

高等学校等入学準備
金支給事業

　

一般会計

学校教育課 　

137【継続事業】 現状継続

奨学金支給事業

　

一般会計

学校教育課 　

138【継続事業】 現状継続

学校施設空気環境測
定事業

　

一般会計

教育総務課 　

経済的な理由によって高等学校等の
就学困難な学生及び生徒に対し、学
資の一部を支給することにより、等
しく教育を受ける機会を与える。

選考された奨学生に対
する奨学金の支給

選考された奨学生に対
する奨学金の支給

選考された奨学生に対
する奨学金の支給

現状継続とする。
対象人数を拡大する
場合は、十分検討す
ること。

シックスクール対策の一環として、
「学校環境衛生の基準」に基づき、
教室内のホルムアルデヒド及び揮発
性有機化合物について空気中濃度測
定を実施し、良好な衛生環境確保に
努める。

ホルムアルデヒド及び
揮発性有機化合物の空
気中濃度測定の実施

ホルムアルデヒド及び
揮発性有機化合物の空
気中濃度測定の実施

ホルムアルデヒド及び
揮発性有機化合物の空
気中濃度測定の実施

児童生徒の健康を維
持するための事業で
あり、現状継続とす
る。

教育活動の充実を図るため、老朽化
した放送、視聴覚設備を時代に合っ
た機器に整備する。

学校放送設備の更新は
行わない。

学校放送設備の更新 学校放送設備の更新 計画的に更新すると
ともに、利用実態を
把握すること。

市内に住所を有し高等学校等に入学
した生活困窮世帯の生徒の保護者の
経済的負担軽減のため、入学時に必
要となる経費の一部として、入学準
備金を支援する。

入学準備金の支給 入学準備金の支給 入学準備金の支給
現状継続とする。

良好な教育環境を維持するために必
要な草刈機、除雪機などの管理機器
の保守管理及び修繕を行うととも
に、耐用年数を経過した機器を更新
する。

草刈機、除雪機の保守
管理及び修繕
耐用年数の経過した草
刈機の更新
除雪機の購入

草刈機、除雪機の保守
管理及び修繕
耐用年数の経過した草
刈機の更新
除雪機の購入

草刈機、除雪機の保守
管理及び修繕
耐用年数の経過した草
刈機の更新
除雪機の購入

計画的に整備・更新
するため現状維持と
する。

教員に、指導書及び教科書を配付す
ることにより、指導方法の工夫改善
が図られ、児童生徒の学力の向上が
期待できる。

平成27年度から使用
する小学校前期分の指
導書、教師用教科書の
配布

平成27年度から使用
する小学校後期分及び
平成28年度から使用
する中学校前期分の指
導書、教師用教科書の
配布

平成28年度から使用
する中学校後期分の指
導書、教師用教科書の
配布

現状継続とする。
引き続き、最小限の
配布にするなど、効
率的な実施に努める
こと。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

就学援助費目に「クラブ活動費」
「生徒会費」「ＰＴＡ会費」を追加
して援助を行う。

クラブ活動費・生徒会
費・ＰＴＡ会費の援助

クラブ活動費・生徒会
費・ＰＴＡ会費の援助

クラブ活動費・生徒会
費・ＰＴＡ会費の援助

現状継続とする。
対象項目については
十分検討すること。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

139【継続事業】 対象外

東部中学校エレベー
ター設備等設置事業

　

一般会計

教育総務課 　

140【継続事業】 対象外

北の台小学校校舎屋
体大規模改造・屋体
地震補強事業

　

一般会計

教育総務課 　

141【継続事業】 対象外

緑陽中学校校舎・屋
体地震補強・大規模
改造事業

　

一般会計

教育総務課 　

142【継続事業】 対象外(H25搭載)

東部小学校講堂防音
機能復旧事業

　

一般会計

教育総務課 　

143【継続事業】 対象外(H25搭載)

緑ヶ丘小学校校舎・
講堂防音機能復旧事
業

　

一般会計

教育総務課 　

144【継続事業】 終了

双葉小学校校舎・講
堂防音機能復旧事業

　

一般会計

教育総務課 　

145【継続事業】 対象外

広葉中学校校舎・講
堂防音機能復旧事業

　

一般会計

教育総務課 　

温度保持換気設備機器等(暖房機、
空調機、送風機等 )の老朽化によ
り、本来の機能が低下し、良好な教
育環境が阻害されるため、設備機器
を新機種に更新して防音機能を復旧
する。

《平成25年度終了》 事業実施により教育
環境の回復が期待さ
れる。

温度保持換気設備機器等(暖房機、
空調機、送風機等 )の老朽化によ
り、本来の機能が低下し、良好な教
育環境が阻害されるため、設備機器
を新機種に更新して防音機能を復旧
する。

実施設計
防音機能復旧工事
工事監理
《平成27年度終了》

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハー
ド事業

温度保持換気設備機器等(暖房機、
空調機、送風機等 )の老朽化によ
り、本来の機能が低下し、良好な教
育環境が阻害されるため、設備機器
の新機種への更新工事を実施する。

実施設計
防音機能復旧工事
工事監理 対象外(H25搭載)

温度保持換気設備機器等(暖房機、
空調機、送風機等 )の老朽化によ
り、本来の機能が低下し、良好な教
育環境が阻害されるため、設備機器
の新機種への更新工事を実施する。

実施設計
防音機能復旧工事
《平成27年度終了》 対象外(H25搭載)

建築後37年以上経過しており、外
壁や屋根面等老朽化が顕著なため、
内外部の大規模改造工事に併せて、
地震補強工事、非構造部材の耐震化
工事、トイレ等の改修工事を実施す
る。

地震補強、非構造部材
耐震化、大規模改造、
エレベーター設置工事
工事監理

大規模改造工事
工事監理
《平成27年度終了》

≪評価対象外事業≫
26年度開始のハー
ド事業

建築後36年以上経過しており、外
壁や屋根面等老朽化が顕著なため、
校舎棟の大規模改造工事と併せて、
耐震化の必要な体育館の地震補強工
事、非構造部材の耐震化工事、大規
模改造工事を実施する。

屋体実施設計(地震補
強・非構造部材)

屋体地震補強・非構造
部材耐震化工事
工事監理

校舎・屋体実施設計
(大規模改造)

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハー
ド事業

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

肢体不自由な生徒が就学に支障をき
たさない学校環境の整備のため、エ
レベーターを設置する。

エレベーター設備等設
置工事
工事監理
《平成26年度終了》

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハー
ド事業
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

146【新規事業】 対象外(新規)

東部中学校校舎大規
模改造事業

　

一般会計

教育総務課 　

147【新規事業】 対象外(新規)

大曲東小学校講堂防
音機能復旧事業

　

一般会計

教育総務課 　

148【新規事業】 対象外(新規)

東部中学校講堂防音
機能復旧事業

　

一般会計

教育総務課 　

149【新規事業】 対象外(新規)

大曲中学校北校舎棟
大規模改造事業

　

一般会計

教育総務課 　

150【新規事業】 対象外(新規)

学校施設非構造部材
耐震化事業

　

一般会計

教育総務課 ★市長公約

151【新規事業】 対象外(新規)

屋体大規模改造・非
構造部材耐震化事業

　

一般会計

教育総務課  

大規模改造工事を実施していない築
20年以上経過している屋内体育館
の4校 (大曲中、西の里中、東部
中、大曲東小)について、老朽化も
進んでいることから大規模改造工事
と併せて非構造部材の耐震化工事
(吊り天井、照明器具、バスケット
ゴール等)を実施する。

実施設計

大規模改造工事
非構造部材耐震化工事
工事監理
《平成27年度終了》

対象外(新規)

建築後42年以上が経過し、老朽化
が顕著なため、北校舎棟の大規模改
造工事を実施する。

実施設計
大規模改造工事
工事監理
《平成27年度終了》 対象外(新規)

屋内体育館において、大規模改造工
事の対象とならない小中学校8校
(東部小、西部小、大曲小、西の里
小、双葉小、緑ヶ丘小、西部中、広
葉中の8校)について、目視点検等
の結果を踏まえて天井等落下防止対
策等 (吊り天井、照明器具、バス
ケットゴール等)を行う。

　 実施設計
非構造部材耐震化工事
工事監理
《平成28年度終了》 対象外(新規)

温度保持換気設備機器等(暖房機、
空調機、送風機等 )の老朽化によ
り、本来の機能が低下し、良好な教
育環境が阻害されるため、設備機器
を新機種に更新して防音機能を復旧
する。

実施設計
防音機能復旧工事
《平成28年度終了》 対象外(新規)

温度保持換気設備機器等(暖房機、
空調機、送風機等 )の老朽化によ
り、本来の機能が低下し、良好な教
育環境が阻害されるため、設備機器
を新機種に更新して防音機能を復旧
する。

実施設計
防音機能復旧工事
工事監理委託
《平成28年度終了》 対象外(新規)

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

建築後24年以上が経過し、老朽化
が顕著なため、校舎棟及び屋内体育
館の大規模改造工事を実施する。

実施設計
大規模改造工事
工事監理 対象外(新規)
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

152【継続事業】 現状継続

北広島市ＰＴＡ連合
会支援事業

　

一般会計

青少年課 　

153【継続事業】 現状継続

家庭教育支援事業

　

一般会計

社会教育課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

154【継続事業】 現状継続

不登校対策・教育相
談事業

　

一般会計

青少年課 　

155【継続事業】 現状継続

青少年健全育成啓発
事業

　

一般会計

青少年課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

156【継続事業】 現状継続

青少年健全育成振興
事業

　

一般会計

青少年課 　

157【継続事業】 現状継続

青少年健全育成連絡
協議会支援事業

　

一般会計

青少年課 　

学校、家庭、地域が一体となり、地
域で子どもたちを守り、育み、安全
安心な地域環境づくりをめざすた
め、各地区の青少年健全育成連絡協
議会の活動を支援する。

青少年健全育成連絡協
議会への支援

青少年健全育成連絡協
議会への支援

青少年健全育成連絡協
議会への支援

現状継続とする。引
き続き補助金の適切
な執行を心がけるこ
と。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

子どもたちの豊かな心を育むため、
生きる力を育て健やかでたくましい
子どもたちを育成するための活動を
推進する。

青春メッセージの開催
青少年リーダー養成事
業への参画
青少年の体験交流事業
の実施

青春メッセージの開催
青少年リーダー養成事
業への参画
青少年の体験交流事業
の実施

青春メッセージの開催
青少年リーダー養成事
業への参画
青少年の体験交流事業
の実施

現状継続とする。

「地域の子どもは地域で育てる活
動」を推進するため、学校、ＰＴ
Ａ、自治会、関係団体と連携し、地
域に密着した青少年の健全育成活動
の推進と健全育成の啓発を進める。

青少年健全育成大会、
地域で子どもを守り育
てる安全安心講演会の
開催
子どもサポートセン
ターだより「きずな」
の発行

青少年健全育成大会、
地域で子どもを守り育
てる安全安心講演会の
開催
子どもサポートセン
ターだより「きずな」
の発行

青少年健全育成大会、
地域で子どもを守り育
てる安全安心講演会の
開催
子どもサポートセン
ターだより「きずな」
の発行

現状継続とする。

　　第3節　　家庭・青少年健全育成の推進 　　施策3　　地域が支える健全育成活動の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

不登校児童生徒の学校復帰と社会的
自立を支援するため、保護者や学
校、関係機関と連携して、ひきこも
りや不登校児童生徒の解消と未然防
止を図る。
学校や家庭の問題で悩んでいる児童
生徒及びその保護者を対象に問題の
早期解決を図るため、面談や家庭訪
問による相談支援を行う。

適応指導教室「みらい
塾」の運営
訪問指導アドバイザー
(臨床心理士)、教育相
談員による相談の実施
ＮＰＯの活用

適応指導教室「みらい
塾」の運営
訪問指導アドバイザー
(臨床心理士)、教育相
談員による相談の実施
ＮＰＯの活用

適応指導教室「みらい
塾」の運営
訪問指導アドバイザー
(臨床心理士)、教育相
談員による相談の実施
ＮＰＯの活用

現状継続とするが、
相談や指導方法につ
いては、専門機関な
どとの連携を図り、
効果的な事業を展開
すること。

家庭の教育力向上のため、関係団体
と連携し家庭教育支援に関する実践
活動を推進するほか、学習の機会や
交流の場を提供する。

家庭教育支援実践活動
推進事業の実施
家庭教育交流会の開催

家庭教育支援実践活動
推進事業の実施
家庭教育交流会の開催

家庭教育支援実践活動
推進事業の実施
家庭教育交流会の開催 現状継続とする。

　　第3節　　家庭・青少年健全育成の推進 　　施策2　　教育相談体制の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

児童生徒の健全育成を進めるため、
学校毎のＰＴＡの情報交換を図ると
ともに、保護者を対象とした研修会
等を実施するＰＴＡ連合会の活動を
支援する。

ＰＴＡ連合会への支援 ＰＴＡ連合会への支援 ＰＴＡ連合会への支援
現状継続とする。

　　第3節　　家庭・青少年健全育成の推進 　　施策1　　家庭の教育力向上への支援の充実
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

158【継続事業】 見直し

青少年安全対策事業

　

一般会計

青少年課 　

159【継続事業】 現状継続

成人式開催事業

　

一般会計

社会教育課 　

160【継続事業】 現状継続

放課後子ども教室事
業

　

一般会計

青少年課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

161【継続事業】 現状継続

生涯学習市民活動団
体支援事業

　

一般会計

社会教育課 　

162【継続事業】 現状継続

元気フェスティバル
連携事業

　

一般会計

社会教育課 　

163【継続事業】 現状継続

生涯学習振興会支援
事業

　

一般会計

社会教育課 　

市民団体の交流や学習した成果を生
かす場として、また、市民に生涯学
習に関する興味･関心を深めてもら
うため、実行委員会を組織し、元気
フェスティバルを開催する。

「元気フェスティバル
ｉｎきたひろしま」の
開催

「元気フェスティバル
ｉｎきたひろしま」の
開催

「元気フェスティバル
ｉｎきたひろしま」の
開催 現状継続とする。

生涯学習の振興や地域づくり・コ
ミュニティ活動の要として、各地区
に設立された住民主導の組織「生涯
学習振興会」を支援する。
未設置地区については、生涯学習振
興会設立に向けて支援する。

西部・西の里・大曲・
東部地区の生涯学習振
興会に対する助成
各地区に生涯学習推進
アドバイザーや事務職
員を配置

西部・西の里・大曲・
東部地区の生涯学習振
興会に対する助成
各地区に生涯学習推進
アドバイザーや事務職
員を配置

西部・西の里・大曲・
東部地区の生涯学習振
興会に対する助成
各地区に生涯学習推進
アドバイザーや事務職
員を配置

当初の事業目的に
沿った活動が展開さ
れているか検証する
こと。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

生涯学習の振興を図るため、市民団
体が主体的に企画実施する生涯学習
に関する事業への支援を行う。

市民団体が企画した講
座・発表会・コンサー
ト等に対する助成

市民団体が企画した講
座・発表会・コンサー
ト等に対する助成

市民団体が企画した講
座・発表会・コンサー
ト等に対する助成 現状継続とする。

放課後や長期休暇中に小学校の余剰
教室等を活用して、児童の活動拠点
を設けて学習支援等の活動を行う
(大曲小学校においてモデル実施)。

コーディネーター、安
全管理員、学習アドバ
イザーの配置により放
課後子ども教室を開催

コーディネーター、安
全管理員、学習アドバ
イザーの配置により放
課後子ども教室を開催

コーディネーター、安
全管理員、学習アドバ
イザーの配置により放
課後子ども教室を開催

現状継続とする。

　　第4節　　社会教育の充実 　　施策1　　学習活動への支援の充実

問題行動等の未然防止や対応のた
め、関係機関や地域と連携を図り、
各種活動を協働して行い、青少年の
非行防止を推進する。
子どもたちの安全確保のため、ス
クールガードリーダーによる学校施
設、通学路等の安全確認及び巡回指
導を実施する。

専任指導員による補
導、巡視活動や不審者
対応
学校・自治会・関係機
関等との情報交換
不審者情報のメール配
信
スクールガードリー
ダーによる学校施設・
通学路等の安全確認
通学路安全指導員によ
る団地内の安全確保

専任指導員による補
導、巡視活動や不審者
対応
学校・自治会・関係機
関等との情報交換
不審者情報のメール配
信
スクールガードリー
ダーによる学校施設・
通学路等の安全確認

専任指導員による補
導、巡視活動や不審者
対応
学校・自治会・関係機
関等との情報交換
不審者情報のメール配
信
スクールガードリー
ダーによる学校施設・
通学路等の安全確認

団地内小学校の通学
路安全指導員につい
ては必要性を検証す
ること。

成人としての自覚と責任を促し、地
域社会の一員としての期待を認識で
きるよう成人式を実施する。

成人式の開催 成人式の開催 成人式の開催
現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

164【継続事業】 見直し

フレンドリーセン
ター運営事業

　

一般会計

社会教育課 　

165【継続事業】 見直し

中央公民館活動推進
事業

　

一般会計

社会教育課 　

166【継続事業】 現状継続

生涯学習支援情報シ
ステム整備事業

　

一般会計

文化課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

167【継続事業】 対象外

中央公民館大規模改
修事業

　

一般会計

社会教育課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

168【継続事業】 現状継続

エコミュージアム拠
点施設等整備事業

　

一般会計

文化課 ★市長公約

169【継続事業】 現状継続

エコミュージアム普
及推進事業

　

一般会計

文化課 　

市内各地に存在する自然遺産や文化
遺産などを現地において、行政と市
民の協働により、そのまま保存・育
成・展示することを通して魅力ある
地域づくり・まちづくりを推進す
る。
また、郷土に関する学習や体験学習
を通して、自らのまちを誇りに思う
郷土愛を育む学習機会を提供する。

エコミュージアム推進
委員会の運営
まちを好きになる市民
大学の開講
市内見学バスツアーの
実施
郷土学習・講演会の開
催

エコミュージアム推進
委員会の運営
まちを好きになる市民
大学の開講
市内見学バスツアーの
実施
郷土学習・講演会の開
催

エコミュージアム事業
推進団体の設立、団体
による事業の実施(市
内見学バスツアー、郷
土学習・講演会など)
まちを好きになる市民
大学の開講

現状継続とする。

　　第5節　　歴史の継承と創造 　　施策1　　エコミュージアム構想の推進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

従来の博物館的要素のみばかりでな
く、地域に残る「事・物」を現地で
保存・保管し、それらの情報の発信
や郷土資料の展示等を行う施設であ
るエコミュージアムの拠点施設を整
備する。

拠点施設の整備
備品の購入
拠点施設の開館・運営
オープン記念事業の実
施
《平成26年度終了》

0 0
現状継続とするが、
内容を精査し経費の
効率的な執行に努め
ること。

　　第4節　　社会教育の充実 　　施策3　　施設の充実による学習環境の整備

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

建築後36年以上経過しており、老
朽化が著しいことから、大規模改修
を行う。

大規模改修工事
工事施工監理
《平成26年度終了》

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハー
ド事業

市民やサークル、子ども等の相互交
流の場を提供し、市民の主体的な学
習活動を積極的に支援するととも
に、学習・発表の機会や場を提供す
る。

中央公民館大規模改工
事のため事業休止

ワクワク公民館子ども
まつり、公民館まつり
の実施

ワクワク公民館子ども
まつり、公民館まつり
の実施

事業内容や、施設の
管理、運営方法につ
いて、生涯学習振興
会支援事業との統合
も含め、総合的な検
討をすること。

図書館情報システム・施設予約管理
システム・生涯学習情報提供システ
ムからなる生涯学習支援情報システ
ム「新 学び舎･楓」を活用し、図書
館及び生涯学習の拠点施設が持つ学
習機能を充実させる。

生涯学習支援システム
の活用による学習機会
の充実

生涯学習支援システム
の活用による学習機会
の充実

生涯学習支援システム
の活用による学習機会
の充実 現状継続とする。

　　第4節　　社会教育の充実 　　施策2　　学習機会の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

障がい者と健常者が生涯学習活動を
通じて学び交流する場を提供する。

陶芸教室、料理教室、
野外レク、サッカー教
室、スポーツ観戦事
業、スキーツアー事業
等の実施

陶芸教室、料理教室、
野外レク、サッカー教
室、スポーツ観戦事
業、スキーツアー事業
等の実施

陶芸教室、料理教室、
野外レク、サッカー教
室、スポーツ観戦事
業、スキーツアー事業
等の実施

各種福祉施策を勘案
し、事業内容を精査
すること。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

170【拡大事業】 現状継続

エコミュージアム普
及推進事業（拡大）

　

一般会計

文化課 　

171【継続事業】 現状継続

旧島松駅逓所周辺整
備事業

　

一般会計

文化課 ★市長公約

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

172【継続事業】 現状継続

郷土文化伝承支援事
業

　

一般会計

文化課 　

173【継続事業】 現状継続

文化財保存・活用事
業

　

一般会計

文化課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

174【継続事業】 現状継続

図書館サービス提供
事業

　

一般会計

文化課 　

175【継続事業】 現状継続

図書館フィールド
ネット連携事業

　

一般会計

文化課 　

図書館のボランティア団体で構成す
る図書館フィールドネット運営委員
会を支援し、読書の普及を促進す
る。

図書館フィールドネッ
ト運営委員会に対する
助成

図書館フィールドネッ
ト運営委員会に対する
助成

図書館フィールドネッ
ト運営委員会に対する
助成

現状継続とするが、
図書館全体の運営体
制とあわせ引き続き
検討すること。

　　施策2　　子どもの読書活動推進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

図書館が行っている図書の貸出・リ
クエスト・予約やレファレンス・相
互貸借などの基本的サービスのほ
か、利用価値の高い図書館サービス
を提供する。

図書館資料の購入
情報検索データベース
の活用
高齢者等の宅配サービ
スの実施
インターネット配信
「光ステーション」の
導入

図書館資料の購入
情報検索データベース
の活用
高齢者等の宅配サービ
スの実施

図書館資料の購入
情報検索データベース
の活用
高齢者等の宅配サービ
スの実施

サービスの充実や効
率的な運営に向けた
取り組みを行ってお
り現状継続とする
が、図書館全体の運
営体制について引き
続き検討すること。

本市の文化財や郷土資料を周知し、
郷土に対する愛着とふるさと意識の
高揚を図るため、国指定文化財と北
広島市文化財保護審議会が指定する
市指定文化財、郷土の自然や歴史を
後世に伝えるために適切な保存と活
用を行う。

旧島松駅逓所開館事業
の実施
旧島松駅逓所庭内整備
の実施
東記念館収蔵室の維持
管理
北広島市水稲赤毛種保
存会に対する助成
文化財等調査補助員の
配置

旧島松駅逓所開館事業
の実施
旧島松駅逓所庭内整備
の実施
東記念館収蔵室の維持
管理
北広島市水稲赤毛種保
存会に対する助成
文化財等調査補助員の
配置

旧島松駅逓所開館事業
の実施
旧島松駅逓所庭内整備
の実施
東記念館収蔵室の維持
管理
北広島市水稲赤毛種保
存会に対する助成
文化財等調査補助員の
配置

現状継続とする。

　　第6節　　読書活動の充実 　　施策1　　図書館サービスの充実

　　第5節　　歴史の継承と創造 　　施策2　　文化財の保存と活用

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

本市の郷土芸能を後世に伝えるた
め、保存・継承している団体を支援
する。

広島音頭保存会、北広
島ふるさと太鼓保存会
に対する助成

広島音頭保存会、北広
島ふるさと太鼓保存会
に対する助成

広島音頭保存会、北広
島ふるさと太鼓保存会
に対する助成

現状継続とするが、
内容を精査し経費の
効率的な執行に努め
ること。

エコミュージアムを活用し、地域住
民に開かれた施設開放と郷土愛を育
む学習機会を提供するため、郷土資
料の保護とともに常設展示や企画
展、各種事業を実施する。

エコミュージアム拠点
施設等整備事業にて実
施

講演会、常設展示、企
画展の実施

講演会、常設展示、企
画展の実施 現状継続とする。

より多くの市民に観覧してもらい、
駅逓所を身近に感じ知ってもらうこ
とによって、開拓の歴史の理解を深
めてもらうため、旧島松駅逓所の周
辺の隣地の整備を行う。

実施設計及び測量
周辺事業工事
《平成27年度終了》 現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

176【継続事業】 現状継続

文化賞等表彰事業

　

一般会計

文化課 　

177【継続事業】 現状継続

文化団体活動支援事
業

　

一般会計

文化課 　

178【継続事業】 現状継続

市民文化祭奨励事業

　

一般会計

文化課 　

179【継続事業】 現状継続

文化施設修繕事業

　

一般会計

文化課 　

180【継続事業】 対象外(H25搭載)

芸術文化ホール設備
修繕事業

　

一般会計

文化課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

181【継続事業】 現状継続

芸術文化ホール運営
委員会連携事業

　

一般会計

文化課 　

182【継続事業】 現状継続

花ホールスタッフの
会支援事業

　

一般会計

文化課 　

市及び運営委員会等が主催する鑑賞
事業のサポート活動やバーコーナー
の運営など、芸術文化ホール (花
ホール)を拠点に活動する花ホール
スタッフの会を支援する。

花ホールスタッフの会
に対する助成
花ホールボランティア
講習会の実施

花ホールスタッフの会
に対する助成
花ホールボランティア
講習会の実施

花ホールスタッフの会
に対する助成
花ホールボランティア
講習会の実施

現状継続とするが、
ホール全体の運営体
制とあわせ引き続き
検討すること。

　　第7節　　芸術文化の振興 　　施策2　　市民等との連携による芸術文化活動の展開

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市と協働で芸術鑑賞型事業及び芸術
創造事業を推進し、市民の主体的な
芸術文化活動の活発化と資質向上を
図るため、芸術文化ホール運営委員
会を支援する。

北広島市芸術文化ホー
ル運営委員会に対する
助成
委員会での自主事業の
実施

北広島市芸術文化ホー
ル運営委員会に対する
助成
委員会での自主事業の
実施

北広島市芸術文化ホー
ル運営委員会に対する
助成
委員会での自主事業の
実施

サービスの充実や効
率的な運営に向けた
取り組みを行ってお
り現状継続とする
が、ホール全体の運
営方法や運営体制に
ついて引き続き検討
すること。

文化施設の安全性や利便性などの機
能維持を図るため、各機器等の耐用
年数などを考慮しながら、保守点検
等で不具合が確認された設備や箇所
について計画的な修繕を行う。

正面玄関外部・駐車場
監視カメラ借上、ホワ
イエ・客席屋上防水改
修

吊物・活動室屋上改
修、空調設備等修繕

文化施設共用部屋上防
水改修、非常灯誘導灯
改修

現状継続とする。
今後も計画的な修繕
に努めること。

芸術文化ホール (客席、舞台、音
響、照明設備等)の安全性や芸術文
化振興のための機能維持を図るた
め、保守点検等で不具合が確認され
た設備や箇所について計画的な修繕
を行う。

外国製ピアノ弦張り替
え、舞台照明設備、舞
台吊物修繕

舞台吊物ワイヤー、日
本製ピアノ弦張り替え
修繕

舞台吊物等、音響設備
等修繕 対象外(H25搭載)

市内の芸術文化や市民の芸術文化活
動の発展のため、芸術文化活動を行
う各種団体に各団体の芸術文化事業
への支援を行う。

北広島市文化連盟、北
広島音楽協会に対する
助成

北広島市文化連盟、北
広島音楽協会に対する
助成

北広島市文化連盟、北
広島音楽協会に対する
助成

現状継続とするが、
補助団体に対する指
導を強化し、適切な
執行に努めること。

市内の芸術文化や市民の芸術文化活
動の促進のため、市民の芸術文化活
動を発表する機会の提供とその支援
を行う。

市民総合文化祭、地区
文化祭に対する助成

市民総合文化祭、地区
文化祭に対する助成

市民総合文化祭、地区
文化祭に対する助成

現状継続とするが、
適切な執行に努める
こと。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

優秀な文化活動の顕彰を通し、市民
の芸術文化活動に対する意欲の向上
を高めるとともに、心豊かな生活の
一助になるため、11月3日の文化
の日に、優秀な文化活動を行う市民
(成人・青少年)や団体の顕彰を行
う。

文化賞等表彰式の開催 文化賞等表彰式の開催 文化賞等表彰式の開催
現状継続とする。

　　第7節　　芸術文化の振興 　　施策1　　個性豊かな地域文化の振興
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

183【継続事業】 見直し

きたひろしま３０ｋ
ｍロードレース連携
事業

　

一般会計

社会教育課 　

184【継続事業】 見直し

市民スポーツ活動推
進事業

　

一般会計

社会教育課 　

185【拡大事業】 見直し

市民スポーツ活動推
進事業（拡大）

　

一般会計

社会教育課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

186【継続事業】 見直し

スポーツ大会出場支
援事業

　

一般会計

社会教育課 　

187【継続事業】 現状継続

体育協会活動支援事
業

　

一般会計

社会教育課 　

188【継続事業】 現状継続

スポーツ少年団育成
事業

　

一般会計

社会教育課 　

189【継続事業】 現状継続

スポーツアカデミー
事業

　

一般会計

社会教育課 　

190【継続事業】 現状継続

スポーツ賞等表彰事
業

　

一般会計

社会教育課 　

全国、国際レベルの選手育成及び青
少年の健全育成を図るため、ジュニ
アスポーツ選手強化事業、底辺拡大
事業、指導者養成事業を実施する。

指導者及びジュニアス
ポーツリーダーの養成
スポーツ教室の実施
キッズスポーツ塾、
ジュニアスポーツ塾の
開催

指導者及びジュニアス
ポーツリーダーの養成
スポーツ教室の実施
キッズスポーツ塾、
ジュニアスポーツ塾の
開催

指導者及びジュニアス
ポーツリーダーの養成
スポーツ教室の実施
キッズスポーツ塾、
ジュニアスポーツ塾の
開催

現状継続とする。

市民のスポーツ活動を助長し、もっ
てスポーツの振興を図るため、ス
ポーツ大会において優秀な成績を収
めた選手及びスポーツの振興に寄与
した者に対し、その功績を顕彰す
る。

スポーツ賞等表彰式の
開催

スポーツ賞等表彰式の
開催

スポーツ賞等表彰式の
開催 現状継続とする。

市民の積極的なスポーツ活動と振興
を図るため、ＮＰＯ法人北広島市体
育協会の運営等を支援する。

北広島市体育協会に対
する助成

北広島市体育協会に対
する助成

北広島市体育協会に対
する助成 現状継続とする。

青少年の健全育成やスポーツ少年団
の組織強化と自主的な活動の推進の
ため、スポーツ少年団を支援する。

スポーツ少年団本部に
対する助成

スポーツ少年団本部に
対する助成

スポーツ少年団本部に
対する助成 現状継続とする。

　　第8節　　スポーツ活動の推進 　　施策2　　競技スポーツの振興

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市民の自発的なスポーツ活動の振興
を図るため、国際、全国または全道
規模のスポーツ大会に出場する選手
(役員)に対して費用の一部を助成す
る。

スポーツ大会出場費の
助成

スポーツ大会出場費の
助成

スポーツ大会出場費の
助成

対象とする大会の範
囲などの見直しを行
うこと。

子どもから高齢者、障がい者までさ
まざまな市民を対象に健康保持増進
と生きがいや潤いのある生活を助長
することを目的にスポーツ・レクリ
エーション活動に親しむ機会を提供
する。

各種障がい者スポーツ
大会の支援、スーパー
ドッジボール大会、ス
ナッグゴルフ大会、い
ちにのジャンプ大会、
30㌔歩ける会など各
種スポーツ・レクリ
エーションイベントの
開催

各種障がい者スポーツ
大会の支援、スーパー
ドッジボール大会、ス
ナッグゴルフ大会、い
ちにのジャンプ大会、
30㌔歩ける会など各
種スポーツ・レクリ
エーションイベントの
開催

各種障がい者スポーツ
大会の支援、スーパー
ドッジボール大会、ス
ナッグゴルフ大会、い
ちにのジャンプ大会、
30㌔歩ける会など各
種スポーツ・レクリ
エーションイベントの
開催

各事業への支援の必
要性について十分検
討すること。

赤い羽根ティーボール北の甲子園大
会への支援や平成28年度に本市に
おいて開催する近隣3市交流事業
(家庭婦人スポーツ交流大会)を実施
する。

「赤い羽根ティーボー
ル北の甲子園大会」支
援

「赤い羽根ティーボー
ル北の甲子園大会」支
援

近隣3市交流事業(家
庭婦人スポーツ交流)
の実施

各事業への支援の必
要性について十分検
討すること。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

参加者の交流や本市の魅力の発信に
よる、まちの活性化と市民の健康増
進を図るため、きたひろしま３０ｋ
ｍロードレースを開催する。

きたひろしま 30㎞
ロードレース実行委員
会に対する助成

きたひろしま 30㎞
ロードレースの運営支
援

きたひろしま 30㎞
ロードレースの運営支
援

補助金を前提としな
い事業運営方法につ
いて検討すること。

　　第8節　　スポーツ活動の推進 　　施策1　　健康で生きがいのあるスポーツ活動の促進
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

191【継続事業】 現状継続

全国中学生空手道選
抜大会連携事業

　

一般会計

社会教育課 　

192【継続事業】 現状継続

学校施設（体育館）
開放事業

　

一般会計

社会教育課 　

193【拡大事業】 現状継続

学校施設（体育館）
開放事業（拡大）

　

一般会計

社会教育課 　

194【継続事業】 現状継続

西の里ファミリー体
育館改修事業

　

一般会計

社会教育課 　

195【継続事業】 対象外(H25搭載)

大曲ファミリー体育
館改修事業

　

一般会計

社会教育課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

196【継続事業】 拡大

大学連携推進事業

　

一般会計

政策調整課 ★市長公約

197【拡大事業】 拡大

大学連携推進事業
（拡大）

　

一般会計

政策調整課 ★市長公約

大学が有する知的資源、研究成果や
アイデア、大学生の活力を生かした
まちづくりを推進するため大学等と
の連携・協力について調査などを行
う。

大学との連携の可能性
がある事業の発掘
連携事業の連絡・調整

大学との連携の可能性
がある事業の発掘
連携事業の連絡・調整

大学との連携の可能性
がある事業の発掘
連携事業の連絡・調整

包括連携協定に基づ
く具体的な事業を早
期に実施すること。

大学連携の一環として、北広島市の
まちづくり・地域活性化に関する調
査研究事業や、市内の大学に在学中
または市内在住の学生を中心とした
自主的な地域活動を支援する。

大学連携調査研究事業
補助金、大学連携学生
地域活動支援事業補助
金の交付

大学連携調査研究事業
補助金、大学連携学生
地域活動支援事業補助
金の交付

大学連携調査研究事業
補助金、大学連携学生
地域活動支援事業補助
金の交付

包括連携協定に基づ
く具体的な事業を早
期に実施すること。

　　第9節　　大学との連携 　　施策1　　大学との連携

　　施策2　　地域活動の促進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

建築後28年以上経過しており、老
朽化が著しいことから屋根、壁面の
窓枠及び暖房施設等の更新を行う。

改修工事
工事施工監理
《平成27年度終了》

現状継続とする。
（ 26 年 度事 業完
了）

建築後29年が経過し、老朽化が進
むとともに、給排水・電気・暖房等
の設備の経年劣化が進んでいること
から、改修を実施する。

改修調査 実施設計
改修工事
工事監理
《平成28年度終了》 対象外(H25搭載)

市民の健康維持及び体力向上に資す
るため、学校の体育館を開放してス
ポーツ活動の場を提供する。

市内小中学校12校で
実施

市内小中学校12校で
実施

市内小中学校12校で
実施

引き続き、有料化に
向けて検討を行うこ
と。

利用団体の増加に伴い、利用日・時
間が不足しているため、開放対象施
設に西部中学校を追加する。

西部中学校開放 西部中学校開放 西部中学校開放 引き続き、有料化に
向けて検討を行うこ
と。

　　第8節　　スポーツ活動の推進 　　施策3　　スポーツ施設の整備と運営

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

本市を全国にＰＲするとともに、空
手道を通じ青少年の健全育成を図る
ため、全国中学生空手道選抜大会を
開催する。

はまなす杯全国中学生
空手道選抜大会の開催

はまなす杯全国中学生
空手道選抜大会の開催

助成を受け実施して
いる事業であり、助
成の終了年まで現状
継続とする。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

198【継続事業】 現状継続

地域交流事業

　

一般会計

政策調整課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

199【継続事業】 休止廃止

姉妹都市スポーツ交
流事業

　

一般会計

社会教育課 　

200【継続事業】 現状継続

姉妹都市交流事業

　

一般会計

秘書課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

201【継続事業】 見直し

国際交流事業

　

一般会計

社会教育課 　

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

海外とのさまざまな交流により、生
きた外国の文化、風俗、社会事情を
体得し、異文化への理解を深め、広
い国際的視野と豊かな国際感覚を
もった人材を育てるため、高校生を
対象にカナダ・サスカツーン市との
相互交流や国際交流パネル展、市民
交流事業などを実施する国際交流協
議会を支援する。

国際交流協議会が実施
するカナダ・サスカ
ツーン市の交流受入及
び市民交流事業への支
援

国際交流協議会が実施
する市民交流事業への
支援

国際交流協議会が実施
する市民交流事業への
支援

財源としてきた基金
が減少していること
から、これまでの成
果を総括するととも
に今後の方向性を検
討すること。

北広島市、東広島市の郷土祭りに相
互訪問することで、行政機関の交流
や地域の特性を生かした教育、文
化、経済など幅広い交流の推進を図
る。
北広島市を拓いた祖先の地で、今な
お原爆症に苦しんでいる方々に、グ
リーンアスパラを送付することで、
都市間の交流の絆を深めるととも
に、市の成り立ちや戦争の悲惨さを
次世代に伝える。

「北広島ふるさと祭
り」「東広島酒まつ
り」の相互訪問
広島県内の療養施設等
へのグリーンアスパラ
贈呈

「北広島ふるさと祭
り」「東広島酒まつ
り」の相互訪問
広島県内の療養施設等
へのグリーンアスパラ
贈呈

「北広島ふるさと祭
り」「東広島酒まつ
り」の相互訪問
広島県内の療養施設等
へのグリーンアスパラ
贈呈

現状継続とする。

　　第10節　　交流の促進 　　施策3　　国際交流の促進

　　第10節　　交流の促進 　　施策2　　姉妹都市交流事業の拡充

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

本市と東広島市の生徒が相互に行き
来し、スポーツ交流を実施すること
により、友好・親善を深めるととも
に、生徒の心身の健全育成を図る。

生徒数、部活種目の減
少による選手選抜の困
難となってきているな
どの理由から休止

生徒数、部活種目の減
少による選手選抜の困
難となってきているな
どの理由から休止

生徒数、部活種目の減
少による選手選抜の困
難となってきているな
どの理由から休止

東広島市との調整を
行い、事業廃止の検
討を行うこと。

　　第10節　　交流の促進 　　施策1　　広域的な交流の促進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

近隣市町と行政分野や経済分野のみ
ならず、さまざまな分野での市民レ
ベルの身近な交流の機会を設け、交
流機会の拡大や交流人口の増加を図
るため、近隣市とともに交流事業を
実施する。

各種交流事業の実施
(ファミリー森林浴
ウォーキング、厚別区
民まつり、近隣市交流
パークゴルフ大会、近
隣市子育て支援者交流
会)

各種交流事業の実施
(ファミリー森林浴
ウォーキング、厚別区
民まつり、近隣市交流
パークゴルフ大会、近
隣市子育て支援者交流
会)

各種交流事業の実施
(ファミリー森林浴
ウォーキング、厚別区
民まつり、近隣市交流
パークゴルフ大会、近
隣市子育て支援者交流
会)

現状継続とする。
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第3章　　美しい環境につつまれた安全なまち

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

202【継続事業】 現状継続

省エネルギー推進事
業

　

一般会計

環境課 　

203【継続事業】 現状継続

太陽光発電システム
等設置支援事業

　

一般会計

環境課 　

204【新規事業】 対象外(新規)

地球温暖化対策実行
計画策定事業

　

一般会計

環境課 ★市長公約

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

205【継続事業】 現状継続

環境保全事業

　

一般会計

環境課 ★市長公約

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

206【継続事業】 現状継続

有害鳥獣駆除対策事
業

　

一般会計

環境課 　

207【継続事業】 現状継続

スズメバチ等駆除事
業

　

一般会計

環境課 　

スズメバチ等の危険から市民を守る
ため、スズメバチ等の巣の除去に対
する費用の一部を支援する。

除去費用の助成
緊急時における直営駆
除

除去費用の助成
緊急時における直営駆
除

除去費用の助成
緊急時における直営駆
除 現状継続とする。

　　第1節　　環境の保全 　　施策3　　自然環境の保全

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

農業被害及び生活環境被害の防止を
図るため、有害鳥獣の駆除を実施す
るとともに北海道と連携して特定外
来生物である「アライグマ」の防除
を実施する。

有害鳥獣の駆除
特定外来生物の防除
有害鳥獣捕獲許可証の
交付

有害鳥獣の駆除
特定外来生物の防除
有害鳥獣捕獲許可証の
交付

有害鳥獣の駆除
特定外来生物の防除
有害鳥獣捕獲許可証の
交付

現状継続とする。

　　第1節　　環境の保全 　　施策2　　公害対策の推進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

公害の未然防止と生活環境の保全を
図るため、各種環境測定を実施する
とともに環境監視員を配置して事業
所等の監視、指導等を行う。

各種環境測定の実施
(自動車騒音常時監視
を含む)
環境監視員の配置
ゴルフ場農薬散布立会
空間放射線量率の測定

各種環境測定の実施
(自動車騒音常時監視
を含む)
環境監視員の配置
ゴルフ場農薬散布立会
空間放射線量率の測定

各種環境測定の実施
(自動車騒音常時監視
を含む)
環境監視員の配置
ゴルフ場農薬散布立会
空間放射線量率の測定

現状継続とする。

地球温暖化防止に向けて、一般住宅
用太陽光発電システム等の普及率を
向上させるため、太陽光発電システ
ムの設置に対する支援を行う。

太陽光発電システムの
設置に対する助成

太陽光発電システムの
設置に対する助成

太陽光発電システムの
設置に対する助成 現状継続とする。

市民及び事業者等が一丸となって地
球温暖化防止に取り組み、二酸化炭
素などの温室効果ガスの削減を図る
ため、市域における地球温暖化対策
実行計画を策定する。

地球温暖化対策実行計
画の策定
環境審議会の開催
アンケート調査・パブ
リックコメントの実施
等

温暖化対策事業の検討 温暖化対策事業の実施
対象外(新規)

　　第1節　　環境の保全 　　施策1　　地球環境の保全

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

地球規模の温暖化を防止していくこ
とは、市民ひとりひとりに課せられ
た重要な課題であることから、市民
や市民団体、事業者及び行政がそれ
ぞれの主体性をもって、省エネル
ギーなどへの取組みを進めていく。

環境ひろばの開催
省エネ啓発の実施

環境ひろばの開催
省エネ啓発の実施

環境ひろばの開催
省エネ啓発の実施 現状継続とする。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

208【継続事業】 現状継続

環境啓発推進事業

　

一般会計

環境課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

209【継続事業】 現状継続

畜犬関係事業

　

一般会計

環境課 　

210【継続事業】 現状継続

浄化槽設置奨励事業

　

一般会計

環境課 　

211【継続事業】 終了

北広島霊園造成事業

　

霊園会計

環境課 　

212【新規事業】 対象外(新規)

北広島霊園合葬墓整
備事業

　

霊園会計

環境課 ★市長公約

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

213【継続事業】 現状継続

生ごみ処理事業

　

一般会計

環境課 　

214【継続事業】 現状継続

ごみ減量化・資源化
対策事業

　

一般会計

環境課 　

ごみ処理量の削減に向けて、再資源
化や再商品化の推進、集団資源回収
の奨励、生ごみの堆肥化など、資源
化の促進とリサイクル意識の高揚を
図る。

再資源化・再商品化の
推進
集団資源回収の奨励
生ごみ堆肥化容器等購
入助成
廃棄物減量化の推進

再資源化・再商品化の
推進
集団資源回収の奨励
生ごみ堆肥化容器等購
入助成
廃棄物減量化の推進

再資源化・再商品化の
推進
集団資源回収の奨励
生ごみ堆肥化容器等購
入助成
廃棄物減量化の推進

現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

平成23年度から、下水道汚泥と併
せて生ごみのバイオガス化処理を実
施。

生ごみのバイオガス化
処理

生ごみのバイオガス化
処理

生ごみのバイオガス化
処理

処理に伴う負担金で
あり、現状継続とす
る。

北広島霊園内に複数の遺骨を一緒に
埋葬する合葬式の墓地を整備する。

実施設計
合葬墓整備工事
《平成27年度終了》 対象外(新規)

　　第2節　　廃棄物対策の推進 　　施策1　　ごみの減量化・リサイクルの推進

公共下水道計画区域外における生活
排水の適正な処理のため、新規に合
併処理浄化槽を設置した場合や既設
の単独処理浄化槽を合併処理浄化槽
へ転換した場合の費用の一部を支援
する。

浄化槽設置費の助成 浄化槽設置費の助成 浄化槽設置費の助成
現状継続とする。
PR等を適切に行い
利用率の向上を図る
こと。

平成26年度からの墓地需要に対応
していくため、霊園内に残されてい
る未造成地の造成を行う。

《平成25年度終了》
事業実施により、平
成26年度からの墓
地需要への対応が可
能となる。

　　第1節　　環境の保全 　　施策5　　環境衛生の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

畜犬及び野犬による事故発生の未然
防止や狂犬病予防などのため、畜犬
登録や予防注射の接種、迷い犬、捨
て犬の保護、捕獲を実施する。

畜犬の登録及び未登録
犬の把握
狂犬病予防集合注射の
啓発、催告及び実施
畜犬の適正な飼育、管
理指導

畜犬の登録及び未登録
犬の把握
狂犬病予防集合注射の
啓発、催告及び実施
畜犬の適正な飼育、管
理指導

畜犬の登録及び未登録
犬の把握
狂犬病予防集合注射の
啓発、催告及び実施
畜犬の適正な飼育、管
理指導

現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

自然環境を考えるきっかけづくりや
地球温暖化防止に関する教育を推進
するため、市民団体等と協働して各
種の事業を実施し、総合的な環境啓
発を推進する。

自然観察会、野鳥観察
会、エコクッキング、
エコ講座の開催

自然観察会、野鳥観察
会、エコクッキング、
エコ講座の開催

自然観察会、野鳥観察
会、エコクッキング、
エコ講座の開催 現状継続とする。

　　第1節　　環境の保全 　　施策4　　環境保全意識の向上
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

215【継続事業】 現状継続

家電リサイクル事業

　

一般会計

環境課 　

216【継続事業】 対象外

粗大ごみリユース事
業

　

一般会計

環境課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

217【継続事業】 現状継続

不法投棄対策事業

　

一般会計

環境課 　

218【継続事業】 現状継続

最終処分場周辺環境
整備事業

　

一般会計

環境課 　

219【継続事業】 現状継続

家庭ごみ適正処理推
進事業

　

一般会計

環境課 　

220【継続事業】 現状継続

第６期最終処分場造
成事業

　

一般会計

環境課 　

221【継続事業】 対象外(H25搭載)

ごみ処理広域化事業

　

一般会計

環境課 　

第5期最終処分場の埋め立て終了に
併せ、新たに第6期最終処分場の造
成を実施する。

造成工事
工事施工監理

造成等工事
工事施工監理
付随工事(第3期処分
場閉鎖・第4期処分場
汚水止水)
《平成27年度終了》

現状継続とする。

道央地域のごみ処理広域化に向けた
体制づくりなどの整備を行う。

道央地域ごみ処理広域
化推進協議会負担金の
支出

道央地域ごみ処理広域
化推進協議会負担金の
支出

道央地域ごみ処理広域
化推進協議会負担金の
支出 対象外(H25搭載)

最終処分場周辺の環境改善のため、
処分場周辺の清掃や有害鳥獣の駆除
など生活環境の改善及び対策を実施
する。

最終処分場周辺環境改
善・保持のための有害
鳥獣の駆除
処分場周辺の飛散ごみ
清掃
生活環境等改善事業補
助金の交付

最終処分場周辺環境改
善・保持のための有害
鳥獣の駆除
処分場周辺の飛散ごみ
清掃
生活環境等改善事業補
助金の交付

最終処分場周辺環境改
善・保持のための有害
鳥獣の駆除
処分場周辺の飛散ごみ
清掃
生活環境等改善事業補
助金の交付

現状継続とする。

家庭ごみを適正に処理するため、指
定ごみ袋の作製や粗大ごみの戸別収
集、ごみステーションの管理や整備
への支援を行う。

指定ごみ袋の作製
粗大ごみの個別収集
ごみステーションの管
理指導
庭先収集

指定ごみ袋の作製
粗大ごみの個別収集
ごみステーションの管
理指導
庭先収集

指定ごみ袋の作製
粗大ごみの個別収集
ごみステーションの管
理指導
庭先収集

現状継続とする。

　　第2節　　廃棄物対策の推進 　　施策2　　ごみ処理体制の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

不法投棄の抑制のため、廃棄物パト
ロール員による監視や指導を行うと
ともに、回収した廃タイヤ等の適正
な処理を行う。

廃棄物パトロール員に
よる不法投棄監視、適
正排出指導及び不法投
棄ごみの回収
廃タイヤ等の処理

廃棄物パトロール員に
よる不法投棄監視、適
正排出指導及び不法投
棄ごみの回収
廃タイヤ等の処理

廃棄物パトロール員に
よる不法投棄監視、適
正排出指導及び不法投
棄ごみの回収
廃タイヤ等の処理

現状継続とする。

不法投棄された家電リサイクル対象
製品(テレビ、冷蔵庫、洗濯機、エ
アコン)を適正に処理する。

不法投棄された家電リ
サイクル対象製品の適
正処理

不法投棄された家電リ
サイクル対象製品の適
正処理

不法投棄された家電リ
サイクル対象製品の適
正処理 現状継続とする。

最終処分場の延命化を図るため、粗
大ごみとして排出された家具等の修
繕を行いリサイクルする工房を整備
し運営する。

リユース事業(収集・
修繕・展示・販売)の
実施

リユース事業(収集・
修繕・展示・販売)の
実施

リユース事業(収集・
修繕・展示・販売)の
実施

≪評価対象外事業≫
25年度単年度ハー
ド事業

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

222【継続事業】 現状継続

緑の基本計画事業

　

一般会計

都市計画課 　

223【継続事業】 現状継続

森林保全活用事業

　

一般会計

都市整備課 　

224【継続事業】 現状継続

緑化推進事業

　

一般会計

都市整備課 　

225【継続事業】 現状継続

緑の活動拠点整備事
業

　

一般会計

都市整備課 　

226【継続事業】 現状継続

森林ボランティア支
援事業

　

一般会計

農政課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

227【継続事業】 現状継続

輪厚川親水事業

　

一般会計

都市整備課 　

　　第3節　　水と緑の空間の充実 　　施策2　　親水空間の保全

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市内唯一の親水河川である輪厚川の
景観維持や環境整備を市民と協働で
実施し、市民に親しまれる憩いの場
(親水空間)を提供する。

輪厚川河川敷草刈等
輪厚川と親しむ会への
支援

輪厚川河川敷草刈等
輪厚川と親しむ会への
支援

輪厚川河川敷草刈等
輪厚川と親しむ会への
支援 現状継続とする。

富ヶ岡地区の市有林を緑の活動拠点
と位置付け、市民や中学生等の森林
施業体験、自然観察、間伐材利用に
よるキノコのホダ木作りなど体験学
習や環境学習の場として提供すると
ともに、森林ボランティアの活動、
苗木作りの場として森を提供するた
め整備、活用を促進する。

家屋等の維持管理
活動用資材等の購入

家屋等の維持管理
活動用資材等の購入

家屋等の維持管理
活動用資材等の購入 現状継続とする。

森林保全活動に対する市民の理解や
意識向上のため、森林整備等のボラ
ンティア活動をしているグループへ
の支援を行い、森林ボランティアの
育成を図る。

森林整備機器の整備
森林ボランティア等へ
の無償貸与

森林整備機器の整備
森林ボランティア等へ
の無償貸与

森林整備機器の整備
森林ボランティア等へ
の無償貸与 現状継続とする。

仁別、三島地区の水源かん養保安林
の林野火災への対応や森林の管理の
ため、林道の補修、森林の整備など
森林を保全するとともに、森林ボラ
ンティアなど市民との協働により市
有林の整備を推進する。
北広島団地周辺緑地の森林について
は、快適な居住環境を創出するた
め、森林施業計画に基づく整備を実
施する。

三別沢林道改良工事
北広島団地周辺緑地樹
木管理
富ヶ岡市有林下草刈
森林ボランティア等に
よる森林整備活動支援
等

三別沢林道改良工事
北広島団地周辺緑地樹
木管理
富ヶ岡市有林下草刈
森林ボランティア等に
よる森林整備活動支援
等

三別沢林道改良工事
仁別市有林樹木管理
富ヶ岡市有林下草刈
森林ボランティア等に
よる森林整備活動支援
等

現状継続とする。

美しいまちづくりと緑化の推進を図
るため、市民の参加による公共施
設、街路樹桝などを中心とした植
樹・花苗の植栽、花のまちコンクー
ルやオープンガーデン見学会などを
実施する。
緑のまちづくり条例に基づく緑の保
全及び民間施設における緑化を推進
する。

オープンガーデン見学
会、花のまちコンクー
ルの開催
誕生記念樹の贈呈
北広島市緑化推進委員
会、北広島市花の会へ
の支援
開発者との緑化協議

オープンガーデン見学
会、花のまちコンクー
ルの開催
誕生記念樹の贈呈
北広島市緑化推進委員
会、北広島市花の会へ
の支援
開発者との緑化協議

オープンガーデン見学
会、花のまちコンクー
ルの開催
誕生記念樹の贈呈
北広島市緑化推進委員
会、北広島市花の会へ
の支援
開発者との緑化協議

現状継続とする。
補助団体と市の役割
分担を明確にし事業
を効率的に進めるこ
と。

　　第3節　　水と緑の空間の充実 　　施策1　　緑化の推進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

本市のまちづくりのテーマである
「自然と創造の調和した豊かな都
市」をめざし、緑事業施策の将来計
画を定めた緑の基本計画の実現に向
け、各種事業の進行管理や計画の見
直しなどを行い、今後の緑事業の指
針を策定する。

北広島市緑のまちづく
り審議会の開催

北広島市緑のまちづく
り審議会の開催

北広島市緑のまちづく
り審議会の開催 現状継続とする。

－　36　－



事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

228【継続事業】 現状継続

都市公園安全・安心
対策緊急総合支援事
業

　

一般会計

都市整備課 　

229【継続事業】 対象外(H25搭載)

街区公園整備事業

　

一般会計

都市整備課 　

230【継続事業】 終了

きたひろサンパーク
整備事業

　

一般会計

都市整備課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

231【継続事業】 対象外(H25搭載)

地域防災計画改訂事
業

　

一般会計

危機管理課 ★市長公約

232【継続事業】 拡大

防災資機材整備事業

　

一般会計

危機管理課 　

233【継続事業】 現状継続

防災訓練事業

　

一般会計

危機管理課 　

災害への対処や災害時の避難場所等
における市民生活の安定を図るた
め、防災資機材や食糧品等の生活関
連物資を備蓄する。

防災資機材、備蓄食糧
品、毛布・汚物収納
袋、救助工具セットの
購入

防災資機材、備蓄食糧
品、毛布・汚物収納
袋、救助工具セットの
購入

備蓄食糧品、救助工具
セットの購入

目標を速やかに達成
するため、早急に備
蓄を進める必要があ
る。

災害時における応急対策を円滑に実
施するため、市職員、市民、関係機
関等を対象に各種災害訓練を実施す
る。

水防訓練の実施
自主防災組織等が計画
する防災訓練への支援

水防訓練の実施
自主防災組織等が計画
する防災訓練への支援

水防訓練の実施
自主防災組織等が計画
する防災訓練への支援 現状継続とする。

　　第4節　　防災体制の充実 　　施策1　　防災対策の推進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

上位計画である北海道地域防災計画
等と整合を図り、地震の被害想定見
直しを含む地域防災計画の改訂を行
う。
原子力災害に備えた地域防災計画の
見直しを検討する。

地域防災計画及び水防
計画の改訂作業
原子力災害に備えた地
域防災計画見直しの検
討

原子力災害対策の検討
を踏まえた地域防災計
画への反映 対象外(H25搭載)

身近に利用できる憩いや休息の場を
確保するため、街区公園(仮称：輪
厚中央公園)の整備を行う。

用地買収
支障物件補償

事業なし 公園造成工事
対象外(H25搭載)

パークゴルフ場を公認コースとして
望ましいレイアウトに変更するた
め、既存コースの隣接地を含めて整
備し、利用者の安全と利便性の向上
を図る。

改修等は実施しない。 改修等は実施しない。 改修等は実施しない。 コース改修の完了に
伴い事業終了とす
る。

　　第3節　　水と緑の空間の充実 　　施策3　　公園の整備

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

誰もが安心して利用できる都市公園
の整備を推進するため、公園施設の
機能保全や安全性の確保など都市公
園における安全・安心対策を計画的
に実施する。

稲穂公園・ふじ公園・
すずらん公園・柏葉公
園・ひなぎく公園・ひ
かり公園・さつみ公
園・大曲南緑地・すず
むし公園

あざみ公園・青葉第２
緑地・すみれ公園・か
えで公園・はるかぜ公
園・北の台遊園地・北
都遊園地・わかくさ遊
園地・かぜの子公園・
のぞみの公園・ほのぼ
の公園・とんぼ公園

ゆり公園・南公園・た
んぽぽ公園・こすもす
公園・やまびこ公園・
なかよし公園・わかく
さ公園

現状継続とする。
安全性の確保に重点
を置き整備を継続す
ること。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

234【継続事業】 現状継続

自主防災組織育成事
業

　

一般会計

危機管理課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

235【継続事業】 現状継続

治水対策促進事業

　

一般会計

庶務課 　

236【継続事業】 対象外

輪上川局部改修事業

　

一般会計

都市整備課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

237【継続事業】 現状継続

消防活動用資機材整
備事業

　

一般会計

消防１課 　

238【拡大事業】 現状継続

消防活動用資機材整
備事業（拡大）

　

一般会計

消防１課 　

239【継続事業】 現状継続

消防団活動支援事業

　

一般会計

消防本部総務課 　

導入後、年数経過が著しい空気式救
助マットを更新する。

救助マットの更新 　
現状継続とする。

地域の防災意識の向上やコミュニ
ティの活性化、防火指導や特別警戒
など消防団の自主的な活動を支援
し、安全で安心なまちづくりをめざ
す。

春・秋の火災予防運
動、住宅用火災警報器
普及啓発活動、他消防
団への視察研修、消防
団ＰＲ活動、消防団員
募集活動、歳末警戒、
公務災害防止研修、救
命講習の受講

春・秋の火災予防運
動、住宅用火災警報器
普及啓発活動、他消防
団への視察研修、消防
団ＰＲ活動、消防団員
募集活動、歳末警戒、
公務災害防止研修、救
命講習の受講

春・秋の火災予防運
動、住宅用火災警報器
普及啓発活動、他消防
団への視察研修、消防
団ＰＲ活動、消防団員
募集活動、歳末警戒、
公務災害防止研修、救
命講習の受講

現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

大規模・特殊災害に対応するため、
より効果・効率的な消防活動用資機
材を計画的に整備する。

空気呼吸器の更新
軽量空気ボンベの更新
化学防護服の更新
呼吸器面体の購入

空気呼吸器の更新
軽量空気ボンベの更新
化学防護服の更新

軽量空気ボンベの更新
化学防護服の更新

現状継続とする。

本河川を横断している市道輪厚中の
沢線の輪厚1号橋上下流部における
河床洗堀ならびに屈曲部の水当たり
部の浸食を防止し、災害の発生を未
然に防ぐため護岸工を実施する。

用地確定測量一式
用地補償一式

護岸工一式
護岸工一式
境界標埋設一式

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハー
ド事業

　　第5節　　消防・救急体制の充実 　　施策1　　消防体制の充実

　　第4節　　防災体制の充実 　　施策3　　治山・治水の推進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

石狩川水系千歳川流域の総合的な治
水対策を実現するために活動してい
る団体に対し、会の活動が円滑に推
進できるよう支援する。

北広島市治水対策促進
期成会に対する補助金
の交付

北広島市治水対策促進
期成会に対する補助金
の交付

北広島市治水対策促進
期成会に対する補助金
の交付

現状継続とする。
今後も活動内容を周
知すること。

　　第4節　　防災体制の充実 　　施策2　　自主防災組織の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

大規模な災害発生時においては、住
民自ら相互に協力し、災害に対処す
ることが求められていることから、
地域における自主防災組織の設立を
促進し、組織の育成を図るととも
に、地域における防災活動を担う人
材育成を実施する。

出前講座の開催
要綱に基く助成
地域防災リーダー研修
の実施

出前講座の開催
要綱に基く助成
地域防災リーダー研修
の実施

出前講座の開催
要綱に基く助成
地域防災リーダー研修
の実施

現状継続とする。
自主防災組織の役割
は重要であるが、結
成率が3割程度のた
め、引き続き取り組
む必要がある。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

240【継続事業】 拡大

消防水利整備事業

　

一般会計

警防課 　

241【継続事業】 終了

消防救急無線等整備
事業

　

一般会計

警防課 　

242【継続事業】 現状継続

消防団員安全装備品
等整備事業

　

一般会計

消防本部総務課 　

243【継続事業】 現状継続

消防署大曲出張所庁
舎建設事業

　

一般会計

消防本部総務課 　

244【継続事業】 現状継続

消防車両等更新事業

　

一般会計

警防課 　

245【継続事業】 対象外

通信指令台更新事業

　

一般会計

警防課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

246【継続事業】 現状継続

防火委員会推進事業

　

一般会計

予防課 　

247【継続事業】 現状継続

住宅用火災警報器普
及啓発事業

　

一般会計

予防課 　

住宅用火災警報器の未設置世帯の解
消に向けた普及啓発を実施する。

一定の成果もあり、今
後は経常経費において
実施する。

一定の成果もあり、今
後は経常経費において
実施する。

一定の成果もあり、今
後は経常経費において
実施する。 現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市民の防火意識の高揚を図るため、
火災予防の啓蒙を行っている防火委
員会の活動を支援する。

火災予防運動期間の街
頭啓発
駅前防火花壇の整備
防火パレード
福祉施設等への防火訪
問

火災予防運動期間の街
頭啓発
駅前防火花壇の整備
防火パレード
福祉施設等への防火訪
問

火災予防運動期間の街
頭啓発
駅前防火花壇の整備
防火パレード
福祉施設等への防火訪
問

現状継続とする。

老朽化した通信指令台を消防救急デ
ジタル無線の運用に併せ、高機能消
防指令システムに更新する。

《平成25年度終了》 ≪評価対象外事業≫
25年度単年度ハー
ド事業

　　第5節　　消防・救急体制の充実 　　施策2　　火災予防の推進

交通渋滞による出動障害や敷地狭隘
などの課題解決のため、西部、大曲
地区の拠点となる消防署大曲出張所
を建設する。

外構仕上げ工事
緑化計画工事
備品購入
《平成26年度終了》

現状継続とする。

複雑・多様化する災害及び大規模災
害に対応した消防活動体制の確立の
ため、老朽化した消防車両を計画的
に更新する。

水槽付ポンプ車の更新
(西の里水槽車)
消防ポンプ車の更新
(第3分団)
高規格救急車費用の償
還

消防ポンプ車の更新
(第1分団)
高規格救急車費用の償
還

水槽付ポンプ車更新
(署水槽車)
高規格救急車費用の償
還

現状継続とする。

消防・救急無線をデジタル方式に移
行するため、石狩振興局管内の6消
防本部共同で整備を行う。

《平成25年度終了》 0 0 整備完了に伴い終了
とする。

地域の安全・安心の担い手として活
動している消防団員の老朽化した安
全装備品等について、装備基準及び
服制基準に従い更新する。

防火服一式の更新 防火服一式の更新 防火服一式の更新

現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

無水利地域の解消を図り、火災等の
発生時に速やかに消火活動を行える
よう消防水利の配置や老朽消火栓の
計画的更新を行う。

消火栓の新設
防火水槽の設置
消火栓の更新

消火栓の新設
防火水槽の設置
消火栓の更新

消火栓の新設
防火水槽の設置
消火栓の更新

配水管改良事業とあ
わせ実施することが
効率的であることか
ら拡大とする。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

248【継続事業】 現状継続

応急手当普及啓発活
動事業

　

一般会計

救急指令課 　

249【継続事業】 現状継続

メディカル・コント
ロール事業

　

一般会計

救急指令課 　

250【継続事業】 終了済

救急隊員研修事業

　

一般会計

消防本部総務課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

251【継続事業】 現状継続

交通安全推進事業

　

一般会計

市民課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

252【継続事業】 現状継続

交通安全施設整備事
業

　

一般会計

市民課 　

　　第6節　　交通安全の推進 　　施策2　　交通安全環境の整備

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

だれもが安全に安心して通行できる
よう、交通安全施設など交通環境の
整備を促進する。

カーブミラー、警戒標
識等交通安全施設の設
置

カーブミラー、警戒標
識等交通安全施設の設
置

カーブミラー、警戒標
識等交通安全施設の設
置

現状継続とする。
危険個所の把握や市
民要望を基に適切な
整備を図ること。

　　第6節　　交通安全の推進 　　施策1　　交通安全意識の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

交通安全推進員、交通安全学童指導
員、交通安全指導員を配置すること
により、交通安全意識の定着と事故
の抑止を図る。また、交通安全啓発
資材による啓発のほか、交通安全活
動団体への活動費助成により、交通
安全運動の推進を図る。

各世代に応じた交通安
全教育の推進
交通安全啓発の展開
交通安全活動団体に対
する助成

各世代に応じた交通安
全教育の推進
交通安全啓発の展開
交通安全活動団体に対
する助成

各世代に応じた交通安
全教育の推進
交通安全啓発の展開
交通安全活動団体に対
する助成

現状継続とする。
役割分担を明確にし
て効率的な事業実施
に努めること。

医師による救急活動の事後検証や病
院実習、指示・指導・助言を通して
救急救命士の資質向上に努め、薬剤
投与等の特定行為を円滑に実施する
ことにより救命率の向上を図る。

就業中研修、就業前研
修、気管挿管病院実
習、気管挿管再認定講
習、ビデオ喉頭鏡研
修、薬剤投与追加講
習、薬剤投与病院実習
の受講
メディカル・コント
ロール連絡調整会負担
金の支出

就業中研修、就業前研
修、気管挿管病院実
習、気管挿管再認定講
習、ビデオ喉頭鏡研
修、薬剤投与追加講
習、薬剤投与病院実習
の受講
メディカル・コント
ロール連絡調整会負担
金の支出

就業中研修、就業前研
修、気管挿管病院実
習、気管挿管再認定講
習、ビデオ喉頭鏡研
修、薬剤投与追加講
習、薬剤投与病院実習
の受講
メディカル・コント
ロール連絡調整会負担
金の支出

メディカル・コント
ロール事業は他の研
修と異なり特に専門
的であるとの現課判
断を尊重し、現状継
続とする。

災害現場等において傷病者の救護に
あたる救急隊員の養成及び資格取得
後の知識や技術の向上を図る。

《平成25年度廃止》
経常経費において実施

平成25年度から救
急業務経費として実
施。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

救急車が到着するまでの間に、的確
な応急手当ができる市民を養成する
救急講習会を開催し、救命率の向上
を図る。

救命講習会(普通・上
級・一般)の実施
講習会用資機材(乳児
用人形、AEDトレー
ナー、消耗品)の購入

救命講習会(普通・上
級・一般)の実施
講習会用資機材(成人
用人形、AEDトレー
ナー、プロジ ェク
ター、消耗品)の購入

救命講習会(普通・上
級・一般)の実施
講習会用資機材(成人
用人形、AEDトレー
ナー、消耗品)の購入

現状継続とする。

　　第5節　　消防・救急体制の充実 　　施策3　　救急救命体制の充実
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

253【継続事業】 現状継続

防犯活動支援事業

　

一般会計

市民課 　

254【継続事業】 現状継続

犯罪のない安全で安
心なまちづくり推進
事業

　

一般会計

市民課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

255【継続事業】 拡大

街路灯整備支援事業

　

一般会計

市民課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

256【継続事業】 現状継続

消費者行政活性化事
業

　

一般会計

商業労働課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

257【継続事業】 現状継続

北広島消費者協会活
動支援事業

　

一般会計

商業労働課 　

　　第8節　　消費生活の安定 　　施策2　　消費者保護の推進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

消費者基本法の理念に基づく消費者
の利益保護と消費生活の安定と向上
を図るため、消費者教育の場の提
供、消費者団体相互の連携の強化、
市民にわかりやすい情報の提供など
消費生活の正しい知識の普及や啓蒙
を行う消費者協会を支援する。

消費者協会の活動に対
する支援
「北広島消費者協会設
立30周年記念事業」
に対する支援

消費者協会の活動に対
する支援

消費者協会の活動に対
する支援

現状継続とする。
記念事業等の助成に
ついては十分検討す
ること。

　　第8節　　消費生活の安定 　　施策1　　消費者教育の拡充

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

消費者利益の擁護増進及び消費生活
被害の防止のため、消費生活問題に
ついての周知・啓発、消費生活相談
体制の機能強化や消費生活相談員の
スキルアップに取り組む。

消費生活問題関係の周
知・啓発に向けた講演
会等の実施
消費生活相談員の配置
弁護士による消費相談
の実施

消費生活問題関係の周
知・啓発に向けた講演
会等の実施
消費生活相談員の配置
弁護士による消費相談
の実施

消費生活問題関係の周
知・啓発に向けた講演
会等の実施
消費生活相談員の配置
弁護士による消費相談
の実施

現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

夜間における犯罪の防止及び交通の
安全確保を図るため、街路灯の設置
や維持する自治会等の団体を支援す
る。

街路灯(水銀灯・LED
灯)の設置、維持、修
繕費用の助成

街路灯(水銀灯・LED
灯)の設置、維持、修
繕費用の助成

街路灯(水銀灯・LED
灯)の設置、維持、修
繕費用の助成

ＬＥＤ街路灯は、長
寿命、節電効果が期
待できるので、集中
的に切替えを進める
こと。

市民が安心して暮らせるまちづくり
を推進するため、「北広島市犯罪の
ない安全で安心なまちづくり推進計
画」に基づき、防犯意識の普及啓発
活動の実施及び自主防犯活動に対し
て支援を行う。

推進会議、市民大会の
開催
公用車による青色回転
灯パトロール、普及啓
発活動の実施
自主防犯団体への資材
支援
推進計画の見直し策定

推進会議、市民大会の
開催
公用車による青色回転
灯パトロール、普及啓
発活動の実施
自主防犯団体への資材
支援

推進会議、市民大会の
開催
公用車による青色回転
灯パトロール、普及啓
発活動の実施
自主防犯団体への資材
支援

現状継続とする。

　　第7節　　防犯対策の推進 　　施策2　　犯罪が起きにくい環境づくり

　　第7節　　防犯対策の推進 　　施策1　　防犯意識の普及啓発

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

防犯意識の普及と啓発活動を実施す
る防犯活動団体への支援を行う。

防犯協会連合会に対す
る助成

防犯協会連合会に対す
る助成

防犯協会連合会に対す
る助成

現状継続とする。
市と防犯協会などの
役割分担を明確に
し、効率的に事業を
実施すること。
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第4章　　活気ある産業のまち

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

258【継続事業】 現状継続

農業後継者等育成事
業

　

一般会計

農政課 　

259【継続事業】 現状継続

道央農業振興公社負
担金事業

　

一般会計

農政課 　

260【継続事業】 現状継続

新規就農・経営継承
総合支援事業

　

一般会計

農政課 　

261【新規事業】 対象外(新規)

新規就農経営安定支
援事業

　

一般会計

農政課 ★市長公約

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

262【継続事業】 現状継続

農地改良事業

　

一般会計

農政課 　

263【継続事業】 現状継続

農業用排水路維持管
理事業

　

一般会計

農政課 　

264【継続事業】 現状継続

東の里揚水機場幹線
用水路移設事業

　

一般会計

農政課 　

病害虫の発生を抑え、流下断面を確
保し、水害の予防を図るため、市が
管理する農業用排水路(11路線、総
延長11.8km)の草刈り、床浚いを
行う。

市道と同様に管理・維
持がメインとなり、今
後は経常経費において
実施する。

市道と同様に管理・維
持がメインとなり、今
後は経常経費において
実施する。

市道と同様に管理・維
持がメインとなり、今
後は経常経費において
実施する。

現状継続とする。

東の里に設置される遊水地の計画敷
地内に敷設されている恵庭土地改良
区の財産である東の里揚水機幹線用
水路について、遊水地の造成に支障
があることから、国の移転補償によ
り、市が受託して計画敷地外に移設
を行う。

東の里幹線用水路の移
設工事(ガス管移設工
事の為中断)

東の里幹線用水路の移
設工事
《平成27年度終了》 現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

農家が、転作田を含む透排水不良の
農地において作物の品質向上、安定
生産を確保するために暗渠・明渠排
水整備、客土を実施する際に助成を
行い、収益性の高い品目の生産面積
拡大を図る。
また、現在借り手がいない遊休農地
の流動化を図るために農地復元を行
う場合に助成を行う。

暗渠、明渠の排水整
備、客土、農地復元に
対する助成

暗渠、明渠の排水整
備、客土、農地復元に
対する助成

暗渠、明渠の排水整
備、客土、農地復元に
対する助成 現状継続とする。

新規就農者への支援を充実し、農業
後継者としての定着促進を図るた
め、新規就農者の農地賃借料を助成
する。

新規就農経営安定支援
金の交付

新規就農経営安定支援
金の交付

新規就農経営安定支援
金の交付 対象外(新規)

　　第1節　　農業の振興 　　施策2　　農地の利用・保全

北広島市、千歳市、恵庭市、江別
市、道央農業協同組合が共同し、広
域事業として農業振興を図る。

構成員として運営に参
画
負担金の納入

構成員として運営に参
画
負担金の納入

構成員として運営に参
画
負担金の納入

公社への負担金であ
り、現状継続とす
る。

新規就農を増やし、将来の農業を支
える人材を確保するため、青年の就
農意欲の喚起と就農後の定着を図
り、経営が不安定な就農直後(5年
以内)の所得を確保する給付金を交
付する。

人・農地プランに位置
付けられた45歳未満
の新規就農者に対する
給付

人・農地プランに位置
付けられた45歳未満
の新規就農者に対する
給付

人・農地プランに位置
付けられた45歳未満
の新規就農者に対する
給付

現状継続とする。
農業者が減少してい
るため新規就農者が
増えるよう支援する
必要がある。

　　第1節　　農業の振興 　　施策1　　担い手の育成

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

本市の農業の持続的発展のため、次
代の担い手である農業後継者、地域
のリーダー、女性農業者、新規就農
者、農業生産法人の従業員の育成及
び確保を図る。

農業後継者等の研修活
動等に対する助成

農業後継者等の研修活
動等に対する助成
新規就農者支援金の交
付

農業後継者等の研修活
動等に対する助成
新規就農者支援金の交
付

現状継続とする。
農業者が減少してい
るので、積極的な事
業展開を検討する必
要がある。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

265【継続事業】 現状継続

農地・水保全管理事
業

　

一般会計

農政課 　

266【継続事業】 対象外(H25搭載)

排水機場集中管理シ
ステム更新事業

　

一般会計

農政課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

267【継続事業】 現状継続

野菜づくり講座事業

　

一般会計

農政課 　

268【継続事業】 現状継続

食農教室事業

　

一般会計

農政課 　

269【継続事業】 現状継続

菜園パーク促進事業

　

一般会計

農政課 　

270【継続事業】 現状継続

グリーンツーリズム
推進事業

　

一般会計

農政課 　

農産物の直売や体験型農業などグ
リーンツーリズムの取組みは、地域
経済への波及効果が期待されること
から積極的なＰＲを実施する。
今後、グリーンツーリズム活動の連
携促進によりさらに多く交流が生ま
れ、本市の農業や魅力を市内外に伝
えられることから、実施者が連携し
た活動を支援する。

交流農園マップの作成
グリーンツーリズム協
議会の実施事業に対す
る助成

交流農園マップの作成
グリーンツーリズム協
議会の実施事業に対す
る助成

交流農園マップの作成
グリーンツーリズム協
議会の実施事業に対す
る助成

現状継続とする。
引き続き北広島市の
農業の魅力の発信に
努めること。

ファストフードや加工食品等の消費
が拡大している中で、スローフード
や健全な食習慣を身につけることに
関心が高まっているため、市内の児
童とその父母を対象に、健全な食に
対する理解や生産者等との交流によ
り、食と農業とのかかわりについて
理解を得るため食農教室を実施す
る。

食農教室の開催 食農教室の開催 食農教室の開催
現状継続とする。

市民の余暇活動等の憩いの場として
の認定市民農園を市内の遊休農地等
に開設する場合に、開設のための相
談や支援を行うことで、遊休農地等
の有効活用だけでなく、農業者の経
営の多角化や安定化につなげる。

認定市民農園開設の支
援

認定市民農園開設の支
援

認定市民農園開設の支
援 現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

食や農業に対する理解や関心のある
市民を対象に、現役の農家や有識者
などの知識と経験を生かして農作物
の栽培知識や技術を提供する野菜づ
くり実践講座を開設し、食や農業に
対する関心を高める。

野菜づくり実践講座の
開設

野菜づくり実践講座の
開設

野菜づくり実践講座の
開設 現状継続とする。

排水機場(南の里、新中の沢、中の
沢、共栄)の監視制御及びデータ収
集、排水ポンプの適正稼働、内水氾
濫の防止を図るため、耐用年数を超
え監視制御に支障をきたしている既
存システムを更新する。

システム更新の実施
《平成26年度終了》 対象外(H25搭載)

　　第1節　　農業の振興 　　施策3　　都市住民との交流

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

農業施設の長寿命化、集落機能の低
下防止などを図るため、地域の農村
環境・農業用施設の維持保全向上活
動を行っている団体に助成する。

市内の活動組織が行う
農地・農業用施設等の
保全管理に係る費用の
一部負担

市内の活動組織が行う
農地・農業用施設等の
保全管理に係る費用の
一部負担

市内の活動組織が行う
農地・農業用施設等の
保全管理に係る費用の
一部負担

現状継続とする。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

271【継続事業】 現状継続

農業資金利子補給事
業

　

一般会計

農政課 　

272【継続事業】 現状継続

農業振興奨励事業

　

一般会計

農政課 　

273【継続事業】 現状継続

経営所得安定対策直
接支払推進事業

　

一般会計

農政課 　

274【継続事業】 現状継続

環境保全型農業直接
支援対策事業

　

一般会計

農政課 　

275【継続事業】 現状継続

担い手への農地集積
推進事業

　

一般会計

農政課 　

276【継続事業】 現状継続

経営体育成支援事業

　

一般会計

農政課 　

市の定める経営体育成施設整備計画
に従い、市内の意欲ある経営体が農
業経営の発展・改善を目的として、
主に融資機関からの融資を活用し、
整備事業を行う場合において、当該
整備事業に係る経費からプロジェク
ト融資の額を除いた自己負担部分に
ついて支援を行う。

補助対象経営体に対す
る助成

補助対象経営体に対す
る助成

補助対象経営体に対す
る助成

平成24年度で終了
予定であったが、国
において平成25年
度から市町村を事業
実施主体として実施
されることになった
ため現状継続とす
る。

地球温暖化防止や生物多様性保全に
効果の高い営農活動をしている農業
者に対し、取り組み面積に応じた支
援を行う。

一定の条件に沿って環
境に配慮した農業者に
対する補助金の交付

一定の条件に沿って環
境に配慮した農業者に
対する補助金の交付

一定の条件に沿って環
境に配慮した農業者に
対する補助金の交付 現状継続とする。

土地利用型農業で、20haから
30ha規模の経営体が大部分を占め
る構造を目指すため、人・農地プラ
ンを作成し、地域の中心となる経営
体への農地の集積を協力する農業者
に協力金を交付する。

人・農地プラン作成
農地集積に協力した農
業者に協力金を交付

人・農地プラン作成
農地集積に協力した農
業者に協力金を交付

人・農地プラン作成
農地集積に協力した農
業者に協力金を交付 現状継続とする。

農業経営者等で構成する生産組織や
酪農家等に対し、道央農業協同組合
を通して支援を行い、農業経営の近
代化、安定化をめざす。

農業技術の向上や情報
交換への支援
健全牛育成のための預
託放牧、酪農ヘルパー
の導入への支援
野菜の線虫被害の防
止、エゾシカによる被
害の軽減への支援

農業技術の向上や情報
交換への支援
健全牛育成のための預
託放牧、酪農ヘルパー
の導入への支援
野菜の線虫被害の防
止、エゾシカによる被
害の軽減への支援

農業技術の向上や情報
交換への支援
健全牛育成のための預
託放牧、酪農ヘルパー
の導入への支援
野菜の線虫被害の防
止、エゾシカによる被
害の軽減への支援

現状継続とする。
個々の補助金の必要
性、効果について
は、常に検証するこ
と。

農業経営の安定と国内生産力の確保
を図り、もって食糧自給率の向上
と、農業の多面的機能を維持するた
めの農業者戸別所得補償制度の実施
にあたって、事務事業の推進や要件
確認等にあたる北広島市地域農業再
生協議会に対して必要な経費を助成
する。

地域農業再生協議会に
対する助成

地域農業再生協議会に
対する助成

地域農業再生協議会に
対する助成 現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

認定農業者(農業経営基盤強化促進
法に基づく農業改善計画の認定を受
けた農業者)が、その計画に則して
規模拡大などの経営展開を図るため
に農業経営基盤強化資金(スーパー
Ｌ資金)を借入れした場合、利子の
一部を助成することにより、経営感
覚に優れた効率的かつ安定的な農業
経営者を育成する。

資金借入利子に対する
助成

資金借入利子に対する
助成

資金借入利子に対する
助成 現状継続とする。

　　第1節　　農業の振興 　　施策4　　生産・流通の振興
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

277【継続事業】 現状継続

企業人財づくり支援
事業

　

一般会計

工業振興課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

278【継続事業】 見直し

北広島クラスター構
想事業

　

一般会計

農政課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

279【継続事業】 現状継続

空き店舗利用促進事
業

　

一般会計

商業労働課 　

280【継続事業】 現状継続

地域商店街活性化事
業

　

一般会計

商業労働課 　

281【継続事業】 対象外(H25搭載)

商工会地域振興事業

　

一般会計

商業労働課 　

各地区の商工業者が連携して、地域
の特性を生かしながら商店街の賑わ
いと活性化を図る各種事業に対して
支援する。

商店街振興会等が実施
する商店街の活性化事
業に対する助成

商店街振興会等が実施
する商店街の活性化事
業に対する助成

商店街振興会等が実施
する商店街の活性化事
業に対する助成 現状継続とする。

本市の農産物や観光資源、歴史的資
産を活用した北広島市の知名度アッ
プや交流人口の増加を図るととも
に、新商品開発・販売などに広く商
工業者が参加できる環境を整えるた
め、北広島商工会が実施する事業に
対し支援を行う。

北広島商工会が実施す
る農産物や観光資源、
歴史的資産を活用した
各種事業への支援

北広島商工会が実施す
る農産物や観光資源、
歴史的資産を活用した
各種事業への支援
《平成27年度終了》

対象外(H25搭載)

　　第3節　　商業の振興 　　施策1　　各地域商業の振興・商業団体の育成

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

大型店の進出や店舗の移転、事業者
の高齢化による廃業など、空き店舗
増加への対策事業を実施する北広島
商工会に対して事業助成相当額を支
援する。

空き店舗を利用して開
業する事業者の申請に
基づき北広島商工会が
認定・助成した相当額
の補助

空き店舗を利用して開
業する事業者の申請に
基づき北広島商工会が
認定・助成した相当額
の補助

空き店舗を利用して開
業する事業者の申請に
基づき北広島商工会が
認定・助成した相当額
の補助

現状継続とする。
定着率が4割程度に
とどまっていること
から、より効果的な
方策を検討するこ
と。

　　第2節　　工業の振興 　　施策2　　市内での連携

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

産・学・官の連携(クラスター形成)
により、企業単独では実現が難し
い、地域特性を生かした新たな産業
の創出や、新製品等の開拓促進をめ
ざす。

企業等への意向調査及
び制度の検討

事業のあり方につい
て、休止・廃止を含
めて検討すること。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

活力のあるまちづくりには、企業の
健全経営が根幹であり、企業の健全
経営には有能な人材の育成や確保が
不可欠であるため、市内に立地する
企業が実施する能力開発セミナーや
各種研修等に助成し、企業の健全経
営を促進する。

人材育成や能力開発セ
ミナー等に対する助成
高度な技術習得を目的
とする講習会参加に対
する助成

人材育成や能力開発セ
ミナー等に対する助成
高度な技術習得を目的
とする講習会参加に対
する助成

人材育成や能力開発セ
ミナー等に対する助成
高度な技術習得を目的
とする講習会参加に対
する助成

人材の育成などのた
め必要であり、現状
継続とする。今後の
企業誘致も踏まえ、
制度が活用されるよ
う検討が必要であ
る。

　　第2節　　工業の振興 　　施策1　　地元企業の育成
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

282【継続事業】 現状継続

小規模事業指導推進
事業

　

一般会計

商業労働課 　

283【継続事業】 現状継続

中小企業者等融資事
業

　

一般会計

商業労働課 　

284【継続事業】 現状継続

住宅リフォーム支援
事業

　

一般会計

商業労働課 　

285【拡大事業】 現状継続

住宅リフォーム支援
事業（拡大）

　

一般会計

商業労働課 ★市長公約

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

286【継続事業】 現状継続

企業誘致推進事業

　

一般会計

工業振興課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

287【継続事業】 現状継続

コミュニティビジネ
ス創業支援事業

　

一般会計

商業労働課 　

　　第4節　　企業誘致・新産業の創出 　　施策2　　新産業の創出

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

コミュニティビジネスアドバイザー
を設置し、少子高齢化、コミュニ
ティ醸成、環境保全、教育、地産地
消など地域課題の解決にビジネスと
して取り組む団体、企業、個人に支
援を行い、起業の促進と地域の活性
化を図る。

コミュニティビジネス
アドバイザーの設置
創業団体等への支援

コミュニティビジネス
アドバイザーの設置
創業団体等への支援

コミュニティビジネス
アドバイザーの設置
創業団体等への支援 現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

優良な企業の立地による地域経済の
活性化や雇用創出の場の確保など、
活力あるまちづくりをめざして、北
広島輪厚工業団地や民間所有の分譲
地への企業誘致活動を展開する。
また、企業誘致活動の一環として北
広島市企業立地促進条例に基づき、
新設事業者に対して市内居住者雇用
奨励金を交付する。

進出希望企業への訪問
などの誘致活動
事業所の新増設者に対
する市内居住者雇用奨
励金の交付

進出希望企業への訪問
などの誘致活動
事業所の新増設者に対
する市内居住者雇用奨
励金の交付

進出希望企業への訪問
などの誘致活動
事業所の新増設者に対
する市内居住者雇用奨
励金の交付

現状継続とする。
輪厚工業団地の分譲
に向けて、企業の進
出情報の収集等を行
うとともに、積極的
に企業誘致活動を展
開すること。

住宅の改修を促進し、快適な住環境
の整備、市内の建設産業の振興及び
雇用の安定を図るため、市民が住宅
のリフォームを行う際の工事等に要
する費用の一部を助成する制度(平
成26年3月31日終了 )を延長す
る。

住宅リフォーム工事費
用の助成

住宅リフォーム工事費
用の助成

住宅リフォーム工事費
用の助成

事業目的の達成状況
等を総括したうえ
で、今後の方向性に
ついて検討するこ
と。

　　第4節　　企業誘致・新産業の創出 　　施策1　　企業誘致の推進

中小企業者の事業資金の円滑化を図
るため、市が市内金融機関に原資を
預託する。また、信用保証料の全額
及び利子の一部を市が補助すること
により、事業者の負担を軽減し、中
小企業の育成振興を図る。

融資利子及び信用保証
料に対する助成

融資利子及び信用保証
料に対する助成

融資利子及び信用保証
料に対する助成 現状継続とする。

住宅の改修を促進し、快適な住環境
の整備、市内の建設産業の振興及び
雇用の安定を図るため、市民が住宅
のリフォームを行う際の工事等に要
する費用の一部を助成する。

《平成25年度終了》

事業目的の達成状況
等を総括したうえ
で、今後の方向性に
ついて検討するこ
と。

　　第3節　　商業の振興 　　施策2　　商業経営の安定

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

小規模事業者の経営安定化を促進
し、中小企業を支援するため、小規
模事業者に対する経営指導及び経営
改善への業務指導を行う北広島商工
会に対して人件費及び事務費の一部
を支援する。

小規模事業者の経営安
定化促進に向けて中小
企業の支援を行う北広
島商工会に対する助成

小規模事業者の経営安
定化促進に向けて中小
企業の支援を行う北広
島商工会に対する助成

小規模事業者の経営安
定化促進に向けて中小
企業の支援を行う北広
島商工会に対する助成

現状継続とする。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

288【継続事業】 現状継続

観光振興事業

　

一般会計

商業労働課 　

289【継続事業】 拡大

都市型観光推進事業

《旧事業名》
きたひろしまシティ
セールス事業

一般会計

商業労働課 ★市長公約

290【継続事業】 対象外(H25搭載)

寒地稲作発祥１４０
周年記念事業

　
一般会計

商業労働課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

291【継続事業】 現状継続

地域職業相談室運営
事業

　
一般会計

商業労働課 　

292【継続事業】 現状継続

季節労働者通年雇用
促進支援事業

　

一般会計

商業労働課 　

293【継続事業】 現状継続

シルバー人材セン
ター活動支援事業

　
一般会計

商業労働課 　

294【継続事業】 現状継続

雇用対策事業

　

一般会計

商業労働課 　

295【拡大事業】 現状継続

雇用対策事業（拡
大）

　

一般会計

商業労働課 ★市長公約

企業倒産、解雇、雇い止め等により
離職を余儀なくされた失業者及び未
就職卒業者を対象に、雇用対策を行
う。

失業者等の雇用創出に
向けた雇用対策の実施

失業者等の雇用創出に
向けた雇用対策の実施

失業者等の雇用創出に
向けた雇用対策の実施

現状継続とする。
景気・雇用状況を勘
案のうえ、より効果
の高い経済・雇用対
策事業への展開を検
討すること。

市独自の雇用対策事業として、新規
に市民を雇用した市内中小企業に対
して助成を行う。

新規に市民を雇用した
市内中小企業に対する
助成

新規に市民を雇用した
市内中小企業に対する
助成

新規に市民を雇用した
市内中小企業に対する
助成

現状継続とする。
景気・雇用状況を勘
案のうえ、より効果
の高い経済・雇用対
策事業への展開を検
討すること。

季節労働者の通年雇用化を図り、収
入の安定とともに安心した生活を確
保するための各種事業に取り組む北
広島市季節労働者通年雇用促進支援
協議会を支援する。

通年雇用人材育成、求
人開拓セミナーの開催
職場体験実習などの各
種事業に取り組む北広
島市通年雇用促進支援
協議会の運営及び市負
担金の支出

通年雇用人材育成、求
人開拓セミナーの開催
職場体験実習などの各
種事業に取り組む北広
島市通年雇用促進支援
協議会の運営及び市負
担金の支出

通年雇用人材育成、求
人開拓セミナーの開催
職場体験実習などの各
種事業に取り組む北広
島市通年雇用促進支援
協議会の運営及び市負
担金の支出

現状継続とする。
（国・道が経費の
95％を負担）

高年齢者に臨時的かつ短期的な仕事
を組織的に確保し、提供して、高年
齢者の生きがいと活力ある地域社会
づくりのために活動しているシル
バー人材センターを支援する。

シルバー人材センター
の運営費及び事業費に
対する補助金の交付

シルバー人材センター
の運営費及び事業費に
対する補助金の交付

シルバー人材センター
の運営費及び事業費に
対する補助金の交付 現状継続とする。

　　施策2　　勤労者福祉の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

国との連携により、地域職業相談室
(ジョブガイド北広島)を運営し、求
人情報の提供、職業相談、失業者相
談を実施することにより、求職者等
への利便性の向上及び就職促進を図
る。

就職支援推進員の配置
による地域職業相談室
の管理・運営

就職支援推進員の配置
による地域職業相談室
の管理・運営

就職支援推進員の配置
による地域職業相談室
の管理・運営

国との連携事業であ
り、利用率も高いこ
とから、現状継続と
する。

明治6年、中山久蔵翁が寒地稲作に
成功し140年を迎えるにあたり、
あらためてその偉業を讃えるととも
に、市民と先人の苦労や当市の偉人
である中山久蔵翁の「挑む」精神に
触れる記念事業を実施する。

《平成25年度終了》
対象外(H25搭載)

　　第6節　　労働環境の整備 　　施策1　　就業機会の拡大と安定化

イベントの実施による市民相互及び
市民と近隣市町村来訪者の交流を図
ることが地域の活性化に寄与するこ
とから、市内外の各種イベントへの
参加や観光資源の紹介・宣伝など本
市観光の発展を図るため、北広島市
観光協会への支援を行う。
また、石狩管内の市町村等で構成す
る「さっぽろ広域観光圏」の事業の
推進に努める。

北広島市観光協会が実
施する事業への支援
管内市町村との連携

北広島市観光協会が実
施する事業への支援
管内市町村との連携

北広島市観光協会が実
施する事業への支援
管内市町村との連携

現状継続とする。
引き続き、事務局移
管の検討を行うこ
と。

交流・定住人口の増加を目的とし
て、市内の地域資源・観光資源を活
用した良好な都市イメージの創出と
効果的なプロモーションを実施す
る。
また、きたひろ観光推進協議会を設
置し、市民や観光関係団体、商業事
業者との連携等により事業を推進す
る。

市の魅力などの情報発
信 (食資産の販路拡
大、イベントへの参
画、観光情報誌への広
告掲載、外国語対応ガ
イドマップの作成)
市民や観光関係団体、
商業事業者との連携等
による事業推進を図る
ためのきたひろ観光推
進協議会の設置

市の魅力などの情報発
信 (イベントへの参
画、観光情報誌への広
告掲載、ガイドブック
の作成)
市民や観光関係団体、
商業事業者との連携等
による事業推進を図る
ためのきたひろ観光推
進協議会の運営

市の魅力などの情報発
信 (イベントへの参
画、観光情報誌への広
告掲載、外国語対応ガ
イドマップ、ガイド
ブックの作成)
市民や観光関係団体、
商業事業者との連携等
による事業推進を図る
ためのきたひろ観光推
進協議会の設置

これまでの成果を総
括したうえで、全市
的なプロジェクトと
しての取り組みを行
うこと。

　　第5節　　観光の振興 　　施策1　　観光の振興

　　施策2　　イベント等の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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第5章　　快適な生活環境のまち

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

296【継続事業】 現状継続

市街地整備計画事業

　

一般会計

都市計画課 　

297【拡大事業】 現状継続

市街地整備計画事業
（拡大）

　

一般会計

政策調整課 　

298【継続事業】 現状継続

町名・町界整備事業

　

一般会計

都市計画課 　

299【継続事業】 現状継続

土地区画整理組合指
導事業

　

一般会計

都市整備課 　

300【継続事業】 現状継続

市街地活性化事業

　

一般会計

都市計画課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

301【継続事業】 現状継続

エルフィンパーク活
用事業

　

一般会計

エルフィンパーク 　

302【継続事業】 現状継続

有料駐車場管理運営
事業

　

一般会計

土木事務所 　

駅周辺公共施設等の利用者の利便性
の向上及び違法駐車を防止し良好な
都市景観を確保するため、指定管理
者制度により、民間企業のノウハウ
を活かした市営東西駐車場の適正な
管理や効率的な運営を進めるととも
に利用率の向上を図る。

市営東西駐車場の管理
運営

市営東西駐車場の管理
運営
東駐車場防風ネット交
換

市営東西駐車場の管理
運営
西駐車場自動管理機器
借上
東駐車場床面一部防水
修繕

現状継続とする。さ
らに利用率の向上を
図ること。

　　第1節　　市街地整備の推進 　　施策2　　駅周辺まちづくり

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

エルフィンパークを活用し、市民に
多様な憩いと集いの場を提供すると
ともに、市民自らの活動や交流を促
進するため、市民やサークルによる
展示などのイベントの場を提供す
る。
市民サービスコーナーを活用し、戸
籍等各種証明の交付などの行政サー
ビスを提供し、市民サービスの向上
を図る。

エルフィンパーク及び
市民サービスコーナー
の活用

エルフィンパーク及び
市民サービスコーナー
の活用

エルフィンパーク及び
市民サービスコーナー
の活用 現状継続とする。

組合施行の土地区画整理事業に関し
て適切な指導、助言、技術援助、許
認可を行なうことにより、本市がめ
ざす魅力ある健全で良好な市街地形
成の誘導を図り、地区住民等の生活
環境の向上と新たな市民のための住
宅地を供給する。

土地区画整理組合への
指導・助言・技術援助
許認可業務
《平成26年度終了》

現状継続とする。

北広島団地活性化計画の推進や既存
市街地の未利用地の利用促進のた
め、各種支援制度の検討を行う。
北広島団地活性化に向けた情報提
供・意見交換などの場づくりや、
「空き地・空き家バンク」のPRな
ど、不動産の流動化に向けた取組み
を行う。

空き地・空き家などの
流動化に向けた取組み
の実施
近年転入・転出者の実
態調査
団地活性化に向けた短
期施策の検証

(仮称)団地活性化推進
会議の開催
空き地・空き家などの
流動化に向けた取組み
の実施

(仮称)団地活性化推進
会議の開催
空き地・空き家などの
流動化に向けた取組み
の実施

現状継続とする。

乗降客数が5千人を超えるJR上野
幌駅のバリアフリー化に先立ち、駅
舎や駅前広場、周辺道路、周辺施設
等の現地踏査を実施し、当該駅周辺
の一体的なバリアフリー化や安全で
安心な地域社会を構築するための課
題の整理、改善策や整備メニュー等
の検討を行う。

JR上野幌駅周辺地区
の安全・安心調査 現状継続とする。

市民及び来訪者の利便を図り、わか
りやすいまちづくりを進めるため、
町名・町界整備を進める。北広島輪
厚工業団地地区の町名・町界整備事
業を実施するとともに、共栄・北の
里地区の合意形成に向けた取り組み
の検討を進める。

輪厚(輪厚工業団地)地
区住宅地案内板外設置
工事
未整備地区の整備検討

未整備地区の整備検討 未整備地区の整備検討
現状継続とする。

　　第1節　　市街地整備の推進 　　施策1　　市街地の形成

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

「第5次総合計画」の基本目標や
「北広島市都市計画マスタープラ
ン」における都市づくりの目標など
の実現のため、計画的な市街地の形
成をめざす。
社会状況の変化に対応するため、北
広島市都市計画マスタープランの見
直しを行うとともに、必要に応じて
用途地域や地区計画などの変更を行
う。

都市計画審議会の開催
GISデータベース保守
都市計画基礎調査の実
施

都市計画審議会の開催
GISデータベース保守

都市計画審議会の開催
GISデータベース保守 現状継続とする。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

303【継続事業】 現状継続

自転車駐車場管理事
業

　

一般会計

土木事務所 　

304【継続事業】 現状継続

駅周辺まちづくり推
進事業

　

一般会計

政策調整課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

305【継続事業】 現状継続

公営住宅長寿命化事
業

　

一般会計

建築課 　

306【継続事業】 現状継続

市営住宅共栄団地建
替事業

　

一般会計

建築課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

307【継続事業】 見直し

住宅住替え支援事業

　

一般会計

建築課 　

308【継続事業】 現状継続

木造住宅耐震診断・
改修支援事業

　

一般会計

建築課 　

309【新規事業】 対象外(新規)

住生活基本計画策定
事業

　

一般会計

建築課 　

木造住宅の耐震化の促進を図るた
め、昭和56年5月31日以前に着工
された木造住宅を対象として所有者
が耐震診断・改修工事を行う際に要
する経費の一部を助成する。

耐震診断、耐震改修の
助成

耐震診断、耐震改修の
助成
《平成27年度終了》

現状継続とする。
耐震化の促進を図る
ため、今後も実施手
法の検討を行うこ
と。

市町村の住宅政策を総合的に展開す
るために策定している住宅マスター
プランが、平成25年度に終了する
ことから、見直しを行い、「住生活
基本計画」として策定する。

住生活基本計画の策定
対象外(新規)

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

利便性の高い地域などへの住替え意
向を持っている高齢者世帯等の移転
先情報を収集し、相談に応じる。

住宅住替えの相談・支
援

住宅住替えの相談・支
援

住宅住替えの相談・支
援

定住人口の増加を図
るため、事業目的を
含め見直しを行うこ
と。

高齢者や低額所得者など住宅困窮者
が入居する市営住宅の住環境水準向
上のため、公営住宅ストック総合活
用計画により、老朽化が著しい共栄
第２団地と北の台団地を共栄第２団
地敷地に集約した形で建替える。

建設工事(１号棟)
土質調査(２号棟)
実施設計(２号棟)
入居者移転
既存住宅解体除却

建設工事(２号棟)
土質調査(３号棟)
実施設計(３号棟)

建設工事(３号棟)
既存住宅解体除却
入居者移転 現状継続とする。

　　第2節　　居住環境の充実 　　施策2　　多様なニーズへの対応

　　第2節　　居住環境の充実 　　施策1　　公営住宅等の整備促進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

平成23年度に策定した公営住宅長
寿命化計画に基づき、必要な修繕・
改善等を実施する。

調査設計・修繕・改善
の実施
市営住宅広島団地３号
棟の屋上防水・外壁改
修工事
１号棟改修設計

調査設計・修繕・改善
の実施
市営住宅広島団地１号
棟の屋上防水・外壁改
修
２号棟改修設計

調査設計・修繕・改善
の実施
市営住宅広島団地２号
棟の屋上防水・外壁改
修
４号棟改修設計

現状継続とする。

駅周辺の良好な環境保持のため、駅
東西側に4箇所設けた自転車駐車場
等の適切な管理運営を行い、自転車
の利用促進を図る。

自転車駐車場等の管理
運営

自転車駐車場等の管理
運営

自転車駐車場等の管理
運営 現状継続とする。

ＪＲ北広島駅周辺の文化施設や商
業・業務施設の諸機能を生かし、市
の顔にふさわしいまちづくりを推進
するため、民間用地の利用促進のた
めの地権者との協議、地区計画の柔
軟な対応について検討を進める。
ＪＲ上野幌駅周辺について、交通の
利便性を生かし商業・業務施設等の
立地を図る。
駅前広場やバスの乗り入れなどにつ
いて関係機関と協議を進める。

関係者及び関係機関と
の協議

関係者及び関係機関と
の協議

関係者及び関係機関と
の協議 現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

310【継続事業】 現状継続

生活道路整備事業

　

一般会計

都市整備課 　

311【継続事業】 現状継続

市道整備事業（単
独）

　

一般会計

都市整備課 　

312【拡大事業】 現状継続

市道整備事業（単
独）２０１４拡大分

　

一般会計

都市整備課 　

313【継続事業】 現状継続

市道整備事業（補
助）

　

一般会計

都市整備課 　

314【拡大事業】 現状継続

市道整備事業（補
助）２０１４拡大分

　

一般会計

都市整備課 　

315【継続事業】 対象外(H25搭載)

市道整備事業（受
託）

　

一般会計

都市整備課 　

316【継続事業】 拡大

街路樹補植事業

　

一般会計

土木事務所 　

国の千歳川河川整備計画に伴い、支
障となる裏の沢川沿通線の道路付け
替えを行う。

裏の沢川沿通線
(道路改良)

裏の沢川沿通線
(舗装) 対象外(H25搭載)

都市景観の保持と交通の安全性や快
適性の確保のため、枯れや倒木に
よって除去された空き植樹桝の補植
を実施する。

緑陽通線
西の里中学校通線
輪厚中央通線

緑陽通線
新栄37番線

緑陽通線
虹ヶ丘中央通線

目標値を大きく下
回っているため整備
を進める必要があ
る。
ただし、目標数値に
ついては常に精査を
図ること。

未改良区間や老朽化した路線の整備
を拡大し、安全で快適な道路環境を
確保する。

道路整備
・中央通線
負担金
・南９号橋架替
用地補償
・輪厚中央通
・大曲椴山線

道路整備
・大曲椴山線
負担金
・南９号橋架替
用地補償
・輪厚中央通
・大曲椴山線

道路整備
・大曲椴山線
・輪厚中央通
負担金
・南９号橋架替
用地補償
・大曲椴山線

現状継続とする。
計画的な整備を進め
ること。

未改良区間や老朽化した路線の整備
を拡大し、安全で快適な道路環境を
確保するため、広葉町10番通線の
整備を行う。

広葉町10番通線
(道路整備)

現状継続とする。
計画的な整備を進め
ること。

未改良区間や老朽化した路線の整備
を拡大し、安全で快適な道路環境を
確保する。

測量設計
・大曲団地2号線

道路改良・舗装
・大曲団地2号線

道路改良・舗装
・大曲団地2号線

現状継続とする。
計画的な整備を進め
ること。

未改良区間や老朽化した路線の整備
を拡大し、安全で快適な道路環境を
確保するため、共栄12番緑道や駅
西口広場の整備を行う。

・共栄12番緑道
(雪止柵、階段滑止
マット整備)
・駅西口広場
(バスシェルター建
替、ロードヒーティン
グ整備)

現状継続とする。
計画的な整備を進め
ること。

　　第3節　　道路の整備 　　施策1　　市内幹線道路・生活道路等の整備

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市民にとって最も身近な生活道路を
整備することで、振動や防塵対策、
雨水の滞留防止を図り、安全で快適
な道路環境を確保する。

(一次改築)
路線測量設計
L=276m
道路改良舗装
L=482m
(二次改築)
路線測量設計
L=955m
道路改良舗装
L=824m

(一次改築)
路線測量設計
L=220m
道路改良舗装
L=356m
(二次改築)
路線測量設計
L=1537m
道路改良舗装
L=340m

(一次改築)
路線測量設計
L=370m
道路改良舗装
L=220m
(二次改築)
道路改良舗装
L=587m

現状継続とする。
計画的な整備を進め
ること。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

317【継続事業】 拡大

照明灯維持補修事業

　

一般会計

土木事務所 　

318【継続事業】 拡大

舗装補修事業

　

一般会計

土木事務所 　

319【継続事業】 現状継続

市道用地確定事業

　

一般会計

土木事務所 　

320【継続事業】 見直し

地域土木振興事業

　

一般会計

土木事務所 　

321【継続事業】 現状継続

東西連絡橋施設補修
事業

　

一般会計

土木事務所 　

322【継続事業】 対象外

橋梁長寿命化事業

　

一般会計

土木事務所 　

323【継続事業】 現状継続

道路計画事業

　

一般会計

都市計画課 　

324【新規事業】 対象外(新規)

道路ストック総点検
事業

　

一般会計

土木事務所 ★市長公約

市が維持管理している道路施設にお
いて、道路利用者及び第三者被害の
危険性の有無を判断することを目的
として、予防に関する点検を実施す
る。

舗装(路面性状調査)
38路線L=49.8ｋｍ
道路照明灯(1次調査)
797灯
大型道路標識
25箇所

橋梁9橋
道路照明灯(2次調査)
150灯 対象外(新規)

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、補
修工事等を適期・適切に行うことで
橋梁の長寿命化及び修繕費用の縮減
を図り、道路網の安全性・信頼性を
確保するため、補修工事を計画的に
実施する。

補修設計
(白樺陸橋、全78橋点
検)
補修工事
(松葉陸橋)

補修設計
(中央陸橋)
補修工事
(白樺陸橋)

補修設計
(輪厚橋、開拓橋)
補修工事
(中央陸橋:1.2.3径間)

≪評価対象外事業≫
25 年度 開始 事業
（24予算ゼロ）

安全性、利便性の高い都市間連絡道
路や市内道路網のネットワーク形成
のため、都市計画道路を適切に定め
るとともに、適宜、都市計画道路網
の見直しを進める。

都市計画審議会の開催
交通量調査
輪厚スマートインター
24時間化に向けた検
討

都市計画審議会の開催
交通量調査
輪厚スマートインター
24時間化に向けた検
討

都市計画審議会の開催
交通量調査 現状継続とする。

市内の土木施設の整備を図り、住民
生活の向上のため、共同で土木工事
を実施する者に対し、事業費の支援
を行う。

対象団体に対する助成 対象団体に対する助成 対象団体に対する助成
事業は継続とする
が、補助率を平成
25年度中に見直す
こと。

市民の憩いとコミュニティの場とし
て良好な状態を維持するため、経年
劣化によるシーリング等の補修を計
画的に実施する。

床目地修繕
Ｃ斜路シーリング工事
Ｂ階段シーリング工事
ドームシーリング工事
天井修繕

床目地修繕
Ｂ斜路シーリング工事

天井・屋根修繕 市の象徴的な施設で
もあり、現状継続と
する。

老朽化している道路のうち、幹線及
び準幹線の中から交通量、劣化度、
重要度等により補修事業を計画的に
進める。

西の里中学校通線車
道・歩道
中央通線車道
広島輪厚線車道
輪厚中の沢線車道
緑陽通線歩道
東栄通線歩道
広葉通線歩道

東栄通線車道・歩道
中央通線車道
輪厚川通線車道
広島輪厚線車道
輪厚中の沢線車道
緑陽通線歩道

のぞみ野幹線1号線車
道・歩道
東栄通線車道・歩道
輪厚川通線車道
稲穂通線車道
中央通線車道
広島輪厚線車道
輪厚中の沢線車道
緑陽通線歩道

安全確保の観点か
ら、補修ペースを速
める必要がある。

市道敷地の用地確定(分筆)が必要な
ものや、所有権、使用権などの権原
を市が取得していないもの(未処理
用地)について、用地買収、寄付な
どにより権原を取得する。

稲穂通線ほか 北の里西2号線ほか 東1号線
現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市管理の道路照明灯を計画的に維
持・補修することにより、車両及び
歩行者の通行の安全を確保する。

自立型照明灯灯具取替
自立型照明灯ポール取
替
ＬＥＤ化(北進通)
外照明灯修繕

自立型照明灯灯具取替
自立型照明灯ポール取
替
ＬＥＤ化(中央通)
外照明灯修繕

自立型照明灯灯具取替
自立型照明灯ポール取
替
ＬＥＤ化(中央通(陸橋
含む))
外照明灯修繕

目標値を大きく下
回っているため整備
を進める必要があ
る。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

325【継続事業】 現状継続

地域交通システム検
討事業

　

一般会計

政策調整課 　

326【継続事業】 現状継続

生活バス路線確保対
策事業

　

一般会計

市民課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

327【継続事業】 現状継続

サイクルネットワー
ク構築事業

　

一般会計

政策調整課 　

328【継続事業】 現状継続

レンタサイクル事業

　

一般会計

土木事務所 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

329【継続事業】 現状継続

市道排雪支援事業

　

一般会計

土木事務所 　

330【継続事業】 見直し

私道除雪支援事業

　

一般会計

土木事務所 　

冬期間の交通確保のため、私道の除
雪を実施する団体を支援する。

対象団体に対する助成 対象団体に対する助成 対象団体に対する助成

事業は継続とする
が、補助率を平成
25年度中に見直す
こと。
世帯負担上限額につ
いても引き続き検討
すること。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

冬期間の生活環境の改善と交通確保
を図るため、市街化区域内における
市道の排雪を実施する自治会等を支
援する。

自治会等に対する助成 自治会等に対する助成 自治会等に対する助成
冬季間の生活道路の
確保のため必要な事
業であり、現状継続
とする。

環境にやさしい交通手段である自転
車の利用促進を図るため、自転車の
貸出しを行い、併せて市民の健康促
進及びレクリエーションの振興を図
る。

駅東口及び自転車の駅
でレンタサイクルの実
施

駅東口及び自転車の駅
でレンタサイクルの実
施

駅東口及び自転車の駅
でレンタサイクルの実
施

現状継続とする。
市民の健康促進及び
レクリエーションの
振興を図ることが目
的であるため、他部
署との連携も検討す
ること。

　　第4節　　交通の充実 　　施策3　　冬期間交通の確保

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

環境にやさしい自転車交通の利用促
進のため、市内の未整備区間の整備
及び道央馬追サイクルネットワーク
構想との連携を図る。

未整備区間の調査・研
究
道央馬追サイクルネッ
トワーク推進協議会と
の連絡調整

未整備区間の調査・研
究
道央馬追サイクルネッ
トワーク推進協議会と
の連絡調整

未整備区間の調査・研
究
道央馬追サイクルネッ
トワーク推進協議会と
の連絡調整

馬追サイクルネット
ワーク推進協議会の
今後の方向性に関す
る検討結果を踏ま
え、サイクルネット
ワーク形成に向けた
新たな事業展開を図
ること。

市民の日常生活に不可欠な生活バス
路線を確保・維持し、市民生活の利
便を図るため、市内完結バス路線の
運行経費の一部を乗合バス事業者へ
補助する。

乗合バス事業者に対す
る運行経費の一部補助

乗合バス事業者に対す
る運行経費の一部補助

乗合バス事業者に対す
る運行経費の一部補助 現状継続とする。

　　第4節　　交通の充実 　　施策2　　サイクリング・ネットワークの形成

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

交通弱者の移動の利便性と地域間交
通の促進を図るため、北広島市地域
公共交通活性化協議会が策定した
「地域公共交通総合連携計画」に基
づき、交通空白地域において乗合タ
クシーの実証運行を行い、運行方法
等の評価・検証などを行う。

交通空白地域や高齢社
会対応し、持続可能な
公共交通についての検
討
交通レターの発行
地区代表者との意見交
換会の実施
《平成26年度終了》

0

現状継続とする。
本事業を引き継ぐ地
域交通システム推進
事業においては、実
証運行の成果を十分
生かすよう努めるこ
と。

　　第4節　　交通の充実 　　施策1　　公共交通の充実
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

331【継続事業】 現状継続

小型除雪機械貸出事
業

　

一般会計

土木事務所 　

332【継続事業】 現状継続

除雪車等購入事業

　

一般会計

土木事務所 　

333【継続事業】 対象外(H25搭載)

地域除雪懇談会推進
事業

　

一般会計

土木事務所 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

334【継続事業】 現状継続

水質検査委託事業

　

水道会計

水道施設課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

335【継続事業】 現状継続

飲料水等供給施設設
置支援事業

　

一般会計

環境課 　

336【継続事業】 現状継続

休日等給水サービス
業務委託事業

　

水道会計

業務課 　

休日等における給水装置に関する問
合せや相談に対応するため、修理依
頼や必要に応じた現地対応を含めた
給水サービスを実施する。

休日等給水サービスの
実施

休日等給水サービスの
実施

休日等給水サービスの
実施 現状継続とする。

　　第5節　　水道の整備 　　施策2　　水の安定

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市街化調整区域に居住する市民に対
し、良質な飲料水の確保と安定供給
を図るため、飲料水等供給施設の設
置工事に対する費用を助成する。

給水施設設置費、井戸
設置費の助成

給水施設設置費、井戸
設置費の助成

給水施設設置費、井戸
設置費の助成 現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

安全で安心な水を供給するため、水
道法に基づく水質基準に適合するこ
とを確認するため水質検査を実施す
る。

毎月検査(9項目)、年
4回検査(39項目)の実
施

毎月検査(9項目)、年
4回検査(39項目)の実
施

毎月検査(9項目)、年
4回検査(39項目)の実
施 現状継続とする。

雪対策基本計画に基づき、市民・事
業者・行政が地域の実情に応じた協
働による雪対策の取組みを推進する
ため、地域除雪懇談会を開催して除
排雪に関する問題点の整理を行い、
除雪マップを作成する。

地域除雪懇談会の開催
除雪マップの作成

地域除雪懇談会の開催
除雪マップの作成

地域除雪懇談会の開催
除雪マップの作成 対象外(H25搭載)

　　第5節　　水道の整備 　　施策1　　水の安心

通常の市道除雪では対応しきれない
道路などの除雪を自主的に行う自治
会等を対象に貸出を行う。

小型除雪機械の貸出 小型除雪機械の貸出 小型除雪機械の貸出

現状継続とする。
シーズンを通じた貸
し出しなど、手法改
善による効果を踏ま
え今後の事業展開を
検討すること。

除雪車等の計画的な更新により、除
雪や道路維持の体制を保持し、冬期
間の円滑な交通と安全を確保すると
ともに、排雪のための除雪車等を購
入し、快適な生活環境を確保する。

道路パトロール車、小
型ロータリー除雪車の
購入

機器等の更新は除雪
の確保に必要であ
り、現状継続とす
る。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

337【継続事業】 現状継続

水道開閉栓業務委託
事業

　

水道会計

業務課 　

338【継続事業】 現状継続

水道第５期拡張事業

　

水道会計

水道施設課 　

339【継続事業】 現状継続

石狩東部広域水道企
業団出資金

　

一般会計

財政課 　

340【継続事業】 対象外(H25搭載)

石狩東部広域水道企
業団当初計画規模施
設分負担事業

　

一般会計

政策調整課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

341【継続事業】 現状継続

配水施設改良事業

《旧事業名》
配水管改良事業

水道会計

水道施設課 　

342【継続事業】 現状継続

上下水道料金収納業
務委託事業

　

水道会計

業務課 　

上下水道料金の未納者に対する催告
や個別徴収を行い、納入の促進、滞
納整理を実施する。

収納業務の実施 収納業務の実施 収納業務の実施
現状継続とする。

　　第5節　　水道の整備 　　施策3　　施設の維持

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

老朽管更新事業計画に基づき、老朽
化した配水管を更新し、漏水事故等
の未然防止と有収率の向上を図る。
基幹的配水管の劣化度調査等を基
に、水道施設更新計画を策定する。
地震災害時に備えた耐震補強工事等
を実施する。

配水管更新
基幹管路劣化度調査
水道施設基本計画策定

配水管更新
基幹管路劣化度調査
水道施設更新計画策定
西の里旧配水池耐震補
強(第5期拡張事業か
ら変更)

配水管更新
西の里旧配水池耐震補
強(第5期拡張事業か
ら変更)

現状継続とする。

石狩東部広域水道企業団からの用水
供給のため、「地方公営企業繰出基
準」に基づく「上水道の水源開発に
要する経費」及び「上水道の広域化
対策に要する経費」を企業団に対す
る繰出金及び出資金により構成団体
が権利水量に応じた負担をする。

石狩東部広域水道企業
団に対する出資金の支
出
《平成26年度終了》

現状継続とする。

石狩東部水道企業団へ、夕張シュー
パロダム広域施設の当初計画規模施
設分に係る負担分を支出する。

補助金の支出 補助金の支出 補助金の支出
対象外(H25搭載)

年間を通じた開閉栓届出に対応する
ため、土日・祝日・年末年始を含め
た開閉栓業務を実施する。

開閉栓業務の実施 開閉栓業務の実施 開閉栓業務の実施
現状継続とする。

給水区域内への上水道の安定供給を
図るため、水道第5期拡張事業によ
り水道施設及び配水管の整備を実施
する。

配水管整備

千歳川水系受水施設電
気設備
千歳川水系受水連絡管
整備
配水管整備

配水管整備
現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

343【継続事業】 現状継続

下水道（雨・汚水
管）整備事業

　

下水道会計

下水道課 　

344【継続事業】 現状継続

下水道処理センター
整備事業

　

下水道会計

下水道課 　

345【継続事業】 現状継続

下水道管理システム
整備事業

　

下水道会計

下水道課 　

346【継続事業】 現状継続

下水道管渠更生事業

　

下水道会計

下水道課 　

347【継続事業】 現状継続

事業場排水監視事業

　

下水道会計

下水道課 　

348【継続事業】 現状継続

下水道施設長寿命化
計画策定事業

　

下水道会計

下水道課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

349【継続事業】 現状継続

汚泥有効利用推進事
業

　

下水道会計

下水処理センター 　

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

バイオマス受入れに伴い、汚泥の性
状が変化することから、肥料取締法
の基準に適合した安全な汚泥肥料と
して緑農地還元を行っていくため、
汚泥分析、植害試験等を行うととも
に、汚泥量の増加に対する利用拡大
を図る。

フレコンパックの購入
汚泥試験、植害試験の
実施
乾燥汚泥の運搬保管

フレコンパックの購入
汚泥試験の実施
乾燥汚泥の運搬保管

フレコンパックの購入
汚泥試験の実施
乾燥汚泥の運搬保管 現状継続とする。

施設の健全度調査を行い、ライフサ
イクルコスト (新設費、維持管理
費、処分費を含めた費用)の縮減と
施設の延命化を図るため、耐震化等
の機能向上も考慮して、改築・更新
に関する概ね5年間の整備計画を策
定する。

管渠長寿命化計画の策
定

処理施設長寿命化計画
の策定

計画の進行管理
現状継続とする。

　　第6節　　下水道の整備 　　施策2　　発生汚泥の有効利用

マンホールや管渠破損による道路陥
没等の防止及び浸入水の防止による
下水処理センターへの負荷軽減を図
るため、調査に基づき計画的な補修
を実施する。

下水道管調査
下水道管補修
マンホール補修
公共桝補修

下水道管調査
下水道管補修
マンホール補修
公共桝補修

下水道管調査
下水道管補修
マンホール補修
公共桝補修

現状継続とする。

下水道施設の機能低下の防止や環境
保全を図るため、事業場などからの
排水の水質検査等を実施する。

事業場排水水質検査
違反事業場に対する改
善指導

事業場排水水質検査
違反事業場に対する改
善指導

事業場排水水質検査
違反事業場に対する改
善指導 現状継続とする。

市街地における快適で衛生的な生活
環境を確保し、公共用水域の水質保
全を図るため、老朽化した施設・機
器の更新を処理場施設長寿命化計画
に沿って実施する。

処理センター場内整備
汚泥乾燥機棟耐震補
強・外部改修
余剰汚泥貯留槽撹拌機
更新
№2乾燥機設備更新
施工監理
処理センター基本設計
機器更新実施設計

№2乾燥機設備更新
ボイラー設備更新
強制濃縮電気設備更新
汚泥貯留槽撹拌機更新
機器更新実施設計
公共下水道認可変更

強制濃縮電気設備更新
消化タンク機械更新
脱硫装置更新
汚泥・汚水・床排水ポ
ンプ更新
水処理施設機器更新
機器更新実施設計
３系水処理機械設計

現状継続とする。

下水道事業の事務事業の効率化及び
市民等へ管路情報を提供するため、
下水道管路等情報のデータ更新を実
施する。

下水道管路等情報の更
新

下水道管路等情報の更
新

下水道管路等情報の更
新 現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市街地における浸水の防止、快適で
衛生的な生活環境の確保及び公共用
水域の水質保全を図るため、道路整
備に合わせた雨水管の整備、未普及
地区の汚水管整備及び老朽化した施
設の更新を行う。

大曲地区雨水管整備
西の里地区汚水管整備
汚水管閉塞工事
大曲ポンプ場電気更新
西の里ポンプ場遠方監
視装置更新

大曲地区雨水管整備
大曲地区地汚水管整備
人孔蓋更新
稲穂地区調査設計
大曲ポンプ場電気更新

稲穂地区雨水管整備
大曲・輪厚地区雨水管
整備
大曲・輪厚地区汚水管
整備
人孔蓋更新
大曲ポンプ場改修設計

現状継続とする。

　　第6節　　下水道の整備 　　施策1　　下水道の整備と利用の促進
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

350【継続事業】 現状継続

道央地区環境衛生組
合負担金事業

　

一般会計

環境課 　

351【継続事業】 現状継続

し尿処理事業

　

一般会計

環境課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

352【継続事業】 現状継続

都市景観形成事業

　

一般会計

都市計画課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

353【継続事業】 現状継続

情報通信基盤設備管
理事業

　

一般会計

情報推進課 　

354【継続事業】 現状継続

基幹系情報システム
管理事業

　

一般会計

情報推進課 　

355【拡大事業】 現状継続

基幹系情報システム
管理事業（拡大）

　

一般会計

情報推進課 　

356【継続事業】 現状継続

総合内部情報システ
ム管理事業

　

一般会計

情報推進課 　

財務や会計、財産、契約、計画など
内部業務のシステム化により、業務
の適切な運用管理と業務の効率化を
図る。

内部情報システムの管
理運用

内部情報システムの管
理運用
番号制度対応

内部情報システムの管
理運用 現状継続とする。

市民サービスに直結する各業務シス
テムについて、ネットワークによる
情報連携を行い業務の効率化及び市
民サービスの迅速化を図るととも
に、市が保有している市民の個人情
報を外部から遮断した専用のネット
ワークで運用管理し、高いセキュリ
ティレベルを維持する。

システム等保守
備品購入

システム等保守
備品購入
基盤機器更新

システム等保守
備品購入 現状継続とする。

住民記録を基に各種業務を統合した
総合市民情報システムについて、社
会保障と税の番号制度への対応のた
め、システム改修を実施する。

システム改修
現状継続とする。

　　第8節　　情報化の推進 　　施策1　　行政事務の情報化

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

行政情報センターを中核とした市内
各公共施設の情報通信ネットワーク
を活用して情報の発信・共有を行う
とともに、地方公共団体専用の回線
であるLGWANを用いて国や各地
方公共団体等との情報の連携・交換
など行政事務の簡素化、効率化を図
る。

機器等の保守及び修繕
複合機の借上
PCやソフトウェア
(ウィルス対策ソフト
ほか)の更新

機器等の保守及び修繕
複合機の借上
PC管理システム借上
PCやソフトウェア
(ウィルス対策ソフト
ほか)の更新
基盤機器の更新

機器等の保守及び修繕
複合機の借上
PC管理システム借上
PCやソフトウェア
(ウィルス対策ソフト
ほか)の更新

現状継続とする。

　　施策2　　景観の維持

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

北海道景観条例に基づき、地域の個
性を生かした魅力ある都市景観づく
りを進め、快適で美しい街並みの形
成と維持を図るため、届出対象とな
る建築物などについての協議指導、
都市景観にかかる啓蒙・啓発及び屋
外広告物の指導、違反広告物の簡易
除去を実施する。

景観法に基づく協議・
指導
都市景観の啓蒙・啓発
違反広告物の指導・除
去

景観法に基づく協議・
指導
都市景観の啓蒙・啓発
違反広告物の指導・除
去

景観法に基づく協議・
指導
都市景観の啓蒙・啓発
違反広告物の指導・除
去

現状継続とする。

平成25年度から、下水道汚泥と併
せ、し尿・浄化槽汚泥のバイオガス
化処理を実施する。

し尿・浄化槽汚泥のバ
イオガス化処理

し尿・浄化槽汚泥のバ
イオガス化処理

し尿・浄化槽汚泥のバ
イオガス化処理

処理に伴う負担金で
あり、現状継続とす
る。

　　第7節　　都市景観の形成 　　施策1　　景観づくり

　　第6節　　下水道の整備 　　施策3　　し尿・浄化槽汚泥の処理

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

北広島市・長沼町・由仁町・南幌町
の1市3町で構成する道央地区環境
衛生組合でのし尿等の広域処理に対
する費用を負担する。

道央地区環境衛生組合
に対する負担金の支出
《平成26年度終了》

当初平成24年度の
事業終了を予定して
いたが、既存施設の
解体及び解散事務を
行うため、組合解散
が平成 26 年 度に
なったことから、事
業期間を2年間延長
する。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

357【継続事業】 見直し

情報化施策推進事業

　

一般会計

情報推進課 　

第6章　　計画の実現に向けて

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

358【継続事業】 現状継続

市民参加推進事業

　

一般会計

行政推進課 　

359【継続事業】 現状継続

市表彰事業

　

一般会計

総務課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

360【継続事業】 見直し

市民協働推進事業

　

一般会計

行政推進課・市民課ほか 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

361【継続事業】 対象外

公益活動センター整
備事業

　

一般会計

行政推進課 　

　　第1節　　市民参加・協働の推進 　　施策3　　公益活動の促進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

団体相互の交流や日常のミーティン
グ場所の提供など、活動に必要な支
援機能の充実を図るため、(仮称)公
益活動センターを整備する。

行財政改革実行計画策
定の中で(仮称)公益活
動センターの整備につ
いて検討

≪評価対象外事業≫
開始未定のハード事
業

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市民協働推進会議による審議や評価
をもとに公益活動団体への支援を行
い、市と公益活動団体との協働事業
を促進する。

地域住民の自主的なまちづくり及び
市と地域住民との協働によるまちづ
くりを推進し地域活性化に資するた
め、地域の特色を生かしたまちづく
り活動及び地域の環境向上のための
事業を支援する。

【行政推進課所管】
市民協働推進会議の運
営
補助金、協働事業提案
制度の運用
NPO法人認証事務等
NPOセミナーの実施
【市民課・環境課・西
部出張所・大曲出張
所・西の里出張所所
管】
地域まちづくり推進事
業に対する助成

【行政推進課所管】
市民協働推進会議の運
営
補助金、協働事業提案
制度の運用
NPO法人認証事務等
NPOセミナーの実施
【市民課・環境課・西
部出張所・大曲出張
所・西の里出張所所
管】
地域まちづくり推進事
業に対する助成

【行政推進課所管】
市民協働推進会議の運
営
補助金、協働事業提案
制度の運用
NPO法人認証事務等
NPOセミナーの実施
【市民課・環境課・西
部出張所・大曲出張
所・西の里出張所所
管】
地域まちづくり推進事
業に対する助成

補助金の必要性も含
め検討、見直しを行
うこと。

市政の振興に寄与した方や衆人の模
範と認められる行為があった方の功
績や事績をたたえ、市が感謝の意を
表することにより、各分野で地道に
活動している方への激励や市民の市
政に対する意識向上がなされ、市民
との協働のまちづくりの促進を図
る。

功労表彰
善行表彰

功労表彰
善行表彰

功労表彰
善行表彰 現状継続とする。

　　第1節　　市民参加・協働の推進 　　施策2　　協働の推進

　　第1節　　市民参加・協働の推進 　　施策1　　市民参加の推進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市民参加条例に基づく市民参加手続
きの実施状況について、市民参加推
進会議による検証・評価をもとに進
行管理を行い、行政への市民参加の
促進を図る。

市民参加推進会議の運
営
市民参加手続きの進行
管理

市民参加推進会議の運
営
市民参加手続きの進行
管理

市民参加推進会議の運
営
市民参加手続きの進行
管理

現状継続とする。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

ITを活用した情報発信及び手続きの
電子化を進め、市民の利便性の向上
を図る。
市政情報の発信のための市ホーム
ページの充実や地域SNSの運営、
北海道電子自治体共同システムの運
用を継続し、電子申請・届出の充実
を図る。

ホームページの充実
地域SNSの運営
北海道電子自治体共同
システム(HARP)運用
継続
会議録作成支援システ
ム運用

ホームページの充実
地域SNSの運営
北海道電子自治体共同
システム(HARP)運用
継続
会議録作成支援システ
ム運用

ホームページの充実
地域SNSの運営
北海道電子自治体共同
システム(HARP)運用
継続
会議録作成支援システ
ム運用

電子申請のあり方に
ついては、利用者の
状況や、社会保障・
税番号制度等の動向
を勘案しながら見直
すこと。

　　第8節　　情報化の推進 　　施策2　　情報化の環境整備
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

362【継続事業】 現状継続

コミュニティ施設整
備事業

　

一般会計

市民課 　

363【継続事業】 現状継続

地域コミュニティ推
進事業

　

一般会計

市民課 　

364【継続事業】 現状継続

学校跡施設利活用検
討事業

　

一般会計

政策調整課 　

365【継続事業】 対象外

大曲会館大規模改修
事業

《旧事業名》
大曲会館エレベー
ター設置事業

一般会計

市民課 　

366【拡大事業】 対象外

大曲会館大規模改修
事業（拡大）

　

一般会計

市民課 　

367【継続事業】 終了

住民集会所建設事業

　

一般会計

市民課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

368【継続事業】 現状継続

平和推進事業

　

一般会計

市民課 　

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

「平和都市宣言のまち」並びに平和
市長会議の一員である当市として、
市民一人ひとりが平和の尊さや大切
さを認識し、恒久平和の実現を祈念
することを目的として普及・啓発事
業を実施する。

「平和の灯」種火の保
守管理
きたヒロシマ平和展の
開催
平和の灯記念事業の開
催

「平和の灯」種火の保
守管理
きたヒロシマ平和展の
開催
平和の灯記念事業の開
催

「平和の灯」種火の保
守管理
きたヒロシマ平和展の
開催
平和の灯記念事業の開
催

現状継続とする。
記念事業参加者の増
加策を検討するこ
と。

大曲幸地区に住民集会所を新築す
る。

《平成25年度終了》 平成25年度の工事
完了をもって終了と
する。

　　第2節　　平和と人権尊重社会の推進 　　施策1　　恒久平和の希求

大曲会館利用者の高齢化に伴いエレ
ベーター設置要望の声が高まってい
ることから、エレベーターの設置に
合わせトイレ改修など大規模改修を
実施する。

エレベーター設備等設
置工事、工事監理委託
《平成26年度終了》

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハー
ド事業

大規模改修工事に合わせ、大曲会館
北側の通路及び駐車場の未舗装部分
の整備を実施する。

外溝整備工事
未舗装部分の舗装工
事、排水溝改修工事
《平成26年度終了》

≪評価対象外事業≫
25年度開始のハー
ド事業

町内会、自治会等の活動経費の一部
を助成し、地域コミュニティの醸成
を図る。

自治会等交付金、連合
町内会交付金、市自治
連合会交付金の支出

自治会等交付金、連合
町内会交付金、市自治
連合会交付金の支出

自治会等交付金、連合
町内会交付金、市自治
連合会交付金の支出 現状継続とする。

北広島団地内の小学校の統合(平成
24年4月)に伴う校舎、土地その他
の学校跡施設の利活用に関し、学校
跡施設利活用計画に基づき、必要な
施設改修を行う。

外構工事、愛称募集、
オープニングセレモ
ニー
供用開始
《平成26年度終了》

広葉小跡施設の運営
にあたっては、効率
的で質の高いサービ
スを提供するため、
民間委託等を行うこ
と。

　　第1節　　市民参加・協働の推進 　　施策4　　地域コミュニティの醸成

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

地区住民センター等の老朽化した備
品の計画的な更新、各住民集会所の
維持管理団体(自治会等)が整備する
備品等に対する補助及び町内会所有
の住民集会所における規模の大きい
補修工事費の一部を補助し、コミュ
ニティ活動の場の維持に努める。

地区住民センター等の
備品購入
住民集会所備品整備
費・補修費の助成

地区住民センター等の
備品購入
住民集会所備品整備
費・補修費の助成

地区住民センター等の
備品購入
住民集会所備品整備
費・補修費の助成

必要な補修等に取り
組む必要があり、現
状継続とする。
（市の公共施設の老
朽化への抜本的な対
応が必要である）
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

369【継続事業】 現状継続

人権意識の普及啓発
事業

　

一般会計

市民課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

370【継続事業】 現状継続

男女共同参画推進事
業

　

一般会計

行政推進課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

371【継続事業】 現状継続

政策評価事業

　

一般会計

行政推進課 　

372【継続事業】 現状継続

総合計画推進事業

　

一般会計

政策調整課 　

373【拡大事業】 現状継続

総合計画推進事業
（拡大）

　

一般会計

政策調整課 　

374【新規事業】 対象外(新規)

シティセールス推進
事業

　

一般会計

政策調整課 ★市長公約

人口減少傾向にあるなか、持続可能
な都市経営に向けて、定住人口の増
加に向けたシティセールスを総合的
かつ計画的に推進していくため、中
長期的、明確な指標を備えたプロ
ジェクトを策定するとともに、庁内
外の関係機関との連携、協力のもと
人口増加に向けた施策を推進する。

定住人口増加施策の推
進 (市の地域ブラン
ド・魅力の向上を図る
シティセールス・アク
ションプロジェクトの
進行管理)
定住を促進するための
プロモーション活動の
実施

定住人口増加施策の推
進 (市の地域ブラン
ド・魅力の向上を図る
シティセールス・アク
ションプロジェクトの
進行管理)
定住を促進するための
プロモーション活動の
実施

定住人口増加施策の推
進 (市の地域ブラン
ド・魅力の向上を図る
シティセールス・アク
ションプロジェクトの
進行管理)
定住を促進するための
プロモーション活動の
実施

対象外(新規)

総合計画の着実な推進を図るため、
推進計画を策定するとともに、政策
評価の活用や予算への反映など進行
管理によるＰＤＣＡサイクルを定着
させ、効率的で効果的な行政運営を
めざす。

2015推進計画の策定
推進計画パブリックコ
メントの実施
総合計画推進委員会の
運営
進行管理状況の公表
市民満足度調査の実施

2016推進計画の策定
推進計画パブリックコ
メントの実施
総合計画推進委員会の
運営
進行管理状況の公表

2017推進計画の策定
推進計画パブリックコ
メントの実施
総合計画推進委員会の
運営
進行管理状況の公表

現状継続とする。

第5次総合計画の中間年見直しに向
けて、現状等の分析をもとに検討を
行い、見直し作業を行う。

総合計画中間年見直し
に向けた検討資料の作
成及び見直しの検討

総合計画の中間年見直
し作業及び見直し後の
計画書作成 現状継続とする。

　　第4節　　行財政運営・行革の推進 　　施策1　　効率的な行財政運営

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

成果を重視する行政運営への転換、
情報公開による政策の透明性、職員
の意識改革や政策形成能力の向上を
図るため、政策評価を推進し、計画
(Plan)、実施(Do)、評価(Check)、
改善(Action)による行政運営サイク
ルの確立を進める。

事務事業評価、施策評
価、補助金等評価、外
部評価の実施(推進計
画の進行管理)

事務事業評価、施策評
価、補助金等評価、外
部評価の実施(推進計
画の進行管理)

事務事業評価、施策評
価、補助金等評価、外
部評価の実施(推進計
画の進行管理)

評価の意義・活用状
況についての十分な
説明を行うこと。
また、補助金評価に
ついては、制度の見
直しを行うこと。

　　施策4　　あらゆる暴力根絶への取組み

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

「第2次きたひろしま男女共同参画
プラン」に基づき、男女が互いに尊
重し、協力し合う社会を実現してい
くため、市民や関係機関と連携を図
るとともに、意識啓発や学習活動な
どを行う。

男女共同参画に関する
セミナー、女性法律相
談・DV防止パネル展
の実施
(仮称)男女共同参画推
進委員会の開催
情報紙えみんぐの発行

男女共同参画に関する
セミナー、女性法律相
談・DV防止パネル展
の実施
(仮称)男女共同参画推
進委員会の開催
情報紙えみんぐの発行

男女共同参画に関する
セミナー、女性法律相
談・DV防止パネル展
の実施
(仮称)男女共同参画推
進委員会の開催
情報紙えみんぐの発行

現状継続とする。
引き続き事業内容を
精査すること。

　　第3節　　男女共同参画の推進 　　施策1　　男女共同参画社会の実現に向けた意識の変革

　　施策2　　社会のあらゆる分野における男女共同参画の推進

　　施策3　　仕事と生活の調和が実現できる環境の整備

　　第2節　　平和と人権尊重社会の推進 　　施策2　　人権意識の啓発

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

一人ひとりの個性や人格を認め、あ
らゆる分野で偏見や差別などをなく
し、すべての市民が平等で暮らしや
すい、人権尊重の社会を推進するた
め、人権擁護委員との連携を強化
し、学校や地域などでの人権教育・
啓発活動を実施する。

人権教育・啓発活動の
実施
人権擁護委員との連携
強化

人権教育・啓発活動の
実施
人権擁護委員との連携
強化

人権教育・啓発活動の
実施
人権擁護委員との連携
強化

現状継続とする。
男女共同参画推進事
業など関係事業との
連携を図ること。
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

375【新規事業】 対象外(新規)

ファーストマイホー
ム支援事業

　

一般会計

政策調整課 ★市長公約

376【新規事業】 対象外(新規)

おためし移住事業

　

一般会計

政策調整課 ★市長公約

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

377【継続事業】 現状継続

行財政改革推進事業

　

一般会計

行政推進課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

378【継続事業】 休止廃止

住民参加型市場公募
債の発行事業

　

一般会計

財政課 　

379【継続事業】 現状継続

財政情報公開事業

　

一般会計

財政課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

380【継続事業】 現状継続

市民法律相談事業

　

一般会計

市民課 　

381【継続事業】 現状継続

公共施設適正配置計
画策定事業

《旧事業名》
公共施設再配置計画
策定事業

一般会計

政策調整課 　

公共施設の老朽化や少子高齢化が進
むなか、現有公共施設を活かしなが
ら、全市的かつ中長期的な視点に
立って、新たなニーズや地域の特性
に合った公共施設を計画的に整備し
ていくために、公共施設適正配置計
画を策定する。

既存施設の現状と課題
の整理
適正配置基本方針及び
基本計画の策定

適正配置計画の策定
適正配置計画に基いた
進行管理

現状継続とする。
計画・議論の前提と
なる基礎データを早
急に取りまとめるこ
と。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市民が日常生活を営む中で直面する
法律上の諸問題や疑問について、弁
護士による無料法律相談を実施し、
市民の生活の安定を図る。

無料法律相談の実施 無料法律相談の実施 無料法律相談の実施
現状継続とする。

広報紙及び市ホームページによる市
の財政情報の公表並びに公会計シス
テムを活用した正確な資産及び債務
管理を行う。

各種財政情報の市広報
及び市ホームページで
の公表
当初予算の作成過程の
公表
財務諸表の作成及び公
表

各種財政情報の市広報
及び市ホームページで
の公表
当初予算の作成過程の
公表
財務諸表の作成及び公
表

各種財政情報の市広報
及び市ホームページで
の公表
当初予算の作成過程の
公表
財務諸表の作成及び公
表

法令で義務付けされ
た事業であり、現状
継続とする。

　　第4節　　行財政運営・行革の推進 　　施策4　　行政サービスの充実

　　第4節　　行財政運営・行革の推進 　　施策3　　健全な財政運営

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市民の行政への参加意識を高めると
ともに、資金調達の手法の多様化を
図るため、住民参加型市場公募債
(ミニ市場公募債)を発行する。

北広島市エルフィン債
の発行休止
(資金調達方法の多様
化、コスト面でのメ
リット低下、借換時の
金利リスク上昇等から
休止)

北広島市エルフィン債
の発行休止
(資金調達方法の多様
化、コスト面でのメ
リット低下、借換時の
金利リスク上昇等から
休止)

北広島市エルフィン債
の発行休止
(資金調達方法の多様
化、コスト面でのメ
リット低下、借換時の
金利リスク上昇等から
休止)

金利負担や起債発行
額の状況を勘案し検
討すること。

　　第4節　　行財政運営・行革の推進 　　施策2　　行財政改革の推進

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

「政策評価の推進」、「市民参加・
協働の推進」、「健全な財政運営の
推進」、「行政運営システムの改革
の推進」を重点項目とした行財政構
造改革大綱・実行計画に基づき、行
財政システム全般の改革を行う。
また、基礎自治体への権限移譲など
地方分権改革への対応を行う。

行財政改革推進委員
会、行財政構造改革推
進本部会議の開催
実行計画の進行管理
新大綱、新実行計画の
策定

行財政改革推進委員
会、行財政構造改革推
進本部会議の開催
新実行計画の進行管理

行財政改革推進委員
会、行財政構造改革推
進本部会議の開催
新実行計画の進行管理

現計画の総括を十分
に行い、より実効性
のある計画を作成す
ること。

定住人口の増加に向けて、市内に初
めて住宅を購入して居住する方に、
ファーストマイホームを取得するた
めの支援を行う。

市内に初めて住宅を購
入して定住する方を対
象とした支援(助成金
交付)の実施

市内に初めて住宅を購
入して定住する方を対
象とした支援(助成金
交付)の実施

市内に初めて住宅を購
入して定住する方を対
象とした支援(助成金
交付)の実施

対象外(新規)

定住人口の増加に向けて、定住化に
向けたおためし移住制度を実施し、
きたひろしまが持つ住み良い環境へ
の理解などを深めてもらうととも
に、体験をモニターとして事業への
反映、情報発信など活用する。

移住体験事業の実施
移住体験モニター情報
の発信

移住体験事業の実施
移住体験モニター情報
の発信

移住体験事業の実施
移住体験モニター情報
の発信 対象外(新規)

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

382【継続事業】 現状継続

職員研修事業

　

一般会計

職員課 　

383【継続事業】 現状継続

職員福利厚生事業

　

一般会計

職員課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

384【継続事業】 現状継続

新庁舎建設事業

　

一般会計

庁舎建設推進課 ★市長公約

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

385【継続事業】 現状継続

札幌広域圏組合連携
事業

　

一般会計

政策調整課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

386【継続事業】 現状継続

文書管理運営事業

　

一般会計

情報推進課 　

387【継続事業】 現状継続

統計協議会活動支援
事業

　

一般会計

政策調整課 　

統計調査の円滑かつ適正な実施、調
査力の向上及び統計業務の振興発展
を目的とする統計協議会の活動を支
援する。

統計情報の周知や研修
事業に対する助成

統計情報の周知や研修
事業に対する助成

統計情報の周知や研修
事業に対する助成 現状継続とする。

　　施策2　　情報公開制度の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

開かれた市政運営を推進するため、
公文書の適切な管理を行うととも
に、迅速な情報公開への対応、歴史
的資料となる文書等の確保及び保存
を行う。

公文書の管理
電子化文書への対応

公文書の管理
電子化文書への対応

公文書の管理
電子化文書への対応 現状継続とする。

札幌ふるさと市町村圏計画における
地域振興が図られるよう、広域的な
観点から管内市町村が協力して地域
振興が図られるよう共同ソフト事業
を実施する。

職員研修事業
さっぽろオータムフェ
スト事業
ジュニアコンサート事
業など

職員研修事業
さっぽろオータムフェ
スト事業
ジュニアコンサート事
業など

職員研修事業
さっぽろオータムフェ
スト事業
ジュニアコンサート事
業など

現状継続とする。

　　第6節　　情報公開・広報広聴の充実 　　施策1　　情報の共有

　　第5節　　広域連携の推進 　　施策1　　広域連携の推進

　　施策2　　国・道との連携

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

本庁舎の耐震性能の不足や老朽化、
狭隘化、窓口等の分散化などによる
市民の利便性やサービスの低下を解
消するため、新庁舎を整備する。

新庁舎建設実施設計
建築確認申請

新庁舎建設工事
新庁舎建設工事
備品、OA機器移設
備品購入 現状継続とする。

市に代わって、職員の福利厚生及び
教養文化事業を行っている職員福利
厚生会に対し交付金を支出すること
により、福利厚生会事業の円滑な実
施や、職員の士気高揚、職場の活性
化を促すとともに、公務能率の向上
を図る。

職員福利厚生会に対す
る交付金の交付

職員福利厚生会に対す
る交付金の交付

職員福利厚生会に対す
る交付金の交付

現状継続とする。
事業内容については
必要性などを常に検
討すること。

　　第4節　　行財政運営・行革の推進 　　施策6　　新庁舎の整備

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

職員の事務能力の向上や職務上必要
な専門知識の習得、それぞれの職階
に対応した職務遂行能力の向上を図
るとともに、職員の意識改革と組織
の活性化、職員の人間性の向上な
ど、地方分権型社会に対応できる職
員の育成を目的として、職員研修を
実施する。

職員の自主的な研修、
各職場単位で実施する
研修への支援
市による独自研修の実
施
外部研修機関への職員
派遣
職場ＯＪＴの推進
効果的な研修の実施に
向けた検討

職員の自主的な研修、
各職場単位で実施する
研修への支援
市による独自研修の実
施
外部研修機関への職員
派遣
職場ＯＪＴの推進
効果的な研修の実施に
向けた検討

職員の自主的な研修、
各職場単位で実施する
研修への支援
市による独自研修の実
施
外部研修機関への職員
派遣
職場ＯＪＴの推進
効果的な研修の実施に
向けた検討

現状継続とする。

　　第4節　　行財政運営・行革の推進 　　施策5　　組織・職員の活性化
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事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

388【継続事業】 現状継続

市議会政務活動事業

《旧事業名》
市議会政務調査事業

一般会計

議会事務局 　

389【継続事業】 現状継続

協働事業きたひろＴ
Ｖ推進事業

　

一般会計

情報推進課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

390【継続事業】 現状継続

個人情報セキュリ
ティ対策事業

　

一般会計

情報推進課 　

事業名

（担当課） 平成26年度 平成27年度 平成28年度

391【継続事業】 現状継続

広報紙発行事業

　

一般会計

情報推進課 　

392【継続事業】 現状継続

広聴活動事業

　

一般会計

市民課 　

393【継続事業】 現状継続

コミュニティＦＭ広
報事業

　

一般会計

情報推進課 　

394【継続事業】 現状継続

議会広報事業

　

一般会計

議会事務局 　

定例会等での一般質問や代表質問の
答弁及び各議案の審議の状況など、
市議会の活動概要を市民に周知す
る。

議会だよりの発行
議会中継

議会だよりの発行
議会中継

議会だよりの発行
議会中継 現状継続とする。

市民との協働によるまちづくりを推
進するため、情報の公開や意見の集
約、市民との直接対話など各種広聴
活動を実施する。

市民、各種団体等から
の意見や要望等の受
付、集約及び回答
出前トーク、出前講座
の実施
よくある質問Ｑ＆Ａの
公表
市民見学会の実施
市政懇談会の開催

市民、各種団体等から
の意見や要望等の受
付、集約及び回答
出前トーク、出前講座
の実施
よくある質問Ｑ＆Ａの
公表
市民見学会の実施
市政懇談会の開催

市民、各種団体等から
の意見や要望等の受
付、集約及び回答
出前トーク、出前講座
の実施
よくある質問Ｑ＆Ａの
公表
市民見学会の実施
市政懇談会の開催

現状継続とする。

情報発信・受信手段の多様化に対応
するため、コミュニティＦＭを通じ
て、市の施策や行事などを分かりや
すく市民に伝える。

「市役所情報ＢＯＸ」
や「きたひろ再発見」
の番組による情報発信
協定に基く災害時の緊
急情報や高齢者の行方
不明情報の放送

「市役所情報ＢＯＸ」
や「きたひろ再発見」
の番組による情報発信
協定に基く災害時の緊
急情報や高齢者の行方
不明情報の放送

「市役所情報ＢＯＸ」
や「きたひろ再発見」
の番組による情報発信
協定に基く災害時の緊
急情報や高齢者の行方
不明情報の放送

現状継続とする。
より多くの市民に情
報を伝えるため、公
共施設での放送や
ホームページへの掲
載などを検討するこ
と。

　　第6節　　情報公開・広報広聴の充実 　　施策4　　広報広聴活動の充実

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市の施策や情報、市内の出来事や市
民の活動を市民に分かりやすく伝え
るため、広報北広島を発行する。

広報北広島の発行 広報北広島の発行 広報北広島の発行

現状継続とする。
平成25年度市民協
働推進会議で評価を
受け、今後の方向性
を検討すること。

　　第6節　　情報公開・広報広聴の充実 　　施策3　　個人情報の保護

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など

市が保有する行政情報及び市民の個
人情報を適正に管理し保護するた
め、セキュリティ実施手順等の運用
における情報資産の取扱いについて
必要な対策を講じる。

セキュリティ研修の実
施
関連書籍等の購入

セキュリティ研修の実
施
関連書籍等の購入

セキュリティ研修の実
施
関連書籍等の購入 現状継続とする。

市議会議員の調査・研究に係る政務
活動費を交付し、議員活動の活性化
を図る。

政務活動費の交付 政務活動費の交付 政務活動費の交付
現状継続とする。

北広島市の観光・産業及び教育等の
振興を図るため、NPO法人との協
働により、市勢情報や地域情報の映
像コンテンツの作成及び無料動画投
稿サイトと連携するホームページで
の配信を実施する。

ホームページ運営、映
像コンテンツ作成等

ホームページ運営、映
像コンテンツ作成等

ホームページ運営、映
像コンテンツ作成等

現状継続とする。
市民協働推進会議の
事業評価を勘案し、
今後の方向性を検討
すること。

事業内容
年度計画 H25事務事業

評価結果など
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